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４ むすび 
 
国の令和２年度予算は、「「新経済・財政再生計画」の枠組みの下、引き続き手を緩めることなく本

格的な歳出改革に取り組む。」とし、「消費税増収分を活用した社会保障の充実、経済対策の着実な実

行、歳出改革の取組の継続により、経済再生と財政健全化を両立する予算」として編成され、東日本

大震災からの復興に向けても、「復興期間 10 年の総仕上げと福島の本格的な復興・再生に向け、被災

地のニーズにきめ細かに対応」することとされました。その後、新型コロナウイルス感染症の影響か

ら、新型コロナウイルス感染症緊急経済対策等実施のため、複数回の補正予算が編成されました。 

また、地方財政対策については、「地方団体が、人づくり革命の実現や地方創生の推進、地域社会の

維持・再生、防災・減災等に取り組みつつ、安定的に財政運営を行うことができるよう、地方交付税

等の一般財源総額について、前年度を 0.7 兆円上回る額を確保」するとともに、引き続き「復旧・復

興事業等について、通常収支とは別枠で整理」し、震災復興特別交付税を確保する内容となりました。 

このような状況の中で、本市の令和２年度当初予算は、本市の復興をさらに前へ進めるため「100

年のまちづくり」の礎を固め、復興・創生期間の総仕上げの年として、「令和元年東日本台風等による

災害復旧等の早期実施」及び「復興・創生期間後を見据えた南相馬市復興総合計画後期基本計画の推

進」に職員や財源といった限りある資源を集中させることとして編成しました。 

さらに、新しい生活様式の推進や政策目標の実現に向けた施策に取り組むため、10 回にわたる補正

予算を編成し、新型コロナウイルス感染症の影響に伴う対応、令和元年東日本台風等からの復旧、東

日本大震災・福島第一原子力発電所事故からの早期の復興など総力を挙げて取り組んできました。 

 

 これらの結果、普通会計ベースでの令和２年度の決算状況については、 

○ 歳出決算額は、新型コロナ、令和元年東日本台風等、そして復旧・復興事業の影響で 640.8 億円

（対前年度比 102.0 億円の増）と高い水準となり、また実質収支は 18.1 億円の黒字（対前年度

比 5.0 億円の増）を維持している 

○ 引き続き財政構造が硬直しつつある水準にあるものの、財政構造の弾力性を示す指標である経常

収支比率は 93.4％（対前年度比 2.9 ポイント減）、更に減収補てんを含む本来の市税として算定

した実質的な経常収支比率は 88.9％（対前年度比 1.4 ポイント減）と減少（改善）に転じた 

○ 財政の健全度を示す指標である健全化判断比率は、いずれも財政の早期健全化が必要となる早期

健全化基準を下回っており、引き続き健全性が保たれた状況にある 

○ 基金現在高は、269.7 億円で、対前年度比 19.2 億円の減（うち東日本大震災関連の基金現在高

は 129.3 億円で、対前年度比 18.1 億円の減）となり、通常事業分は将来の備えなど含め確保し

つつ、東日本大震災関連基金の活用が着実に進んでいる 

○ 市債現在高は 278.3 億円で、対前年度比 5.5 億円の減（臨時財政対策債を除いた実質地方債残高

は 150.2 億円で、対前年度比 2.9 億円の減）となり、縮減が着実に進んでいる 

となりました。 

決算規模は、東日本大震災関連事業（約 272 億円）の着実な進展に加えて、令和元年東日本台風等

からの復旧に約 20 億円、新型コロナウイルス感染症緊急経済対策関連の対応に約 71 億円によって増

加となりましたが、新型コロナや復旧・復興事業の財源については、国県支出金や地方交付税等で概

ね措置されたことなどから、本市の財政構造が、硬直しつつある水準にあるものの、本市の財政の健

全度を示す指標は、引き続き健全な状態を維持することができました。 

今後、東日本大震災からの復興・再生については、これまで市をあげて取り組んできた住民の帰還

促進の取り組みに加え、新型コロナウイルス感染症への対応を含め、新たな課題への対応として移住・

定住、出生数を増やす、そしてともに住み続ける取り組みなど、本市の復興・再生に向けた取組を第

２期復興・創生期間も、健全で持続可能な財政運営に努めながら、着実に進めてまいります。 









 

 

 

 

第 ２  一 般 会 計 

 

 
【参考】令和２年度復興重点戦略・重点戦略別決算額

（単位：千円）

事業数 予算現額 決算額

復興重点戦略１
　旧避難指示区域の再生

35 6,639,617 4,367,543

復興重点戦略２
　福島ロボットテストフィールドを核とした
　新産業創出と人材誘導

12 1,456,231 969,823

重点戦略１
　子育て世代に選ばれるまち

66 1,074,430 1,014,624

重点戦略２
　多様な人材が活躍するまち

26 394,448 382,101

重点戦略３
　健康づくりが盛んなまち

34 1,400,696 1,267,432

重点戦略４
　一円融合のコミュニティづくり

28 191,515 178,265

※　予算現額には当初予算額、補正予算額、繰越額、予備費充用額、流用額が含まれます。

※　事業が複数の重点戦略に該当する場合には、複数の重点戦略に計上されています。  
 

 
 

 

 
※主に南相馬市復興総合計画実施計画（第６次）に掲載している事務事業の「活動指標等

（アウトプット）」、「計画」及び「実績」を表示しています。ただし、南相馬市復興

総合計画実施計画（第６次）に掲載していない事務事業については、「活動指標等（ア

ウトプット）」、「計画」及び「実績」を表示していない事業があります。 



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

02 01 01 F3 20

（前年度）

02 01 01 F5 20

（前年度）

国庫支出金 0 18,794

特定財源 一般財源

0

そ の 他 12,110

県　支出金 0

決算額

財源内訳

職員研修事業 18,794 県　支出金 0

地 方 債 0

職員健康管理事業 44,986

地 方 債

0 32,876
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そ の 他 0

総務部総務課 19,818

総務部総務課 43,467

国庫支出金



　質の高い行政サービスの提供による市民満足度の向上を目指し、職員一人ひとりの資質

の向上と能力の開発を図った。

事業内容

　基本研修　研修所研修（ふくしま自治研修センター基本研修、選択研修）

※新型コロナの影響によりふくしま自治研修センターでの研修が一部中止

　特別研修　市主催研修（管理監督職研修、一般職研修等）

※新型コロナの影響により一部ｅ－ラーニングに変更

　派遣研修　長期研修（福島県（相互人事交流・実務研修）、後期高齢者医療広域連合、

　　　　　　　　　　　杉並区、国、ＮＥＤＯ）

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

研修受講人数   

　①基本研修

　②特別研修

　③派遣研修

　職員の健康を保持増進するため、各種検診を行った。

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

①定期健康診断

②人間ドック（４０歳以上（希望者））

③脳ドック（４０歳以上の偶数年齢（希望者））

④子宮がん検診（２０歳以上（希望者））

⑤乳がん検診（４０歳以上の偶数年齢（希望者））

⑥ストレスチェック（年２回）

決算書

ページ
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①１，２２０人 ①１，１０９人

②　　３８０人

事      業      内      容

④　　４００人 ④　　３７２人

⑤　　１６０人 ⑤　　１３９人

⑥１，６００人 ⑥１，４７０人

（１回目） （１回目）

　１，６００人 　１，５０６人

 ①１８７人

191

191

 ②７６５人

 ③　　８人

①　　　４７人

②１，１７２人

③　　　　８人

（２回目） （２回目）

②　　３３２人

③　　１９０人 ③　　１３４人



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

02 01 02 F1 20

02 01 02 L1 20

（前年度）

02 01 05 F7 20

（前年度）

（前年度） そ の 他 0

10,109 地 方 債 0

0 10,109

10,109 県　支出金 0

国庫支出金

（事故繰越し）
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総務部公有財産管理課 ―

新庁舎建設推進事業

そ の 他

国庫支出金 11,359 0

総務部秘書課 8,426

地 方 債 0

そ の 他 0

ふるさと学生応援事業（学生モニター） 11,359 県　支出金 0

地 方 債 0

0 8,521

―総務部秘書課

広報発行事業

国庫支出金

8,521 県　支出金 0

0



決算書

ページ
事      業      内      容

　市では、新型コロナウイルス感染症の影響が続く中、大学生・専門学校生等（以下「学

生」という。）の生活を支援するとともに、市と学生のつながりを確保し、学生への広報

かつ学生からの広聴のため、「南相馬市ふるさと学生応援事業（学生モニター）」を行っ

た。

事業内容

　登録者実績

　　受付期間　令和２年７月１日～令和３年２月２６日

　　登録者数　９９５人

　支援品発送実績

　　市産品発送者数　９８２人

　　市産米発送者数　７５３人

　広報広聴活動実績

　　アンケート回数　５回

　　広報活動回数　　７回

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

①登録学生数

②アンケート回数

　市の行政施策や事業内容を市民に分かりやすく正確に周知し、市政に対する理解促進と

参加意欲の向上を図るため、広報紙を定刊号（１日号）とお知らせ版（１５日号）の月２

回発行した。

事業内容

総頁数

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

①広報紙の発行回数

②発行部数（１回あたり）

　　市民の利便性と行政効率の向上や誰もが利用しやすい新たな庁舎の整備のため、市民検討

　委員会で南相馬市新庁舎建設基本計画（素案）を取りまとめ、更にその後の環境変化を踏ま

　え基本計画の策定に向けた検討を行った。

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

定刊号 １８

１０

４月

南相馬市新庁舎建設基本計画の策定 計画策定 計画策定中

１８ ２４ ２２

４月 ５月

①８５５人
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２４

お知らせ号 １０ ８ １２ １４ ６ ８

１４ ２０ ２６

お知らせ号 １６ １４ １４ １４ ８ ８

１０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

②５回

定刊号 ２２

６月 ７月 ８月 ９月

193

193

197

①９９５人

②５回

１４ ２４

①年２４回発行

②２２，２００部

①年２４回発行

②２２，２００部



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

02 01 05 F8 20

（前年度）

02 01 07 52 20

（前年度）

02 01 07 56 20

（前年度）

02 01 07 62 20

（前年度）
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0

まちづくり活動支援事業補助金 1,172 県　支出金 0

ふるさと応援寄附金協働のまちづくり事業助

国庫支出金

そ の 他

70,515

成金

県　支出金

復興企画部コミュニティ推進課

51,843 県　支出金 0

地 方 債 0

51,843

地 方 債 0

そ の 他

総務部公有財産管理課 ―

0 0

重点４　一円融合のコミュニティづくり 5,932

復興企画部コミュニティ推進課

まちづくり委員会支援交付金 3,094

地 方 債 0

そ の 他 3,094

831

0

国庫支出金

（逓次繰越） 5,300 地 方 債 0

そ の 他 0

国庫支出金 0 8,850

公共施設再編・個別施設計画策定事業 8,850 県　支出金 0

国庫支出金 0 0

復興企画部コミュニティ推進課

重点４　一円融合のコミュニティづくり 2,624

341

重点４　一円融合のコミュニティづくり



決算書

ページ
事      業      内      容

　公共施設等総合管理計画に基づき施設保有量の最適化を進めるため、公共施設毎の再編

方針及び実施時期を盛り込んだ「公共施設再編個別計画」を策定した。

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　市民活動団体の育成のため、市民活動団体が自主的、主体的に実施するまちづくり活動

に対し、補助金を交付した。

事業内容

　市民活動部門スタートコース　　　　　　　　　　（上限１００千円）　交付件数１件

　市民活動部門ステップアップコース　　　　　　　（上限５００千円）　交付件数２件

　市民活動部門新型コロナウイルス感染症対策コース（上限５００千円）　交付件数１件

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　地域住民主体のまちづくりを推進するため、地域課題の解決や地域資源を活かした地域

づくりを住民自らが計画し、実行するまちづくり委員会に対し、交付金を交付した。

事業内容

　まちづくり委員会　７地区（小高１地区、鹿島３地区、原町区３地区）

　交付金　１地区１，０００千円（上限額）

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　市民との協働のまちづくりを推進するため、ＮＰＯや市民活動団体が行うまちづくり活

動に対し、ふるさと応援寄附金を活用して助成金を交付した。

事業内容

　事業主体　特定非営利活動法人相馬救援隊

　　助成金額　５１，７３８千円

　事業主体　一般社団法人あすびと福島

　　助成金額　１０５千円

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

助成金交付件数 １件 ２件

７件

公共施設再編個別計画の策定 計画策定 計画策定済み

７件８件交付金交付件数

補助金交付件数

197

201

201

201
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４件



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

02 01 07 F1 20

（前年度）

02 01 07 F4 20

（前年度）

02 01 07 F5 20

（前年度）

復興企画部コミュニティ推進課

0

地 方 債 0

そ の 他 1,225

19,607

ふるさと応援寄附金推進事業

25,859

- 30 -

重点４　一円融合のコミュニティづくり 333

県　支出金 0

0

0

国庫支出金 0

地 方 債 0

0 194

地域自治組織活性化推進事業 194 県　支出金 0

国庫支出金

重点４　一円融合のコミュニティづくり 19,655

復興企画部コミュニティ推進課

地 方 債 0

47,820

国庫支出金 0

まちづくり市民活動団体支援事業 20,832 県　支出金

そ の 他

復興企画部コミュニティ推進課

そ の 他 47,820



決算書

ページ
事      業      内      容

　まちづくり市民活動団体の育成支援、ネットワーク化を図り、公益活動を推進するため、

中間支援組織である市民活動サポートセンターに対し、運営経費等を助成した。

事業内容

　事業主体　南相馬市市民活動サポートセンター

　補助金額　１８，７９２千円

　負担金　　　２，０４０千円

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　人口減少、高齢化、居住人口の偏在などに伴う各行政区の課題解消のため、各行政区の

実情や意向を踏まえた行政区の在り方（適正化）の検討を行うとともに、行政区加入を促

進するなど地域自治組織の活性化を図った。

事業内容

　行政区（１２地区）懇談会の開催

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　ふるさと応援寄附金を通じて本市のサポーターを増やし、復興推進と地域振興を図るた

め、インターネット受付サイトを活用して寄附者へ返礼品を贈呈した。

事業内容

　ふるさと応援寄附金に係る事務代行業務手数料

　地場産品の返礼品贈呈

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

補助金交付件数 １件 １件

行政区懇談会の開催 １回 １回

ふるさと応援寄附金額 ６０，０００千円 １０６，１２８千円

- 31 -

201

201

201



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

02 01 07 H3 20

（前年度）

02 01 07 H5 20

（前年度）

0 440

婚活支援事業 783 県　支出金 343

国庫支出金

国庫支出金 0 0

再生可能エネルギー普及促進事業 1,365 県　支出金 0

840

地 方 債 0

そ の 他 0

市民生活部生活環境課 806

地 方 債 0

そ の 他 1,365

こども未来部こども家庭課

- 32 -



決算書

ページ
事      業      内      容

　結婚につながる相談及び出会いの場を提供するため、縁結びサポーターによる個別相談

会及び出会いイベントを実施したほか、サポーターのスキルアップや情報共有を図った。

　若い世代の結婚や子育てに対する不安解消を図るため、啓発用の小冊子を製作し、市内

企業への配布及び店舗等への設置を行った。

事業内容

　個別相談会及び出会いイベントの実施

　縁結びサポーターのセミナーや情報交換会の実施

　子育てライフププラン応援ガイドブックの発行及び配布

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

①個別相談会の実施回数

②出会いイベントの実施回数

③縁結びサポーターのセミナーの実施回数

④情報交換会の実施

　再生可能エネルギーの普及を促進するため、普及啓発や再エネ学習を実施した。

事業内容

　パンフレット作成数　２０，０００部

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

①１回

③１回

- 33 -

④毎月(書面会議含む)

①未来絵日記展の実施回数

②市内の再エネ等を紹介するパンフレットの作成回数

③小学生を対象とした再エネ学習の実施回数

②２回

201

201

②１回

③５回 ③４回

①０回

②１回

①５回

②３回

③１回

④毎月

①９回



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

02 01 08 F1 20

（前年度） 0

総務部総務課 2,263

地 方 債 0

そ の 他

0 8,426

ＲＰＡ導入推進事業 8,426 県　支出金 0

国庫支出金

- 34 -



決算書

ページ
事      業      内      容

　庁内の業務効率化を推進し、更なる市民サービス向上を図るため、ＲＰＡ（ロボティッ

クプロセスオートメーション）の導入を行った。

事業内容

№

3

4

5

9

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

４２７時間

４２４時間

１７１時間

計
１，９４７

時間

７８時間 １８時間

10
支出命令起案業務(公有財産管理課)(Ｒ２導
入)

７２時間 ５８時間 １４時間

ＲＰＡ導入業務状況（１１業務　令和元年度：２業務　令和２年度：９業務）

業務名 導入前 導入後 削減時間

1
次年度住宅使用料算定・入力・通知書出力処
理業務(Ｒ１導入:継続分)

９００時間 １００時間 ８００時間

2
課税免除の計算及び通知書の作成業務
(Ｒ１導入:継続分)

１５０時間 １０時間 １４０時間

①定型作業を自動化するためのツールの導入
②定型作業自動化プログラム作成業務委託

①ＲＰＡライセンス
購入

（１３ライセンス）
ＡＩ－ＯＣＲの導入
②自動化５業務

プログラム作成業務
自動化１５業務

職員によるプログラ
ム作成業務

①ＲＰＡライセンス
購入

（１３ライセンス）
ＡＩ－ＯＣＲの導入
②自動化５業務

プログラム作成業務
自動化４業務

職員によるプログラ
ム作成業務

１０時間 １０時間

住民情報システムへの送付先（避難先）情報
入力業務(Ｒ２導入)

7
避難者等情報システムへの住民登録情報入力
業務(Ｒ２導入)

6

２５６時間

２９７時間

１７９時間 ９４時間 ８５時間

8
紙おむつ介護用品助成集計業務(Ｒ２導入:新
規)

１２５時間 ４８時間 ７７時間

支出命令起案業務(総務課)(Ｒ２導入) ９６時間

１５０時間

ひとり親家庭医療助成業務(Ｒ２導入) ２００時間 １００時間 １００時間

償却資産申告書入力業務(Ｒ２導入) ２０時間

２００時間 ５０時間

11
避難者等情報システム避難者フラグ一括更新
業務(Ｒ２導入:業務完了)

- 35 -

203

保育園入園業務(Ｒ２導入)

１２７時間



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

02 01 08 F2 21

02 01 08 F6 20

02 01 09 52 20

（前年度）

5,170

5,170 県　支出金 0

地 方 債 0

地 方 債 0

0

総務部総務課

高齢者安全運転支援装置設置促進事業助成金 1,304 県　支出金 0

国庫支出金

総務部総務課 ―

（前年度）

地 方 債 0

そ の 他 0

2,602市民生活部生活環境課

そ の 他 0

国庫支出金 0

統合型地理情報システム構築事業

（前年度） そ の 他 0

―

テレワーク環境整備事業（新型コロナウイル 15,897 県　支出金 0

ス感染症対策）

国庫支出金 15,897

1,304

- 36 -

0



決算書

ページ
事      業      内      容

　新型コロナウイルス感染症対策として、職員の在宅勤務を可能とするため、テレワーク

環境を整備した。

事業内容

　テレワーク環境用パソコンの導入

　　ノートパソコン　　　　１００台

　　ＵＳＢ専用通信機器　　１００台

　　テレワーク専用通信費　１００台分

　災害時において、災害状況及び災害復旧の進捗管理を効率的に行うため、全庁的に共有

できるクラウド型の地理情報システムを導入した。

事業内容

　統合型地理情報システム構築業務委託

　　災害復旧進捗管理システムの構築

　　災害復旧進捗管理システムの現地調査用ツールの開発

　　道路維持管理システムの構築

　高齢運転者のアクセルとブレーキの踏み間違いによる交通事故を防止するため、自動車

の安全運転支援装置の取付けに要する費用の一部を助成した。

事業内容

　高齢者安全運転支援装置設置促進事業助成金

　助成率　９／１０（限度額４０千円）

　助成金交付合計額　１，３０４千円

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

助成金交付件数 ４０件 ３３件

- 37 -

203

203

207



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

02 01 09 F4 20

02 01 10 R3 40

（前年度）

02 01 13 51 20

（前年度）

1,819

小高区地域振興課

地 方 債 0

（前年度） そ の 他 0

0

小高区花のまちづくり推進事業 512 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 512

復興１　旧避難指示区域の再生 888

国庫支出金 0 1,819

高齢者運転免許証自主返納支援事業

市民生活部生活環境課

地 方 債 0

そ の 他 0

国庫支出金 0 444

暴力追放市民会議運営費補助金 444 県　支出金 0

市民生活部生活環境課 405

国庫支出金 0

―

県　支出金 0

- 38 -



決算書

ページ
事      業      内      容

　高齢者が運転する車両交通事故の減少を図るため、運転免許証を自主返納した高齢者に

タクシー利用券２０千円分（免許証返納者１人につき１回限り）を交付した。

事業内容

　高齢者運転免許証自主返納支援事業

　タクシー利用券受領者のタクシー利用に伴う支出額　１，７８１千円

　（令和２年度交付分１，０６５千円、令和元年度交付分４８８千円、

　　平成３０年度交付分１１９千円、平成２９年度交付分１０９千円）

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　小高区の各行政区の景観美化活動を通したコミュニティ形成を推進するとともに、地域

に癒しと安らぎの空間を創出し、花いっぱいのまちづくりを推進するため、花苗を配付し

た。

事業内容

　各行政区に対する花苗の無償配付

　　配付行政区　１７行政区

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　市民の暴力追放意識の高揚を図るとともに、暴力追放活動を推進し、あらゆる暴力行為

を根絶して、安全で安心な住みよいまちづくりの実現を目指す暴力追放南相馬市民会議に

対し、補助金を交付した。

事業内容

　事業主体　暴力追放南相馬市民会議

　補助率　　定額

　補助金額　４４４千円

　内　容　　原ノ町駅周辺暴力団排除重点モデル地区パトロール

　　　　　　市内飲食店等への暴力団排除を啓発するパンフレット等の配布

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

①パトロール回数

②パンフレット等の配布回数

各行政区に対する花苗の無償配布件数

タクシー利用券交付件数 ２５０件 ２４２件

- 39 -

207

207

209

３０件 １７件

①１１回 ①４回

②１１回 ②４回



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

02 01 13 52 20

02 01 13 55 20 0

生活路線バス運行維持対策事業補助金

（前年度） そ の 他 812

復興企画部企画課

0

復興企画部企画課

国庫支出金

重点２　多様な人材が活躍するまち 625

国庫支出金 0 0

復興２ロボットテストフィールドを核とした ―

新産業創出と人材誘導

地 方 債 0

（前年度） そ の 他 8,566

0

第二種運転免許取得支援事業助成金 812 県　支出金 0

8,566 県　支出金

地 方 債 0

- 40 -



決算書

ページ
事      業      内      容

　公共交通事業者の人材確保により、持続可能な公共交通の構築を図るため、公共交通事

業者従業員の第二種運転免許取得に対し助成金を交付した。

事業内容

　公共交通事業者従業員第二種運転免許取得支援事業助成金

　　助成事業者数　３事業者（バス：２事業者、タクシー：１事業者）

　　助成従業員数　６人（バス事業者：５人、タクシー事業者：１人）

　　助成率　　　　バス事業者：１／２（上限１２５千円）

　　　　　　　　　タクシー事業者：３／４（上限１８７千円）

　　助成額　　　　８１２千円

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　生活の足として必要なバス路線を維持するため、運行事業者に対し補助金を交付した。

事業内容

　事業主体　東北アクセス株式会社

　補助率　　定額

　対象路線　３路線

　　　　　　①南相馬－福島線の一部

　　　　　　　（令和２年４月１日～令和３年３月３１日）

　　　　　　②南相馬－相馬－福島線の一部

　　　　　　　（令和２年４月１日～令和３年３月３１日）

　　　　　　③原ノ町駅－福島ロボットテストフィールド線

　　　　　　　（令和２年９月１日～令和３年３月３１日）

　乗車人数　１，８５５人

　　　　　　①南相馬－福島線の一部　　　　　　　　　　　７４６人

　　　　　　②南相馬－相馬－福島線の一部　　　　　　　　４３５人

　　　　　　③原ノ町駅－福島ロボットテストフィールド線　６７４人

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

①対象路線への補助金交付

②補助対象路線の運行に関する協議

①周知・啓発回数
②助成金交付件数
③事業者訪問回数

- 41 -

①３路線

209

209

①２回
②バス６件
タクシー４件
③２回

①４回
②バス５件
タクシー１件
③２回

②２回

①３路線

②４回



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

02 01 13 55 21

02 01 13 56 30

（前年度）

17,713

復興企画部企画課

負担） 地 方 債 0

（前年度） そ の 他 0

そ の 他 237

重点４　一円融合のコミュニティづくり 18,224

237

国庫支出金 0 16,713

生活路線バス運行維持対策事業補助金（債務 17,106

国庫支出金 0 0

集会施設整備事業費補助金（小高区）

地 方 債 0

県　支出金 393

県　支出金 0

- 42 -

小高区地域振興課



決算書

ページ
事      業      内      容

　生活の足として必要なバス路線を維持するため、運行事業者に対し補助金を交付した。

事業内容

　事業主体　福島交通株式会社

　補助率　　定額

　対象路線　７路線

　　　　　　①相馬－車川－原町線、②相馬－立谷－原町線、

　　　　　　③相馬－立谷・柚木－原町線、④鹿島駅－馬見塚－上栃窪線、

　　　　　　⑤山岸－鹿島駅－鹿島小線、⑥鹿島農協－塩の崎－烏崎線、

　　　　　　⑦むつみ荘－鹿島駅・馬見塚－上栃窪線

　乗車人数　１６，４１１人

　　　　　　①相馬－車川－原町線　　　　　　　　　２，４０９人

　　　　　　②相馬－立谷－原町線　　　　　　　　　２，７１１人

　　　　　　③相馬－立谷・柚木－原町線　　　　　　１，３９２人

　　　　　　④鹿島駅－馬見塚－上栃窪線　　　　　　２，３６３人

　　　　　　⑤山岸－鹿島駅－鹿島小線　　　　　　　６，８１６人

　　　　　　⑥鹿島農協－塩の崎－烏崎線　　　　　　　　２６５人

　　　　　　⑦むつみ荘－鹿島駅・馬見塚－上栃窪線　　　４５５人

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

①対象路線への補助金交付

②補助対象路線の運行に関する協議

　活力と魅力ある行政区の維持及び活性化のため、集会施設等の新築・改修及びコミュニ

ティの維持に必要な備品の整備を行う行政区に対し、補助金を交付した。

事業内容

　外構工事　補助率　９／１０以内（上限１，０００千円）

　　件数：１件　補助金額合計　２３７千円

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

①７路線

②２回

①７路線

②４回

補助金交付件数 １件 １件
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209

209



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

02 01 13 56 50

（前年度）

02 01 13 56 70

（前年度）

02 01 13 F2 29

（前年度）

交通遺児激励金支給事業 15

0

国庫支出金 0

鹿島区地域振興課

そ の 他 22,295

重点４　一円融合のコミュニティづくり 24,909

そ の 他 31,073

復興企画部コミュニティ推進課

県　支出金 0

そ の 他 0

地 方 債 0

集会施設整備事業費補助金（鹿島区） 22,295 県　支出金 0

0

地 方 債

国庫支出金 0 15

国庫支出金 0 0

集会施設整備事業費補助金（原町区） 31,073 県　支出金 0

重点４　一円融合のコミュニティづくり 48,947

地 方 債 0

市民生活部生活環境課 15
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決算書

ページ
事      業      内      容

　活力と魅力ある行政区の維持及び活性化のため、集会施設等の新築・改修及びコミュニ

ティの維持に必要な備品の整備を行う行政区に対し、補助金を交付した。

事業内容

　改修工事　補助率９／１０以内（上限１１,０００千円）

　　件数：　９件　補助金額合計　１２，０２５千円

　外構工事　補助率９／１０以内（上限１，０００千円）

　　件数：　６件　補助金額合計　　５，７８８千円

　備品整備　補助率９／１０以内（上限５００千円）

　　件数：１４件　補助金額合計　　４，４８２千円

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　活力と魅力ある行政区の維持及び活性化のため、集会施設等の新築・改修及びコミュニ

ティの維持に必要な備品の整備を行う行政区に対し、補助金を交付した。

事業内容

　改修工事　補助率９／１０以内（上限１１，０００千円）

　　件数：１１件　補助金額合計　１８，９９６千円　　

　外構工事　補助率９／１０以内（上限１，０００千円）

　　件数：　６件　補助金額合計　　５，０９９千円

　備品整備　補助率９／１０以内（上限５００千円）

　　件数：２０件　補助金額合計　６，９７８千円

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　交通遺児が健やかに成長するための励みとしてもらうため、激励金を支給した。

事業内容

　対象児童　５月５日現在、市内に住所を有する小・中学校の交通遺児

　支給額　　１人につき１５千円

　対象者数　１人

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

補助金交付件数 １１件

激励金支給件数 １件 １件

補助金交付件数 ３０件 ３７件
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209

209

209

２９件



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

02 01 13 F4 20

（前年度）

02 01 13 F5 70

（前年度）

6,861

国庫支出金 0 0

生活路線バス運行維持対策事業 7,669 県　支出金 232

国庫支出金

復興企画部企画課

市民生活部市民課 255

地 方 債 0

地 方 債 0

そ の 他 0

人権啓発活動活性化事業

0 7,437

そ の 他 0

243 県　支出金 243

- 46 -



決算書

ページ
事      業      内      容

　人権尊重の理念に関する正しい理解と人権尊重思想の普及高揚を図るため、地域に密着

した人権啓発活動を実施した。

事業内容

　人権啓発活動地方委託事業

　市内の人権擁護委員による海開き等で啓発用品を配布しての人権啓発活動

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　生活の足として必要なバス路線を確保するため、路線バスを運行した。

事業内容

　路線バス運行業務委託

　　委託先　　東北アクセス株式会社

　　運行路線　２路線

　　　　　　　　原ノ町駅－原一小－上渋佐線

　　　　　　　　原ノ町駅－小川町－高平小線

　　乗車人数　７，９０１人

　　　　　　　　原ノ町駅－原一小－上渋佐線　５，４７０人

　　　　　　　　原ノ町駅－小川町－高平小線　２，４３１人

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

①路線バスの運行委託路線数

②運行路線に関する協議回数

人権啓発活動回数

②２回

- 47 -

209

209

①２路線

②２回

①２路線

野馬追祭時
１回

地区の行事等時
各区１回

海開き時
１回

街頭啓発
１回



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

02 01 13 F7 20

（前年度）

重点４　一円融合のコミュニティづくり 21,435

地 方 債 0

そ の 他 0

国庫支出金 0 25,037

定額タクシー事業 25,037 県　支出金 0

復興企画部企画課
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決算書

ページ
事      業      内      容

　交通弱者が必要としている利便性が高く持続可能な交通手段を確保するため、タクシー

を活用した定額で分かりやすい料金体系の公共交通サービスを実施した。

事業内容

　定額タクシー事業

　　運行区域　　原町区内・鹿島区内

　　運行事業者　原町区：昭和自動車交通株式会社、のぞみケアタクシー株式会社

　　　　　　　　　　　　平和タクシー株式会社

　　　　　　　　鹿島区：有限会社北郷タクシー

　　運行日時　　月曜日から土曜日（祝日を除く）の午前７時から午後７時

　　乗降場所　　①自宅、②病院・スーパー・公共施設など予め定めた拠点（原町区１２

　　　　　　　　か所、鹿島区８か所）、③追加拠点１か所（区内中心部付近に限る）

　　利用料金　　自宅住所地により６００円または９００円

　　利用件数　　２７，４４８件（原町区：２４，７６９件、鹿島区：２，６７９件）

　定額タクシー運行支援業務

　　委託先　　　株式会社千代田コンサルタント南相馬営業所

　　業務内容　　利用者登録受付、利用者カード発行、コールセンター開設（利用者等か

　　　　　　　　らの問い合わせ対応）、利用状況等の記録・集計・分析、報告書作成

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

①周知・啓発回数

②利用状況等の分析回数

③アンケート調査回数

①２回

②４回
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209

③１回

①２回

②４回

③０回



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

02 01 13 F8 20

（前年度）

消費生活相談事業 3,721 県　支出金 2,992

地 方 債 0

国庫支出金 0 729

そ の 他 0

市民生活部市民課 2,918

- 50 -



決算書

ページ
事      業      内      容

　市民の消費生活の安全・安心を確保するため、消費生活に関する相談業務を行った。

事業内容

　相談件数　３４２件

　相談内容  ネット通販に関する相談　 　　　　　　　　　　 ７５件

            不動産取引に関する相談　　　　　　　　　　　　２６件

　　　　　　多重債務に関する相談　　　　　　　　　　　　　２２件

　　　　　　デジタルコンテンツに関する相談　　　　　　　　２１件

　　　　　　相続に関する相談　　　　　　　　　　　　　　　２０件

　　　　　　インターネット接続・通信・光回線に関する相談　１９件

　　　　　　家庭・相隣関係に関する相談　　　　　　　　　　１８件

　　　　　　マルチ・電話勧誘・訪問販売に関する相談　　　　１４件

　　　　　　ショッピングクレジットに関する相談　　　　　　１３件

　　　　　　契約・解約に関する相談　　　　　　　　　　　　１３件

　　　　　　なりすまし・架空請求に関する相談　　　　　　　１２件

　　　　　　ＳＮＳに関する相談　　　　　　　　　　　　　　　８件

　　　　　　保険・共済に関する相談　　　　　　　　　　　　　７件

　　　　　　電気・電力に関する相談　　　　　　　　　　　　　７件

　　　　　　その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６７件

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

①消費生活相談員配置

②消費生活に関する出前講座の実施回数

③消費生活啓発のためのパンフレット等の配布
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209

①１人

②４回

③出前講座時等に配布

①１人

②３回

③出前講座時等に配布



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

02 01 13 F9 20

（前年度）

02 01 13 G1 20

0

教育委員会教育委員会事務局生涯学習課

地 方 債 0

そ の 他 0

市民生活部市民課 6,032

0 1

なんでも相談事業 3,955 県　支出金 3,954

国庫支出金

男女共生推進事業 488 県　支出金 0

地 方 債 0

（前年度） そ の 他

国庫支出金 0

―

- 52 -

488



決算書

ページ
事      業      内      容

　市民が生活する中で発生する様々な問題等について支援を行うため、誰もが気軽に法律

相談等ができる相談体制を継続し、なんでも相談会を実施した。

事業内容

　専門家によるなんでも相談会　週３日

　　相談場所　市役所

　　相談日　　火曜日、水曜日、金曜日（１４時～１６時）

　　相談員　　司法書士、行政書士、税理士、弁護士

相談件数　司法書士　７１件、行政書士　５件、税理士　３６件、弁護士　２７１件

　　　合計　３８３件

　弁護士によるなんでも相談会　週１日

　　相談場所　市役所

　　相談日　　木曜日（１７時～１９時）

　　相談員　　弁護士

相談件数　１５４件

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

相談会開催回数

　①専門家相談会

　②弁護士相談会

　誰もが一人の人間として尊重され、お互いを認め合いながら、自らの意思によってあら

ゆる分野において対等な立場で参画する機会が確保される社会を目指していくため、情報

の提供や啓蒙啓発活動を実施した。

事業内容

　男女共生推進事業講演会

　　開催日　令和２年１１月２３日（月・祝）

　　会　場　原町生涯学習センター（サンライフ南相馬）

　　講　師　気象予報士・防災士　國本　美華氏

　　演　題　「天気から知るいのちの守り方～地域の力で一人一人が防災士～」

　　聴講者　７０人

　情報紙「は～もにぃ」発行　令和３年１月３１日・３月３１日

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

①男女共同参画計画推進委員会の開催回数

②男女共同参画に関する講演会等の開催回数

③男女共同参画情報紙「は～もにぃ」の発行等

①３回

②３回

７，０００部／回

①２回

②３回
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①週３日

②週１日

①週３日

②週１日

209

209

７，０００部／回

③２回 ③２回



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

02 07 01 50 30

（前年度）

02 07 01 50 50

（前年度）

0

地域の絆づくり支援事業補助金（小高区） 1,177 県　支出金 0

地 方 債 0

地域の絆づくり支援事業補助金（鹿島区） 541 県　支出金 0

地 方 債

鹿島区地域振興課

そ の 他 0

そ の 他 0

小高区地域振興課

重点４　一円融合のコミュニティづくり 1,803

重点４　一円融合のコミュニティづくり 4,060

0国庫支出金 1,177

- 54 -

国庫支出金 541 0



決算書

ページ
事      業      内      容

　地域コミュニティの活性化によって地域の絆を再生するため、住民自らが絆づくりを行

うために実施する事業に対し、補助金を交付した。

事業内容

　コミュニティ再生事業

　　補助率　補助対象経費の１０／１０以内

　　　　　　（世帯数により上限１００千円、１５０千円、２００千円）

　　　　　　（１団体で１年間１回限り）

　　件数　１７件　　補助金額　１，１７７千円　

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　地域コミュニティの活性化によって地域の絆を再生するため、住民自らが絆づくりを行

うために実施する事業に対し、補助金を交付した。

事業内容

　コミュニティ再生事業

　　補助率　補助対象経費の１０／１０以内

　　　　　　（世帯数により上限１００千円、１５０千円、２００千円）

　　　　　　（１団体で１年間１回限り）

　　件数　１件　　補助金額　１００千円

　地域コミュニティ支援事業

　　補助率　補助対象経費の４／５以内

　　　　　　（世帯数により上限１００千円、１５０千円、２００千円）

　　　　　　（１団体で１年間１回限り）

　　件数　４件　　補助金額　４４１千円

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　①コミュニティ再生事業

　②地域コミュニティ支援事業

補助金交付件数

①　３件 ①　１件

②２８件 ②　４件

- 55 -

補助金交付件数 ２５件 １７件

217

217



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

02 07 01 50 70

（前年度）

02 07 01 52 20

（前年度）

そ の 他 0

復興企画部コミュニティ推進課

重点４　一円融合のコミュニティづくり 5,679

地域の絆づくり支援事業補助金（原町区） 753 県　支出金 0

地 方 債 0

国庫支出金 753 0

復興１　旧避難指示区域の再生 38,828

復興企画部被災者支援課

地 方 債 0

そ の 他 0

国庫支出金

被災者支援団体活動事業補助金 24,923 県　支出金 0

- 56 -

24,923 0



決算書

ページ
事      業      内      容

　地域コミュニティの活性化によって地域の絆を再生するため、住民自らが絆づくりを行

うために実施する事業に対し、補助金を交付した。

事業内容

　コミュニティ再生事業

　　補助率　補助対象経費の１０／１０以内

　　　　　　（世帯数により上限１００千円、１５０千円、２００千円）

　　　　　　（１団体で１年間１回限り）

　　件数　１件　　補助金額　１１４千円

　地域コミュニティ支援事業

　　補助率　補助対象経費の４／５以内

　　　　　　（世帯数により上限１００千円、１５０千円、２００千円）

　　　　　　（１団体で１年間１回限り）

　　件数　６件　　補助金額　６３９千円

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　①コミュニティ再生事業

　②地域コミュニティ支援事業

　被災者の人と人のつながりや生きがいづくりなどによる心の復興を促進するため被災者

の心身の健康や孤立の防止、コミュニティの構築などの被災者ニーズに応じた活動に取り

り組むＮＰＯ等の被災者支援団体に対し補助金を交付した。

事業内容

　事業主体　ＮＰＯ等の被災者支援団体

　補助率　　１０／１０

　補助金額　定額

　交付団体 補助金額（千円）

　　大富サロン「かけの森」

　　ＮＰＯ法人はらまちクラブ

　　まなびあい南相馬

　　ふっこうステーション実行委員会

　　おだかの元気を耕す会

　　小高はなみちプロジェクトチーム

　　小高復興デザインセンター

　　一般社団法人オムスビ

　　南相馬市環境美化プロジェクトチームＳＦＣ

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

３３０

２４，９２３ ２９，１０３

参加人数（延べ人数）

５３５ ３６０

１４，４３７ ２７，２１０

１，５６９

①１０件

②４８件

①　１件

②　６件

９件補助金交付件数 １１件

６２

１，９９９ ２２８

１，２４６ １３５

補助金交付件数
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１，７９０

217

217

３５７

４０２ １２５

５１９ ２９６

２，４２６



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

02 07 01 F6 20

（前年度）

02 07 01 H3 20

（前年度）

02 07 01 H5 20

（前年度）

地 方 債 0

そ の 他 0

国庫支出金 0 11,253

総務部秘書課 11,240

復興企画部被災者支援課 2,004

地 方 債 0

そ の 他 0

国庫支出金 311

国庫支出金 0 0

地 方 債 0

災害関連広報活動事業 11,253 県　支出金 0

総務部秘書課

情報発信力強化事業 150 県　支出金 0

865

市外避難者等支援事業 1,176 県　支出金 0

- 58 -

そ の 他 150

165



決算書

ページ
事      業      内      容

　生産年齢人口の拡大促進を目的に、震災・原発事故からの復興状況を発信し、本市の認

知度や存在感を高めるため、情報発信力の強化を行った。

　新型コロナウイルス感染症の影響で、講師の予定や研修時期、会場などの折り合いが付

かず、開催回数は１回に留まった。

事業内容

　研修名　広報マインド研修

　テーマ　地域を元気にする広報アイデア発想・実践セミナー　

　開催日　令和３年２月１９日

　参加者　１５人

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　東日本大震災と福島第一原子力発電所事故に伴って避難している市民に対し、必要な情

報の提供と帰還を促すため、広報みなみそうまを増頁・増刷した。

事業内容

　災害対策関連・復旧復興関連の情報発信

　避難先世帯へ配布するための増刷

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

①情報発信回数

②増刷部数（１回あたり）

　避難を継続している市民に広報紙等の送付を通して情報提供を行った。

事業内容

　広報紙等の送付

　　月２回　　延べ８４，１８５世帯

　避難者等情報管理システム保守業務委託

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

①相談会開催回数

②広報紙配布回数

①１０回（９都県）

②月２回

①　０回

②月２回

研修会開催回数 ２回 １回

①２４回

②４，３００部

①２４回

②４，３００部
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217

217

217



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

02 07 01 H8 20

（前年度）

02 07 02 50 20

（前年度）

02 07 03 21 20

（前年度）

0 0

自家消費型太陽光発電促進支援事業補助金 29,890 県　支出金 0

国庫支出金

国庫支出金 0 3,669

そ の 他 3,951

復興企画部企画課 14,367

みなみそうま復興大学事業 7,620 県　支出金 0

地 方 債 0

地 方 債 0

そ の 他 29,890

総務部公有財産管理課 ―

地 方 債 0

そ の 他 13,942

国庫支出金 0 990

防災集団移転元地管理事業 14,932 県　支出金 0

市民生活部生活環境課 20,332

- 60 -



決算書

ページ
事      業      内      容

　交流人口の拡大を図り復興を加速化するため、多くの大学等が市内での現地調査や研究

を活発に行えるよう活動支援等を行った。

事業内容

　市内での現地調査や研究の相談及び地域とのコーディネート

　市内での活動支援：宿泊助成１５６泊、レンタカー助成８件（２７台）

　来訪者数　１４大学　延べ１５８人

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

①大学等へのＰＲ活動回数

②地域課題解決調査研究事業補助金採択件数

　家庭での再生可能エネルギーの自家消費型（自産自消）設備導入を促進するため太陽光

発電システム、エネルギー管理システム（ＨＥＭＳ）及び蓄電池システムを設置する者に

対し、補助金を交付した。

事業内容

　蓄電池システム設置補助

　　補助額　２５千円／ｋＷｈ（上限２５０千円）

　　交付件数　１２３件　交付額　２４，３３１千円

　太陽光発電システム設置補助　※蓄電池の同時設置

　　補助額　３０千円／ｋＷ（上限１５０千円）

　　交付件数　　３５件　交付額　　４，６８１千円

　ＨＥＭＳ設置補助

　　補助率　１／２（上限３０千円）

　　交付件数　　２９件　交付額　　　　８６５千円

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

補助金交付件数

　①蓄電池システム設置補助

　②太陽光発電システム設置補助

　③ＨＥＭＳ設置補助

　防災集団移転促進事業による移転元地の維持・元地情報の管理を行うため、土地改良事

業や再生可能エネルギー事業等の復興事業に係る事業用地の土地情報等の更新・環境整備

を行った。

復興事業に係る土地情報調査業務委託

移転元買取用地除草

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

②７件

①６回

②８件

①３回

移転元買取用地除草面積 ３７ｈａ ３２ｈａ
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217

219

219

①１４０件 ①１２３件

②　６０件 ②　３５件

③　４０件 ③　２９件



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

02 08 01 52 60

（前年度）

02 08 01 53 60

（前年度）

02 08 01 F1 60

（前年度）

0 0

国庫支出金 0 0

市民一体感醸成事業（鹿島区） 275,382 県　支出金 0

地 方 債

市民一体感醸成事業補助金（鹿島区） 4,830 県　支出金 0

地 方 債

0

国庫支出金

6,277

国庫支出金 0 0

そ の 他 4,830

鹿島区地域振興課

そ の 他 84,907

鹿島区地域振興課 132,580

高速道路通行料金助成事業（鹿島区） 84,907 県　支出金 0

地 方 債 0

鹿島区地域振興課

そ の 他 275,382

重点３　健康づくりが盛んなまち 27,368

0

- 62 -



決算書

ページ
事      業      内      容

　原子力災害により失われた市民の一体感を取り戻し、市民一体で復興を促進するため、

旧避難指示区域等外の被災市民に対し、高速道路通行料金助成金を交付した。

事業内容

　高速道路通行料金助成金交付

助成金交付　振込件数　延べ　５，６６８件　合計額　８０，３７０千円

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　原子力災害により失われた市民の一体感を取り戻し、市民一体で復興を促進するため、

市民一体感醸成事業を行う団体に対し、補助金を交付した。

事業内容

　事業主体　　市民活動団体等

　補助率　　　１０／１０以内

　補助額　　　上限２，０００千円

　補助金額　４，８３０千円

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　原子力災害により失われた市民の一体感を取り戻し、市民一体で復興を促進するため、

市民一体感醸成事業を実施した。

事業内容

　健康づくりトレーニングセンター整備事業

　　目的　市民の健康づくり及び体力づくりの推進、健康長寿や生活習慣病の解消

　　内容　建設本体工事、電気設備工事、機械設備工事、仮設トイレ移設工事

　真野川親水サイクリングロード整備事業

　　目的　真野川河川敷を活用したサイクリングロード整備に伴う市民の自転車による健

　　　　　康増進、地域の活性化及び交流人口の拡大

　　内容　道路改良舗装工事　Ｌ＝３，０００ｍ、サイン工事

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

２，１００件

①健康づくりトレーニングセンター整備
②真野川親水サイクリングロード整備

①建築工事　１棟
　外構工事　１式
トレーニング器具
購入　２０台
②舗装工事

Ｌ＝３，０００ｍ
案内看板　１式

２，１５６件

補助金交付件数 ５件 ５件

①建築工事完了
　外構工事完了
トレーニング器具

購入完了
②舗装工事、案内看
板　令和３年８月へ

工期延長

助成金交付件数
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219

219

219



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

02 08 01 F5 40

（前年度）

02 08 01 F8 20

（前年度）

02 08 01 F8 21

（前年度）

復興１　旧避難指示区域の再生

小高区街なか賑わい創出事業（小高区復興拠

小高区地域振興課

国庫支出金 0 0

市民生活部生活環境課 5,230

0

点） 地 方 債 0

31,059

36,006

そ の 他

国庫支出金 0 13,031

44,090 県　支出金

防犯カメラ設置事業（旧避難指示区域内） 4,303 県　支出金 0

国庫支出金

そ の 他 5,234

地 方 債 0

防犯カメラ設置事業（旧避難指示区域外） 5,234 県　支出金 0

市民生活部生活環境課 4,264

地 方 債 0

そ の 他 0

324,271

- 64 -



決算書

ページ
事      業      内      容

　多世代が地域内外の交流を広げ、地域の活性化と賑わいの創出を図り、地域コミュニテ

ィの再構築、本市の復興・再生を実現するため、復興拠点施設（小高交流センター）の管

理運営を行った。

　また、各世代を対象とした事業の開催や送迎用車両による利用者の足の確保により施設

集客力の向上を図った。

事業内容

　小高区復興拠点施設（小高交流センター）の管理運営

　多世代向け各種事業の実施

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　旧避難指示区域内の防犯体制を継続するとともに、地域における安全・安心の更なる向

上を図るため、防犯カメラによる撮影・記録を行った。

事業内容

　防犯カメラシステム設備保守管理業務委託

　　設置箇所　１９か所（小高区１６か所、原町区３か所）

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

①防犯カメラ設置箇所数

②防犯カメラシステム設備保守管理業務委託

　旧避難指示区域外の防犯体制を継続するとともに、地域における安全・安心の更なる向

上を図るため、防犯カメラによる撮影・記録を行った。

事業内容

　防犯カメラシステム設備保守管理業務委託

　　設置箇所　２３か所（鹿島区８か所、原町区１５か所）

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

①防犯カメラ設置箇所数

②防犯カメラシステム設備保守管理業務委託 ②設備保守管理 ②設備保守管理

多世代向け各種事業の実施回数 年１２６回 年１５７回

①１９か所 ①１９か所

②設備保守管理 ②設備保守管理

①２３か所 ①２３か所
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219

219

219



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

02 08 01 R1 40

（前年度）

02 08 02 F2 20

（前年度）

02 08 02 F4 20

復興１　旧避難指示区域の再生 42,073

復興企画部被災者支援課

地 方 債 0

そ の 他 0

（前年度） そ の 他 0

国庫支出金 441 0

帰還住民放射線対策機器点検校正事業 441 県　支出金 0

0

633復興企画部被災者支援課

地 方 債

一時帰宅等交通支援事業 38,388 県　支出金 0

国庫支出金 0 0

高校生による小高区での実践事業 441 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 441

復興１　旧避難指示区域の再生 1,213

小高区地域振興課

38,388 0国庫支出金

- 66 -



決算書

ページ
事      業      内      容

　小高区の復興・再生を若者と促進するため、地域住民との協働により、高校生が企画し

た事業を実施した。

事業内容

　イベント参加

　　ゼロゴミッション（ごみ拾い）、ウインターフェスティバル

　　あかりのファンタジーイルミネーション（イルミネーション設置）

　小高区の復興情報サイト運営

　オンライン交流会（自主事業）

　　「高校生による小高区での実践事業」オンライン報告会

令和３年２月７日（日）　高校生７名、ほか７名、計１４名参加

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　旧避難指示区域内の帰還住民の買い物や通院等における不便解消を図るため、ジャンボ

タクシーを運行した。

事業内容

　ジャンボタクシーの運行

　　運行区域　旧避難指示区域内～小高区・原町区内の商業施設や医療機関等間

　　運行数　　　 ４月～９月　　　　平日　　１０便　　　　日・祝日　　６便

　　　　　　　 １０月～３月　　　　平日　　　８便  　　　日・祝日　　４便

　　　　　　　　※運休日　１２月２８日～１月３日

　　利用人数　延べ３，３４０人

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

①時刻表配布

②事業所等への周知活動　

　市民自らが正しい空間線量率や積算線量を測定することで、放射線の健康への影響に対

する不安の解消と安全・安心を確保するため、市民に配布した放射線測定器の点検・校正

を行った。

事業内容

　放射線量測定器の点検・校正

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

①随時

②年２回 ②年１回

①随時

ホルダ・アダプタ
３０台

ホルダ・アダプタ
２台

- 67 -

季節ごとのイベント企画・開催回数 ３回 ３回

221

放射線量測定器の点検・校正台数

本体１５０台 本体６９台

219

221



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

02 08 02 F6 20

（前年度）

02 08 02 L1 30

（前年度）

国庫支出金 51,865

0

そ の 他 0

18,307

0

旧避難指示区域見守りパトロール事業 51,865 県　支出金 0

地 方 債 0

国庫支出金 0 0

そ の 他 0

復興１　旧避難指示区域の再生 60,923

小高区市民総合サービス課

復興企画部被災者支援課

ふるさと帰還促進事業

復興１　旧避難指示区域の再生

- 68 -

200 県　支出金 200

地 方 債



決算書

ページ
事      業      内      容

　旧避難指示区域内から避難した市民の、市内への帰還促進を図るため、移転等に要した

費用に対し、補助金を交付した。

事業内容

　補助率　　　　定額

　補助対象世帯　応急仮設住宅等に２年を超えて入居していた世帯

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　交付件数　　　交付額

　補助金額　　　県内から複数で帰還した世帯　　５０千円　×　４件　＝　２００千円

　　　　　　　　県内から単身で帰還した世帯　　２５千円　×　０件　＝　　　０千円

　　　　　　　　県外から複数で帰還した世帯　１００千円　×　０件　＝　　　０千円

　　　　　　　　県外から単身で帰還した世帯　　５０千円　×　０件　＝　　　０千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計　　　　４件　＝　２００千円

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　旧避難指示区域の安全・安心を確保し、帰還及び定住の促進を図るため、パトロールを

実施した。

事業内容

　パトロール実施団体　　南相馬市見守りパトロール隊

　パトロールの実施方法　市内の旧避難指示区域４方部（小高区中部・小高区西部・小高

　　　　　　　　　　　　区東部・原町区南部）を夕方から翌朝まで２交替制で実施

　パトロール車両　　　　２台

　パトロール隊員数　　　２０人

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

補助金交付件数 ５１件 ４件

パトロールの実施
毎日

パトロール対象地区
４地区

パトロールの実施
毎日

パトロール対象地区
４地区
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パトロールの実施



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

02 08 02 L2 20

（前年度）

02 08 02 R1 40

（前年度）

02 08 02 R2 40

（前年度）

国庫支出金

小高区部門別座談会事業（小高区） 160

復興１　旧避難指示区域の再生 1,929

復興企画部被災者支援課

復興１　旧避難指示区域の再生 266

0

地 方 債 0

そ の 他 0

0 160

県　支出金

国庫支出金 0 0

旧避難指示区域内帰還者支援事業 216 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 216

旧避難指示区域安心通報システム事業 10,162 県　支出金 0

国庫支出金

小高区地域振興課

復興１　旧避難指示区域の再生 11,768

小高区市民総合サービス課

地 方 債 0

そ の 他 0

0
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決算書

ページ
事      業      内      容

　旧避難指示区域内への帰還支援のため、移転に要した費用に対し補助金を交付した。

事業内容

　補助率　　　　定額

　補助対象世帯　旧避難指示区域内に帰還した世帯

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　交付件数　　　交付額

　補助金額　県内から単身で帰還した世帯　１５千円　×　１件　＝　　１５千円

　　　　　　県内から複数で帰還した世帯　２５千円　×　３件　＝　　７５千円

　　　　　　県外から単身で帰還した世帯　２５千円　×　１件　＝　　２５千円

　　　　　　県外から複数で帰還した世帯　５０千円　×　２件　＝　１００千円

　郵便料（交付不交付決定通知）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計　　　７件　＝　２１６千円

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　小高区の復興を推進するため、地域コミュニティにおける組織づくりや行政区再編につ

いて座談会（意見交換会）等を開催した。

事業内容

　有識者を交えた意見交換会　　４回

　アドバイザーとの意見交換会　７回

　視察研修　２回

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　旧避難指示区域居住者の安全・安心を確保し、帰還及び定住の促進を図るため、希望す

る世帯に対して安心通報装置を貸与し、犯罪、災害、急病等の緊急時に対する迅速かつ的

確な救援体制を整備した。

事業内容

　安心通報装置一式（本体、遠隔通報ボタン、フラッシュライト）の貸与

　受信センターにおける２４時間３６５日体制の監視

　緊急通報時の現場出動、警察・消防等への連絡通報

　利用世帯数　２０９世帯

　　（令和元年度から継続利用　２０８世帯、令和２年度利用開始　１世帯）

　装置使用件数　救急対応　３件

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

２０９世帯２２４世帯

補助金交付件数 ２７件 ７件

①座談会(意見交換会)の開催
②視察研修の実施

①６回
②１回

①４回
有識者を交えた
意見交換会
　７回

アドバイザーとの
意見交換会
②２回

- 71 -

221

221

221

安心通報装置一式の貸与世帯数



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

02 08 03 F1 20

（前年度）

03 01 01 52 20

（前年度）

03 01 01 61 20

（前年度）

03 01 01 F1 29

（前年度）

5,949,300 0

特別定額給付金給付事業 5,949,300 県　支出金 0

国庫支出金

総務部財政課 5,182

地 方 債 0

そ の 他 26

国庫支出金 0 0

自治体賠償請求事業 26 県　支出金 0

健康福祉部社会福祉課 ―

地 方 債 0

そ の 他 0

健康福祉部社会福祉課 11,749

地 方 債 0

そ の 他 0

地域福祉総合対策事業補助金 10,732 県　支出金 0

健康福祉部社会福祉課 7,920

地 方 債 0

そ の 他 0

国庫支出金 0 8,680

特定疾患患者見舞金給付事業 8,680 県　支出金 0

国庫支出金 0 10,732
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決算書

ページ
事      業      内      容

　東京電力福島第一原子力発電所の事故により生じた損害賠償債権を確保するため、東京

電力ホールディングス株式会社に対し、損害賠償請求を実施した。

事業内容

　原子力損害賠償紛争解決センターへの和解あっせん申立て（ＡＤＲ）の審理対応

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

原子力損害賠償紛争解決センターへの和解あっせん

申立ての審理対応（申立て中の事件数）

　新型コロナウイルス感染拡大防止の影響により、日常生活に制限が生じている市民の家

計へ迅速かつ的確な支援を行うため、特別定額給付金の給付を実施した。

事業内容

　対象者　　基準日（令和２年４月２７日現在）において、本市の住民基本台帳に

　　　　　　記録されている者

　給付金額　１人につき１００千円

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　地域に則した福祉サービスを提供するため、社会福祉関係機関やボランティア団体等と

の連携を図りネットワークづくりを推進する南相馬市社会福祉協議会に対し、補助金を交

付した。

事業内容

　事業主体　社会福祉法人南相馬市社会福祉協議会

　補助率　　定額

　補助金額　１０，７３２千円

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　特定疾患患者又はその保護者に対し、見舞金を支給した。

事業内容

　対象者　難病の患者に対する医療等に関する法律に定める疾患による受療者

　　　　　児童福祉法に定める疾患による受療者

　見舞金　年額　２０千円

　支給月　１２月

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

２件

特別定額給付金給付人数 ５９，６００人 ５９，４９３人

補助金交付件数 １件 １件

見舞金支給件数 ４３０件 ４３４件

２件

223

223

223

223
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令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

03 01 01 F5 20

（前年度）

03 01 01 F8 20

（前年度）

03 01 01 G3 20

（前年度）

健康福祉部社会福祉課 ―

地 方 債 0

そ の 他 0

21,990 0

特別定額給付金給付準備事業 21,990 県　支出金 0

国庫支出金

地 方 債 0

そ の 他 0

国庫支出金 0 0

心のケア事業 1,258 県　支出金 1,258

そ の 他 0

健康福祉部社会福祉課 15,376

民生・児童委員活動推進事業 14,356 県　支出金 0

地 方 債 0

国庫支出金 0 14,356

重点３　健康づくりが盛んなまち 1,267

健康福祉部健康づくり課
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決算書

ページ
事      業      内      容

　新型コロナウイルス感染拡大防止の影響により、日常生活に制限が生じている市民の家

計へ迅速かつ的確な支援を行うため、特別定額給付金の給付に向けた準備を実施した。

事業内容

特別定額給付金の給付に要する経費

　申請書等発送、給付金振込手数料、申請受付等業務委託ほか

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　東日本大震災後に増大した精神的ストレスを緩和するとともに、自殺を予防するため、

心のケアを実施した。

事業内容

　自殺対策に係る相談者育成研修会　３回（２日間コース２回、フォローアップ１回）

　心の健康相談会　４４回

　自殺予防の普及啓発　街頭キャンペーン２回　講演会１回

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

①ゲートキーパー養成・育成研修会

②心の健康相談会

③講演会

　市民の福祉向上に寄与するため、社会奉仕の精神をもって相談・援助にあたり、社会福

祉の増進に努める民生委員・児童委員の活動を推進した。

事業内容

　委託先　　社会福祉法人南相馬市社会福祉協議会

　内　容　　民生・児童委員連絡協議会の運営、活動支援等

　総会、事務局会議、定例会の開催

　研修会、主任児童委員部会の開催、参加

　広報「こばと」年２回発行

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

特別定額給付金給付人数

民生委員・児童委員活動推進研修会の開催・参加回数 １５回 ３回

①　３回

②４４回

③　１回

①　３回

②４４回

③　１回
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令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

03 01 01 G6 20

（前年度）

03 01 03 30 10

03 01 03 55 20

（前年度）

国庫支出金 0 400

障がい者用自動車改造等補助金 400 県　支出金 0

県　支出金 0

健康福祉部社会福祉課 13,930

地 方 債 0

そ の 他 0

12,621 4,664

生活困窮者自立支援事業 17,285

健康福祉部社会福祉課 ―

地 方 債 0

（前年度） そ の 他 0

0 11,277

相馬地方広域市町村圏組合民生費負担金 11,277 県　支出金 0

国庫支出金

健康福祉部社会福祉課 200

国庫支出金

地 方 債 0

そ の 他 0
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決算書

ページ
事      業      内      容

　生活困窮者からの相談支援に包括的に対応するため、その自立に向けてアセスメントの

実施、プランの作成等の支援を行うほか、就労準備支援及び家計改善支援を実施した。

事業内容

　生活困窮者自立相談支援の実施（アセスメントの実施、プランの作成など）

　　委託先　社会福祉法人南相馬市社会福祉協議会

　就労準備支援の実施（ビジネスマナーの指導、模擬面接など）

　　委託先　社会福祉法人南相馬市社会福祉協議会

　住宅確保給付金の支給

　家計改善支援の実施（ファイナンシャルプランナーによる収支の見直しなど）

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

①生活困窮者自立相談支援の実施人数

②就労準備支援の実施人数

③住居確保給付金の支給人数

④家計改善支援の実施人数

　障がいのある方が安心して生活できる支援体制を構築するため、相馬地方広域市町村圏

組合が設置する相馬地方基幹相談支援センター事業に負担金を支出した。

事業内容

　総合的・専門的な相談支援

　相談支援体制の強化の取り組み

　地域移行・地域定着の促進の取り組み

　障がい者の権利擁護及び虐待の防止

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　障がい者の社会参加の促進と自立支援のため、自動車の改造及び免許取得に係る費用の

一部に対し、補助金を交付した。

事業内容

　自動車改造費補助

　　補助金額　　上限１００千円

　　対象者　　　身体障害者手帳１級又は２級の上肢、下肢又は体幹機能障がい者

　自動車操作訓練費補助

　　補助金額　　運転免許取得に要する経費の２／３以内（上限１００千円）

　　対象者　　　身体障害者手帳の交付を受けた下肢障がい者及び聴覚障がい者

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

 ①自動車改造費補助金交付件数

②自動車操作訓練費補助金交付件数

①２件

②１件

①３件

②１件

負担金支出回数

①８２人

②　０人

③　５人

④　１人

１回 １回

①７０人

②　１人

③　１人

④　１人
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令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

03 01 03 F1 20

（前年度）

03 01 03 F3 20

（前年度）

03 01 03 F7 20

（前年度）

地 方 債 0

健康福祉部社会福祉課 2,164

そ の 他

そ の 他 0

健康福祉部社会福祉課 4,157

障がい者社会参加促進事業 3,338 県　支出金 552

地 方 債 0

国庫支出金 1,103 1,683

306

国庫支出金 848 1,293

日中一時支援事業 2,871 県　支出金 424

健康福祉部社会福祉課 2,013

地 方 債 0

そ の 他 25

703 1,072

身体障がい者訪問入浴サービス事業 2,151 県　支出金 351

国庫支出金
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決算書

ページ
事      業      内      容

　障がい者の自立と社会参加の促進を図るため、障がい者のニーズに応じた事業や支援の

ための事業を実施した。

事業内容

　委託先　社会福祉法人南相馬市社会福祉協議会

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

①手話講習会（初級コース）の開催回数

②手話講習会（養成コース）の開催回数

③声の広報ボランティア養成講座の開催回数

④声の広報発行事業の実施回数

⑤障がい児・者スポーツ交流会の実施回数

　日常的に障がい児・者を介護している家族の一時的な休息の提供、就学している障がい

児の放課後の活動の場の提供及び在宅の障がい者の家族が日中不在時に活動する場の確保

を行うため、日中一時支援事業を実施した。

事業内容

　委託先　障がい福祉サービス指定事業者等

　内　容　就学している心身障がい児等の放課後や長期休暇中等の預かり

　　　　　日常的に介護を必要としている心身障がい者の預かり

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

①利用日数（６時間未満）

②利用日数（６時間以上）

③送迎回数

④入浴回数

　身体障がい児・者の健康の保持とその介護者の負担を軽減し、当該身体障がい児・者及

びその家族の福祉の向上を図るため、家庭での入浴が困難な重度身体障がい児・者に対し

訪問入浴車を派遣し入浴サービスを提供した。

事業内容

　委託先　　社会福祉法人南相馬市社会福祉協議会、アサヒサンクリーン株式会社

　委託単価　訪問入浴サービス　１２，５００円

　　　　　　（清拭のみ　　　　　８，７５０円）

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

①　８回

②　０回

③　５回

④月２回

⑤　０回⑤　１回

訪問入浴サービス利用件数 ２４６件 １７３件

①６００日

②１４４日

③７２０回

④　２４回

①５５５日

②　７３日

③７６０回

④　４５回

②２５回

③　５回

④月２回
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令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

03 01 04 L4 29

（前年度）

03 01 05 57 20

（前年度）

03 01 05 58 20

（前年度）

03 01 05 F3 20

（前年度）

国庫支出金

地 方 債 0

90

4,764

そ の 他 0

健康福祉部社会福祉課 82

0

国庫支出金 0 90

老人クラブ活動等社会活動促進事業補助金 3,896 県　支出金 2,122

地 方 債 0

国庫支出金 0 1,774

0 50

外国人介護人材受入推進事業 50 県　支出金 0

国庫支出金

健康福祉部長寿福祉課

重度身体障がい者タクシー運賃助成事業 90 県　支出金

114

補助金 地 方 債 0

そ の 他 0

健康福祉部長寿福祉課

そ の 他 0

重点４　一円融合のコミュニティづくり

健康福祉部長寿福祉課

- 80 -

重点２　多様な人材が活躍するまち 151

0 30

社会福祉法人による利用者負担軽減措置事業 120 県　支出金

地 方 債 0

そ の 他 0



決算書

ページ
事      業      内      容

　重度身体障がい者の経済負担の軽減と生活の安定を図るため、タクシー運賃の一部（初

乗り）を助成した。

事業内容

　助成額　　タクシー初乗り運賃を年２０回まで助成

　対象者　　身体障害者手帳１級の上・下肢、体幹機能及び視力障がい者で、

　　　　　　自動車税又は軽自動車税の減免を受けていない者

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

①タクシー券の発券件数（中型タクシー）

②タクシー券の発券件数（介護タクシー）

　高齢者の生きがいを高め、健康増進や社会参加を促すため、老人クラブ活動等に対し、

補助金を交付した。

事業内容

　事業主体　　南相馬市老人クラブ連合会

　単位クラブ　７６クラブ（原町区４２　鹿島区１５　小高区１９）

　　　　　　　会員数　３，０８４人

　実施内容　　健康づくり・介護予防支援事業　７事業

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　低所得者の介護保険サービスの利用促進を図るため、社会福祉法人等が措置した介護サ

ービスの利用者負担軽減額の一部に対し、補助金を交付した。

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　外国人技能実習制度の推進を図る市内の介護事業所を支援するため、研修会等の事業を

実施した。

事業内容

　外国人介護人材を受け入れている事業所関係者による先進事例研修会

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

 ①研修会開催回数

②先進事例視察回数

①１回

８２件 ７６件

補助金交付件数 ４件 ３件

補助金交付件数

①１１件

②　０件

①２回

①１回 ②０回

①１３件

②　１件

227

227

227

229

- 81 -



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

03 01 05 F5 20

（前年度）

03 01 05 F6 20

（前年度）

03 01 05 F7 20

（前年度）

03 01 05 G2 20

（前年度）

－

健康福祉部長寿福祉課

重点２　多様な人材が活躍するまち

2,705

そ の 他 0

重点４　一円融合のコミュニティづくり

0 6,167

県　支出金 0

地 方 債 0

0

県　支出金 6,200介護従事者養成事業 8,525

健康福祉部長寿福祉課

33,225 0

2,357

健康福祉部長寿福祉課 ―

国庫支出金

国庫支出金

地 方 債 0

そ の 他 2,325

6,167

老人クラブ育成事業 6,167

00

健康福祉部長寿福祉課

地 方 債 0

地 方 債 0

そ の 他 0

敬老記念品等支給事業 33,225 県　支出金 0

国庫支出金

国庫支出金 0 2,357

県　支出金

そ の 他 0

車いす同乗軽自動車貸出事業

- 82 -



決算書

ページ
事      業      内      容

　市内介護保険事業所で不足する介護職員を養成・確保し、事業所への就業につなげるた

め、講座及び説明会を開催した。

　また、介護福祉士国家資格の取得を目指す者に対し、実務者研修受講の支援を行った。

事業内容

　委託先　株式会社福島福祉カレッジ

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

 ①介護職員初任者研修講座の開催委託　

②介護職員実務者研修講座の開催委託

③就職説明会の開催

　高齢社会にあって、市民が生き生きと安心して元気に暮らせる環境づくりを推進するた

め、老人クラブの育成支援を実施した。

事業内容

　委託先　社会福祉法人南相馬市社会福祉協議会

　内容　　老人クラブ育成事業支援員の配置による老人クラブの育成支援

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　新型コロナウイルス感染症の流行に伴い、地域における敬老会の開催が困難な状況にあ

ったため、令和２年度７５歳以上となる高齢者に商品券及び記念品を贈呈した。

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　健康で生きがいのある長寿福祉社会をつくるため、市内に居住する歩行が困難な高齢者

や重度な身体障がい者、知的障がい者等に対し、外出を支援するための車いす同乗軽自動

車を貸出した。

事業内容

　委託先　社会福祉法人南相馬市社会福祉協議会

　対象者　自力で歩行が困難な高齢者等の家族等

　内容　　車いす同乗軽自動車の貸出

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

車いす同乗軽自動車の貸出件数 ３００件 １７９件

①２回（１５人）

②２回（１５人）

③２回

支援員配置人数 ２人 ２人

１０，９３７件
１０，８４４件
（商品券及び
　記念品配布）

①２回（２０人）

②２回（２０人）

③２回

記念品等発送件数　

- 83 -

229

229

229

229



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

03 01 05 H3 20

（前年度）

03 01 05 N3 29

（前年度）

03 01 05 N4 20

（前年度）

健康福祉部長寿福祉課 246

そ の 他 0

そ の 他 0

県　支出金 0

地 方 債

外出支援サービス事業

地 方 債 0

地 方 債 0

健康福祉部長寿福祉課 11,003

敬老祝金等支給事業 11,272 県　支出金 0

国庫支出金 0 11,272

そ の 他 0

国庫支出金 0 152

高齢者日常生活用具給付等事業 152

国庫支出金 0 3,259

3,259 県　支出金 0

- 84 -

健康福祉部長寿福祉課 3,259

0



決算書

ページ
事      業      内      容

　健康で生きがいのある長寿福祉社会をつくるため、在宅高齢者の医療機関等への外出の

機会を提供することにより、住み慣れた地域社会の中で引き続き生活していくことを支援

した。

事業内容

　委託先　社会福祉法人南相馬市社会福祉協議会

　対象者　概ね６５歳以上の高齢者で心身に障がいがあるために一般の交通機関を利用す

　　　　　ることが困難な者であって、市県民税非課税世帯の者

　内　容　リフト付車両による利用者の居宅と医療機関等との間を送迎

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　高齢者の日常生活の便宜を図り、福祉の増進に資するため、日常生活上安全確保が必要

な方に対し、介護保険の給付対象外用具の貸与を行った。

事業内容

　対象者　　市県民税が非課税世帯である概ね６５歳以上の一人暮らし高齢者等

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

給付用具件数

　①火災警報器

 　②電磁調理器

　③自動消火器

貸与用具件数

 　④高齢者用福祉電話　　

　高齢者福祉の増進を図るため、高齢者の長寿を祝い、祝金又は祝品を支給した。

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

敬老祝金または祝品の支給件数

　①７７歳（喜寿）　　　５千円

　②８８歳（米寿）　　１０千円

　③９９歳（白寿）　　１０千円相当の祝品

　④１００歳（百寿）１００千円

③　５８人 ③　４７人

【給付】

①　４件

②　３台

③　２台

【貸与】

④１１台

【給付】

①　０件

②　０台

③　０台

【貸与】

④　７台

移送サービス回数 １９０回 ３３０回

229

229

229

④　３８人 ④　２７人

- 85 -

②４５２人 ②４２２人

①７９０人 ①７６５人



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

03 01 05 N5 20

（前年度）

03 01 05 N6 29

（前年度）

03 01 05 N7 29

（前年度）

そ の 他 0

1,600

健康福祉部長寿福祉課 429

地 方 債

737

健康福祉部長寿福祉課

国庫支出金 0 150

マッサージ等施術費助成事業

国庫支出金 0 3,737

地 方 債

健康福祉部長寿福祉課

5,040

軽度生活援助事業 4,474 県　支出金 0

0

そ の 他 275

国庫支出金

0

3,851

高齢者にやさしい住まいづくり助成事業 5,451

地 方 債 0

そ の 他

県　支出金 0

425 県　支出金 0

4,294

- 86 -



決算書

ページ
事      業      内      容

　自立した生活の継続と要介護状態への進行を防止するため、概ね６５歳以上の単身世帯

や高齢者のみの世帯等に対し、軽易な日常生活上の援助を行った。

事業内容

　利用対象者　　　概ね６５歳以上の一人暮らし高齢者等で、日常生活上援助が必要な人

　　　　　　　　　（要介護認定者は除く）

　サービス回数等　週２回各１時間又は週１回２時間

　委託先　　　　　南相馬市シルバー人材センター

　委託料等　　　　委託料１時間１，２００円　利用者負担金１時間２００円

　

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　自立した在宅生活の継続に寄与するため、高齢者が自宅において転倒等により要介護等

の状態にならないように、住宅改修を実施する者に対し、住宅改修資金の助成を行った。

事業内容

　対象者　　　介護保険対象外の６０歳以上の高齢者

　補助内容　　住宅改修費の助成

　補助対象上限額　２００千円

　補助率　　　９／１０（上限：１８０千円）

　　　

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　高齢者等の健康の保持増進を図るため、鍼灸マッサージ施術料の一部を助成した。

事業内容

　対象者　　７０歳以上で市県民税非課税若しくは市県民税が均等割のみ課税の人

　　　　　　又は身体障害者手帳１、２級で市県民税非課税

　　　　　　若しくは市県民税が均等割のみ課税の人

　助成内容　対象者１人につき年６枚まで交付（申請月により交付枚数変更）

　　　　　　１回（１枚）１千円の助成

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

３９件

助成金交付件数 ８５件

軽度生活援助人数 １１０人 ８７人

１０９件

３６件助成金交付件数

229

229

229

- 87 -



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

03 01 05 N8 20

（前年度）

03 01 05 N9 29

（前年度）

03 01 05 R2 20

（前年度）

0 437

そ の 他 0

地 方 債 0

金婚祝賀会開催事業 437 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

国庫支出金

185 県　支出金 0徘徊高齢者等早期身元特定事業

重点４　一円融合のコミュニティづくり 460

健康福祉部長寿福祉課

健康福祉部長寿福祉課 14,322

- 88 -

そ の 他 0

健康福祉部長寿福祉課 108

地 方 債 0

国庫支出金 0

緊急通報システム事業 14,950 県　支出金 0

国庫支出金

185

0 14,950



決算書

ページ
事      業      内      容

　徘徊の恐れがある高齢者が、徘徊により警察等に保護された場合でも、早期に身元を特

定し、擁護者の元へ帰すことができるよう、高齢者の情報を予め登録したＱＲコードシー

ル等を交付した。

事業内容

　対象者　概ね６５歳以上で徘徊のおそれのある高齢者の擁護者

　内容　　徘徊の恐れがある高齢者の情報を予め登録したＱＲコードシール等の交付

　　

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　急病や災害等の緊急時に、迅速かつ正確な救護体制を整備することにより、人命の安全

を確保し、生活不安を解消するとともに、在宅での自立した生活を支援するため、緊急通

報装置を貸与した。

事業内容

　対象者　概ね６５歳以上の単身世帯、高齢者のみの世帯及び身体障がい者のみの世帯等

　　　　　で日常生活上安全確保が必要な方

　内　容　緊急通報装置一式（機器本体＋ペンダント又は携帯電話型機器、人感セン

　　　　　サー）の貸与

　　　　　受信センターで２４時間３６５日対応し、定期的に見守りコールを実施

　　

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　結婚５０周年という大きな節目を迎えた夫婦に対し、祝意を表するため、金婚祝賀会を

開催した。

事業内容

　金婚祝賀会

　　期日　　　令和２年１１月２０日（金）

　　会場　　　ラフィーヌ

　　対象者　　結婚５０周年を迎えた夫婦

　　内容　　　祝賀式典、アトラクション

　　参加組数　３１組６１人　　

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

８０台 ７９台新規設置台数

１回

ＱＲコードシール等の交付件数

１回金婚祝賀会の開催回数

４０件
（継続２５件、
　新規１５件）

４１件
（継続２２件、
　新規１９件）

- 89 -

229

229

229



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

03 01 07 50 20

03 02 01 50 20

（前年度）

03 02 01 51 20

100

健康福祉部高松ホーム ―

地 方 債 0

（前年度） そ の 他 0

介護慰労金給付事業

重点１　子育て世代に選ばれるまち

7,212

0 0

1,850

国庫支出金

国庫支出金

民間保育所等施設整備事業補助金 64,912 県　支出金

0

100 100

延長保育促進事業補助金 300 県　支出金

県　支出金 1,850

国庫支出金

地 方 債 0

300

こども未来部こども育成課

0

（前年度）

こども未来部こども育成課 ―

（繰越明許費） 64,912 地 方 債 0

そ の 他 0

- 90 -

そ の 他

57,700



決算書

ページ
事      業      内      容

　新型コロナウイルス感染症の感染防止対策を講じながら、介護サービスの継続に努めて

いる職員等に対して慰労金を支給した。

事業内容

　対象者　　対象期間（令和２年２月１４日から６月３０日の間）に、

　　　　　　介護サービス事業所・施設等で通算１０日以上勤務した高松ホーム職員等

　給付金額　１人あたり５万円

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　仕事と子育ての両立ができる環境を整備するため、延長保育事業を実施する私立保育所

及び認定こども園に対し、補助金を交付した。

事業内容

　実施施設　　　北町保育所

　延長保育時間　保育する時間を３０分延長

　利用延人数　　４９７人

　登録者数　　　　１０人

　補助額　　　　３００千円

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　待機児童の解消を図るため、民間による小規模保育事業施設整備に要する経費に対し、

補助金を交付した。

事業内容

　民間小規模保育事業施設の整備に対する補助金交付（１施設）

　　事業主体　　社会福祉法人ちいろば会（聖愛ちいろば園）

　　場所　　　　原町区橋本町一丁目４７番地の１

補助額　　　６４，９１２千円

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

３７件介護慰労金支給件数 ３７件

― １施設年度内民間保育施設整備数

延長保育実施施設数 ３施設 １施設

235

- 91 -

231

235



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

03 02 01 52 20

（前年度）

03 02 01 53 20

（前年度）

こども未来部こども育成課

0

国庫支出金

重点１　子育て世代に選ばれるまち 1,244

重点１　子育て世代に選ばれるまち 945

障がい児保育事業補助金 765

0 765

県　支出金 0

地域保育施設支援事業補助金 664 県　支出金 161

地 方 債 0

地 方 債 0

国庫支出金 0 503

そ の 他 0

こども未来部こども育成課

そ の 他
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決算書

ページ
事      業      内      容

　認可外保育施設に入所している児童の処遇を改善し、児童福祉の向上を図るため、認可

外保育施設運営に対し、補助金を交付した。

事業内容

　対象施設　　託児所ひまわり、幼児の家

　対象事業及び補助額

　　地域保育施設運営事業　　　　託児所ひまわり　１９５千円

　　　　　　　　　　　　　　　　幼児の家　　　　１０５千円

　　入所児童健康診断費助成事業　託児所ひまわり　　６２千円

　　入所児童支援事業　　　　　　託児所ひまわり　１６６千円

　　　　　　　　　　　　　　　　幼児の家　　　　１３６千円

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　保育環境の向上を図るため、軽度又は重度障がいのある児童の保育を実施している認定

こども園が実施した障がい児保育のための物品購入や理解を深めるための学習会等に要す

る経費に対し、補助金を交付した。

事業内容

　実施施設　原町聖愛こども園

　補助内容　円滑化事業　７６５千円

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

補助金交付回数
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235

235

１施設

１回 １回

障がい児保育実施施設数 １施設



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

03 02 01 54 20

（前年度）

03 02 01 55 20

（前年度）

こども未来部こども育成課

- 94 -

民間保育所等給食食材費補助金

国庫支出金 10,6610

国庫支出金 1,443 0

そ の 他 0

重点１　子育て世代に選ばれるまち 4,880

10,661 県　支出金 0

地 方 債

1,532

0

地 方 債 0

認可外保育所入所者支援助成金 16,375 県　支出金

そ の 他 13,400

重点１　子育て世代に選ばれるまち 20,396

こども未来部こども育成課



決算書

ページ
事      業      内      容

　子育て環境の充実を図るため、認可外保育施設に入所している児童の保護者に対し、助

成金を交付した。

事業内容

　対象者　　　市内に住所を有し、市内の認可外保育施設に入所している児童の保護者

　対象施設　　託児所ひまわり、幼児の家、託児所にこにこハウス

　　　　　　　市立病院院内保育所おひさま、ひばりっこ保育室

　助成限度額　３歳未満児の非課税世帯　４２，０００円／月

　　　　　　　上記以外　　　　　　　　３７，０００円／月

　助成額及び対象児童数（延べ人数）  

　　３歳未満児　１３，６５２千円（上半期４１人、下半期６６人）

　　３歳児　　　　１，８９５千円（上半期　６人、下半期　５人）

　　４歳児以上　　　　８２８千円（上半期　３人、下半期　３人）    

　施設別内訳  

　　託児所ひまわり　　　　　　　　７，８５４千円（上半期１８人、下半期２７人） 

　　幼児の家　　　　　　　　　　　４，４７５千円（上半期１０人、下半期２１人） 

　　託児所にこにこハウス　　　　　　　５３２千円（上半期　４人、下半期　５人） 

　　市立病院院内保育所おひさま　　３，４３０千円（上半期１７人、下半期１９人） 

　　ひばりっこ保育室　　　　　　　　　　８４千円（上半期　１人、下半期　２人） 

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　子育て環境の充実を図るため、民間保育所等が提供する給食用食材費に対し、補助金を

交付した。

事業内容

　対象施設　　　原町聖愛こども園、北町保育所、よつば保育園

　　　　　　　　みなみそうまペンギン国際幼児園

　補助額　　　　３歳児～５歳児　一人４，５００円（月額）

　補助額及び対象児数                                   

　　原町聖愛こども園　　　　　　　２，７５８千円 （　５４人） 

　　北町保育所　　　　　　　　　　１，５６２千円 （　３１人）

　　よつば保育園　　　　　　　　　５，５８５千円 （１０６人）

　　みなみそうまペンギン国際幼児園 　 ７５６千円 （　１４人）

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

助成金交付回数

235

235
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２回 ２回

２回 ２回

補助金交付回数



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

03 02 01 56 20

（前年度）

03 02 01 58 20

（前年度）

03 02 01 59 20

（前年度）

68,740

地 方 債 0

0

国庫支出金

64,830 県　支出金

0

0 0

21,699

重点１　子育て世代に選ばれるまち 41,908

地 方 債 0

そ の 他 0

こども未来部こども育成課

こども未来部こども家庭課

そ の 他

重点１　子育て世代に選ばれるまち ―

国庫支出金

0保育所等における事故防止推進事業補助金 750 県　支出金

地 方 債 0

そ の 他 64,830

500 250

重点１　子育て世代に選ばれるまち

在宅保育支援金

こども未来部こども家庭課

放課後児童健全育成事業費補助金 42,309 県　支出金 10,305

国庫支出金 10,305
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決算書

ページ
事      業      内      容

　児童の健全な育成を図るため、児童厚生施設の運営費に対し、補助金を交付した。

事業内容

　事業主体　南相馬市社会福祉協議会、特定非営利活動法人トイボックス

　補助率　　定額

仲町児童センター　　１５，６８９千円

高平児童館　　　　　１４，３７６千円

錦町児童クラブ　　　１２，２４４千円

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　保育士の負担軽減及び午睡中の事故防止等を目的に必要な備品の購入に対し、補助金を

交付した。

事業内容

　対象施設　　北町保育所、よつば保育園

　補助限度額    ３７５千円                              

　補助額                                  

　　北町保育所　　３７５千円 

　　よつば保育園  ３７５千円 

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　多様な保育環境を支援するため、家庭において保育を行っている保護者に対し、在宅保

育支援金を交付した。

事業内容

　対象者　　市内に住所を有し、かつ居住している者（市外居住者を除く）

　　　　　　保育園等を利用していない満３歳までの乳幼児を養育している者

　対象児童　８０３人

　支給額　　対象児童１人につき月額１０千円

活動指標等（アウトプット） 計画 実績
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２施設

補助金交付施設 ３施設

対象児童数

補助金交付施設

３施設

２施設

５７５人 ８０３人

235

235

235



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

03 02 01 60 20

（前年度）

03 02 01 66 20

（前年度）

認定こども園・地域型保育事業所保護者助成 12,200 県　支出金 0

事業補助金 地 方 債 0

そ の 他 0

14,061

子育て応援基金助成事業 5,252

国庫支出金 0 0

重点１　子育て世代に選ばれるまち

県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 5,252

重点１　子育て世代に選ばれるまち 7,533

こども未来部こども家庭課

国庫支出金 0 12,200

こども未来部こども育成課
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決算書

ページ
事      業      内      容

　地域全体で、子どもと子育て家庭を応援する体制づくりを推進するため、各種団体等が

自主的かつ主体的に実施する子育て支援事業に対し、助成金を交付した。

事業内容

　助成対象団体　事務所の所在地及び活動の拠点が市内にある団体

　助成対象事業　上記団体が実施する子育て応援事業

　助成限度額　　１事業１，０００千円

事業主体及び助成金交付額                                                 

　社会福祉法人南相馬市社会福祉協議会　　　　　　　　　　　　２９４千円

　原町区華道連合会　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７１千円

　ＭＪＣアンサンブル　　　　　　　　　　　　　　　　　　１，０００千円　  

　ＡＲＴＳ　ｆｏｒ　ＨＯＰＥ　福島支部　　　　　　　　　　　８００千円

　特定非営利活動法人南相馬サイエンスラボ　　　　　　　　　　６５０千円

　特定非営利活動法人みんな共和国 　           　　　    　　１３６千円

　南相馬＆杉並トモダチプロジェクト　　　　　　　　　　　　　９７５千円

　オペレーションブレッシングジャパン南相馬サテライト　　　　５３４千円

　原町民謡連合会　　　　 　 　　　　　　　　　　　　　　　　２００千円

　ホームスタートみなみそうま　　　　　　　　　　　　　　　　４１０千円

　ｉｃｏｉ（いこい）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１８２千円

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　認定こども園及び地域型保育事業所を利用する園児の保護者の経済的負担を軽減するた

め、在園児の保護者に対し、補助金を交付した。

事業内容

　対象者　市内に住所を有する、市内の認定こども園・地域型保育事業所在園児の保護者

　対象園　原町聖愛こども園、原町にこにこ保育園、なかよし園、聖愛ちいろば園、

　　　　　ユニソンワールド保育園

　補助率　定額

　補助額及び対象児数                                    

　　原町聖愛こども園　　　　　４，１２６千円（１９人）

　　原町にこにこ保育園　　　　１，３５４千円（　６人）

　　なかよし園　　　　　　　　１，５４２千円（　４人）

　　聖愛ちいろば園　　　　　　１，２３６千円（　５人）

　　ユニソンワールド保育園　　３，９４２千円（１３人）

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

補助金交付回数 ２回 ２回

助成金交付件数 １３件 １１件

235

235
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令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

03 02 01 68 20

（前年度）

03 02 01 69 20

（前年度）

地 方 債 0

重点２　多様な人材が活躍するまち

1,122

保育士宿舎借り上げ支援事業補助金 2,244 県　支出金 0

国庫支出金

そ の 他 0

国庫支出金 1,050

そ の 他 0

526

保育体制強化事業補助金 2,102 県　支出金 526

1,122

2,185

こども未来部こども育成課

　

重点１　子育て世代に選ばれるまち 3,060

こども未来部こども育成課

地 方 債 0
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決算書

ページ
事      業      内      容

　保育士の人材確保、就業継続及び離職防止を図るため、事業者が保育士の宿舎を借り上

げる費用に対し、補助金を交付した。

事業内容

　補助限度額    １か所あたり月額７０千円                              

　補助額及び利用者数                                    

　　よつば保育園　　　　　　　　７８０千円（１人）

　　よつば乳児保育園西町園　１，４６４千円（２人）

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　保育士の離職防止と働きやすい職場環境を整備するため、事業者が子育て経験者など地

域の多様な人材を保育支援者として配置する費用に対し、補助金を交付した。

事業内容

　補助限度額　　　　　１園あたり月額１００千円

　保育支援者の業務　　保育設備、遊ぶ場所、遊具等の消毒・清掃、

　　　　　　　　　　　給食の配膳・後片付け、寝具の用意・後片付け等

　補助額及び雇用者数                                    

　　北町保育所　　　　　　　　　　１，２００千円（１人）

　　みなみそうまペンギン国際幼児園　　９０２千円（１人）

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

宿舎借り上げ利用者数 ５人

保育支援者雇用者数 ５人 ２人

237

237
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３人



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

03 02 01 F8 20

（前年度）

03 02 01 F9 20

（前年度）

ファミリーサポート推進事業 3,693 県　支出金 666

国庫支出金 666 2,361

地 方 債 0

0 54

0

重点１　子育て世代に選ばれるまち 3,986

幼児通級指導（ことばの教室）事業 54 県　支出金 0

国庫支出金

こども未来部こども家庭課

そ の 他

重点１　子育て世代に選ばれるまち 507

こども未来部こども家庭課

地 方 債 0

そ の 他 0
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決算書

ページ
事      業      内      容

　子育て家庭の仕事と子育てを両立できる環境を整備し、地域で子育てを支援するため、

委託によりファミリーサポートセンター事業を実施した。

事業内容

　委託先　社会福祉法人南相馬市社会福祉協議会

　内容　　会員の募集登録、会員組織運営

　　　　　会員の相互援助活動の調整

　　　　　会員に対する講習会の実施

　　　　　保育サポーター養成講座の実施

　　　　　ひとり親家庭に対する利用料の助成（１／２：月上限２０千円）

　年間利用件数　４５件

　会員登録数（令和３年３月末現在）

　　おねがい会員　　１１３人

　　まかせて会員　　１０８人

　（うち両方会員　　　　６人）

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　言語に何らかの問題がある幼児を対象に、健全な成長を促すため、言語聴覚士が個々に

応じた言語指導を行った。

事業内容

　対象者　　言語に何らかの問題があり、保護者が指導を受けさせたいと希望している、

　　　　　　概ね４～５歳児

　実施場所　原町第一小学校内のことばの教室

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

登録会員数

２０人 ２２人

 ２１２人 ２２１人

指導児数

237

237
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令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

03 02 01 G2 20

（前年度）

03 02 01 G5 20

（前年度）

03 02 01 H2 20

（前年度）

こども未来部こども家庭課

国庫支出金 460 703

重点１　子育て世代に選ばれるまち 1,736 　

地 方 債 0

そ の 他 0

発達障がい等児童早期発見・早期支援事業 1,393 県　支出金 230

重点１　子育て世代に選ばれるまち 2,755

こども未来部こども家庭課

地 方 債 0

そ の 他 0

国庫支出金 0 34,263

1,136 1,894

児童虐待防止対策事業 4,166 県　支出金 1,136

国庫支出金

こども未来部こども家庭課

そ の 他 0

重点１　子育て世代に選ばれるまち 86,086

乳幼児子ども医療費助成事業 70,941 県　支出金 36,678

地 方 債 0
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決算書

ページ
事      業      内      容

　支援を必要とする児童等のより良い発達を促すため、幼稚園・保育園等、母子保健担当

教育委員会及び医療機関・療育機関等の連携を図りながら支援を行った。

事業内容

　個別相談事業

　巡回相談事業

　発達支援研修会

　南相馬市・飯舘村地域自立支援協議会発達障がい者支援部会

　発達障がいの普及啓発事業

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

①個別相談実人数

②巡回相談回数

③研修会の開催回数

　児童虐待の発生を防止するため、要保護児童対策地域協議会に専門職員を配置すること

により、関係機関の専門性を高め、地域ネットワーク構成員の連携強化を図った。

事業内容

　要保護児童対策地域協議会の開催

　　代表者会議　委員１６人

　　実務者会議　委員　６人

　　ケース会議　６回

　調整機関職員　１人配置

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

要保護児童対策地域協議会の開催回数

　①代表者会議

　②実務者会議

　子育ての良好な環境の確保と子どもの健全な育成を図るため、出生から１８歳になるま

での子どもの医療費の一部を助成した。

事業内容

　対象者　　　市内に住所を有する１８歳までの子ども

　対象医療費　保険診療自己負担額及び食事療養費自己負担額

　　　　　　　（医療費一部負担金免除制度対象者は、免除制度を優先して適用）

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

①２回

②４回

対象者数 ７，８２６人 ７，３５２人

②　４０回

③　　７回

①２回

②４回

①１１０人

②　４５回

③　　４回

①１０４人

237

237

237
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令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

03 02 01 H6 20

（前年度）

03 02 01 H8 20

（前年度）

03 02 01 H9 20

（前年度）

国庫支出金 0 5,995

重点１　子育て世代に選ばれるまち 2,299

地 方 債 0

そ の 他 2,096

国庫支出金 0 0

子育て情報発信事業 2,096 県　支出金 0

こども未来部こども家庭課

0 22

子育て短期支援事業 22 県　支出金 0

国庫支出金

こども未来部こども家庭課

そ の 他 0

重点１　子育て世代に選ばれるまち 5,838

ようこそ赤ちゃん誕生祝い品支給事業 5,995 県　支出金 0

地 方 債 0

重点１　子育て世代に選ばれるまち 25

こども未来部こども家庭課

地 方 債 0

そ の 他 0
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決算書

ページ
事      業      内      容

　子育て環境の充実を図るため、子育てに関する情報を一元化して発信することにより、

子育て家庭を支援した。

事業内容

　子育て応援Ｗｅｂサイト管理運営

　子育て応援ハンドブック印刷、配布

　子育て応援Ｗｅｂサイト運営委員会の開催

閲覧実績　　３３，７１１アクセス

会議開催　　南相馬市子育て応援Ｗｅｂサイト運営委員会　２回

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　次代を担う子どもの誕生を祝うとともに、子育て家庭の経済的支援を行うため、子ども

の保護者に祝い品を支給した。

事業内容

　交付決定者数　２９３人

　支給額　　　一人あたり２万円分の給付券

　給付品目　　紙おむつ、おしりふき、粉ミルク

　利用方法　　市内登録業者から現物給付

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　児童及びその家庭の福祉の向上を図るため、児童を養育している保護者が疾病その他の

事由により、家庭において児童を養育することが一時的に困難となった場合に、児童の保

護を行う施設において一定の期間保護を行う。令和２年度は利用実績なし。

事業内容

　対象児童　市内に住所を有する家庭の２歳以上の児童

　利用条件　保護者が一時的に家庭において児童を養育できない場合

　　　　　　（疾病、出産、看護、事故、災害、冠婚葬祭等）

　利用期間　７日以内

　委託費用　５，５００円／日

　実施施設　福祉型障害児入所施設　原町学園

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

ハンドブック配布部数 ６，０００部

誕生祝い品給付件数

６，０００部

237

237

237

０日
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３２０件 ２９３件

児童保護施設の利用期間数 ３０日



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

03 02 02 F3 20

　

03 02 02 F7 20 0

国庫支出金 58,470 0

国庫支出金 58,391

ひとり親世帯臨時特別給付金支給事業 58,391 県　支出金 0

（前年度） そ の 他 0

こども未来部こども家庭課 ―

ひとり親家庭応援支援金給付事業 58,470 県　支出金 0

地 方 債 0

こども未来部こども家庭課 ―

地 方 債 0

（前年度） そ の 他 0
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決算書

ページ
事      業      内      容

　新型コロナウイルス感染症の経済対策の一環として、影響を受けている子育て家庭の生

活を支援する取り組みとして、児童扶養手当を受給する世帯に対し、市独自の給付金を支

給した。

事業内容

　給付世帯　　　　　４３６世帯

　支給対象児童数　　６５９人

　給付額　　　　　　受給対象児童　第１子　　　月額４０千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　第２子　　　月額１０千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　第３子以降　月額　６千円

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　新型コロナウイルス感染症の影響により、子育てと仕事を一人で担う低所得のひとり親

世帯において子育て負担の増加や収入減少などの大きな困難が心身に生じていることから、

ひとり親世帯の生活を支援するため、臨時特別給付金を支給した。

事業内容

　児童扶養手当受給世帯等への給付

　支給対象世帯数　４０３世帯　　支給対象児童数　５９２人

　基本給付額　１世帯５万円、第２子以降１人につき３万円加算

　追加給付額（家計急変者）　１世帯５万円

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

239

239

支給対象児童数 ６６０人 ６５９人
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支給対象児童数 ６７１人 ５９２人



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

03 02 03 R1 20

（前年度）

国庫支出金 25,512 53,580

放課後児童健全育成事業 105,047 県　支出金 25,512

こども未来部こども家庭課

重点１　子育て世代に選ばれるまち 99,432

地 方 債 0

そ の 他 443
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決算書

ページ
事      業      内      容

　小学校に就学している児童の健全な育成を図るため、授業の終了後等に児童厚生施設等

を利用し、児童の活動の場を提供した。

事業内容

　対象　南相馬市に在住又は在学している小学校児童

　放課後児童クラブ登録人数　５５１人

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

239
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児童クラブ施設数 １６施設 １６施設

令和３年３月１日現在

No. 児童クラブ名 登録人数 地区

１ 小高合同児童クラブ ３２人 小高区

２ 鹿島児童クラブ１ ３６人

３ 鹿島児童クラブ２ ３９人

４ 八沢児童クラブ ２７人

５ 上真野児童クラブ ３４人

６ 東町児童クラブ１ ４７人

７ 東町児童クラブ２ ２６人

８ 原町第一児童クラブ ２２人

９ 橋本町児童クラブ ５４人

１０ 上町児童クラブ１ ３５人

１１ 上町児童クラブ２ ２３人

１２ 原町第三児童クラブ ２６人

１３ 大甕児童クラブ ５０人

１４ 太田児童クラブ ３０人

１５ 石神第一児童クラブ ２４人

１６ 石神第二児童クラブ ４６人

鹿島区

原町区



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

03 02 03 R1 21

03 02 04 21 21

03 02 04 F6 20

（前年度）

地 方 債 0

策） 地 方 債 0

（前年度） そ の 他 0

国庫支出金 998 0

子育て支援センター管理運営事業（感染症対 998 県　支出金 0

―

国庫支出金 12,167 0

放課後児童健全育成事業（新型コロナウイル 12,167 県　支出金 0

（前年度） そ の 他 0

ス感染症対策）

こども未来部こども家庭課

元気あふれる幼児育成推進事業 111 県　支出金 0

そ の 他 0

国庫支出金 0 111

―

地 方 債 0

こども未来部こども家庭課

重点１　子育て世代に選ばれるまち 287
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こども未来部こども育成課



決算書

ページ
事      業      内      容

　市内の民間児童厚生施設が行う新型コロナウイルス感染症対策に要する経費に対し、補

助金を交付するとともに、市運営の児童厚生施設における新型コロナウイルス感染症対策

を行った。

事業内容

民間運営児童クラブ関係

　補助上限額　１施設１，０００千円（１次分５００千円、２次分５００千円）

　対象施設及び補助額

　　仲町児童センター　　７４６千円　　　　

　　高平児童館　　　　　６０９千円

　　錦町児童クラブ　　　２３６千円

市運営児童クラブ関係

　対象施設　　東町児童クラブ１、東町児童クラブ２、原町第一児童クラブ、

　　　　　　　上町児童クラブ１、上町児童クラブ２、原町第三児童クラブ、

　　　　　　　橋本町児童クラブ、石神第一児童クラブ、石神第二児童クラブ、

　　　　　　　太田児童クラブ、大甕児童クラブ、鹿島児童クラブ１、

　　　　　　　鹿島児童クラブ２、上真野児童クラブ、八沢児童クラブ、小高児童クラブ

　主な購入品　マスク、消毒液ほか

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　子育て支援センターにおける新型コロナウイルス感染症対策を行った。

事業内容

　対象施設　　原町子育て支援センター、かしま子育て支援センター

　主な購入品　マスク、消毒液、飛沫防止パネルほか

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　子どもの可能性や特性を引き出すような情操教育と体力増進を中心とした幼児教育を充

実させるため、幼児育成プログラムや指導者向けの研修等を実施した。

事業内容

　幼児教育プログラム実施

　指導者等向けの研修会実施及び外部研修への参加

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

実施 実施幼児教育プログラムの実施

１９施設

239

241

対象施設 ２施設 ２施設
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対象施設 １９施設

241



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

03 02 04 G1 20

（前年度）

03 02 04 L1 20

（前年度）

0

こども未来部こども育成課

地 方 債 0等）

重点２　多様な人材が活躍するまち 345

地 方 債 0

そ の 他 248

0 0

保育士等人材確保事業 248 県　支出金 0

国庫支出金

新型コロナウイルス感染症対策事業（保育園 14,945 県　支出金

―

こども未来部こども育成課

そ の 他 0

国庫支出金 14,935 10
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決算書

ページ
事      業      内      容

　市内認可教育・保育施設の保育士及び幼稚園教諭の人材不足を解消するため、人材確保

に向けた取組みを実施した。

事業内容

　保育士就職支援セミナー開催  １回（参加者１５人）

　求人チラシ作成・配布など

　保育士等人材バンク設置（登録者３人）

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　市内の民間保育園等が行う新型コロナウイルス感染症対策に要する経費に対し、補助金

を交付するとともに、公立保育園等における新型コロナウイルス感染症対策を行った。

事業内容

私立保育園等関係

　補助上限額　　　　　１施設１，０００千円（１次分５００千円、２次分５００千円）

　対象施設及び補助額                                    

　　北町保育所　　　　　　　　　　　　　１，０００千円

　　よつば保育園　　　　　　　　　　　　１，０００千円

　　よつば保育園南町分園　　　　　　　　１，０００千円

　　よつば乳児保育園西町園　　　　　　　１，０００千円

　　みなみそうまペンギン国際幼児園　　　　　９６７千円

　　原町聖愛こども園　　　　　　　　　　１，０００千円

　　原町にこにこ保育園　　　　　　　　　　　９６８千円

　　なかよし園　　　　　　　　　　　　　１，０００千円

　　聖愛ちいろば園　　　　　　　　　　　１，０００千円

　　ユニソンワールド保育園　　　　　　　１，０００千円

公立保育園等関係

　対象施設　　かしま保育園、かみまの保育園、原町あずま保育園

　　　　　　　原町さくらい保育園、おだか認定こども園

　主な購入品　マスク、手袋、消毒液ほか

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

①補助金交付回数

②対象施設

１２人保育士等修学資金貸付者数 ２０人

①２回

②１５施設

①２回

②１５施設
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令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

03 02 04 R1 20

03 02 04 R1 21

03 02 05 50 20

（前年度）

12,818

そ の 他 365

こども未来部こども家庭課 （前年度）

こども未来部こども家庭課 850

地 方 債 0

そ の 他 0

国庫支出金 0 722

青少年育成市民会議活動費補助金 722 県　支出金 0

一時預かり事業 5,148 県　支出金 1,053

地 方 債 0

国庫支出金 1,053 2,677

こども未来部こども家庭課

（前年度） そ の 他 0

―

一時預かり事業（新型コロナウイルス感染症 1,002 県　支出金 0

対策） 地 方 債 0

国庫支出金 1,000 2
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決算書

ページ
事      業      内      容

　育児に悩む保護者の育児疲れ解消、急病や勤務形態の多様化に伴う一時的な保育需要に

対応するため、一時預かりを実施した。

事業内容

　定　員　　１０人以内

　対象者　　市内に住所があり、満１歳から就学前までの健康な児童

　　　　　　ただし、幼稚園や保育園等に在籍する児童は対象外

　開所日時　月曜日から金曜日まで　午前８時３０分から午後５時１５分まで

　実施施設　原町子育て支援センター

　

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　一時預かり施設における新型コロナウイルス感染症対策を行った。

事業内容

　対象施設　　原町子育て支援センター

　主な購入品　マスク、消毒液、飛沫防止パネルほか

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　家庭・学校・地域・関係団体等が連携し、地域ぐるみの取り組みを通して青少年の健全

育成を図るため、南相馬市青少年育成市民会議に対し、補助金を交付した。

事業内容

　事業主体　南相馬市青少年育成市民会議

　補助率　　定額

　補助金　　７２２千円

　内　容　　地区推進協議会活動への支援、少年の主張市大会の開催（新型コロナウイル

　　　　　　ス感染拡大防止のため作文審査のみ実施）等

　

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

①補助金交付団体数

②少年の主張市大会開催回数

１施設

②１回

①６団体

②１回

①７団体

利用延べ人数 ２１８人１，１１２人

対象施設 １施設
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241

243



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

03 02 06 R1 29

（前年度）

03 02 06 R5 20

（前年度）

03 05 02 F1 20

（前年度）

国庫支出金 0 901

こども未来部こども家庭課

そ の 他 0

重点１　子育て世代に選ばれるまち 1,826

ひとり親家庭医療費助成事業 1,792 県　支出金 891

地 方 債 0

重点１　子育て世代に選ばれるまち 11,041

こども未来部こども家庭課

地 方 債 0

そ の 他 0

国庫支出金 5,913 1,971

ひとり親家庭総合支援事業 7,884 県　支出金 0

0 0

東日本大震災追悼式実施事業 1,370 県　支出金 0

国庫支出金

健康福祉部社会福祉課 1,746

地 方 債 0

そ の 他 1,370
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決算書

ページ
事      業      内      容

　ひとり親家庭の生活の安定と自立促進を図るため、医療費の一部を助成した。

事業内容

　対象者　　ひとり親家庭の親と児童及び父母のいない児童

　　　　　　ひとり親家庭の養育者及び扶養義務者の前年の所得が、児童扶養手当の一部

　　　　　　支給の所得制限限度額未満の者

　受給資格者８９７人

　　内訳　父又は母３６３人　児童５３４人

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　ひとり親家庭の就業の安定と自立促進を図るため、給付金を支給した。

事業内容

　ひとり親家庭高等職業訓練促進給付金事業

訓練促進給付金

　　　　　　　対象者 ５人

支給額 ７，６８４千円

　　修了支援給付金

対象者 ４人

支給額 ２００千円（修了時支給）

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

①自立支援教育訓練給付金支給件数

②高等職業訓練促進給付件数

③修了支援給付件数

④高等学校卒業程度認定試験合格給付件数

　東日本大震災により犠牲になられた方々に対し哀悼の意を捧げるとともに、復興に向け

て力強く歩む機会とするため、新型コロナウイルス感染症予防対策を講じ、規模を縮小し

追悼式を開催した。

事業内容

　東日本大震災追悼式の開催

　　開催日　令和３年３月１１日

参列者　１２９人

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

助成金交付対象者数 延べ３６８件 延べ３３４件

➀１０件

②１０件

③　４件

④　１件

➀０件

②５件

③４件

追悼式開催回数 １回 １回

④０件
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245



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

03 05 03 F4 20

（前年度）

03 05 04 F4 20

（前年度）

国庫支出金 11,505 0

被災高齢者見守り・相談支援事業 11,505

地 方 債 0

そ の 他 14,790

国庫支出金 0 0

東日本大震災遺児等総合支援事業 14,790 県　支出金 0

地 方 債 0

健康福祉部長寿福祉課

そ の 他 0

10,995

県　支出金 0

こども未来部こども家庭課 ―
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決算書

ページ
事      業      内      容

　被災高齢者が安心して自立した生活を送れるようにするため、関係機関等と連携し、見

守り訪問や相談対応を行い、必要に応じ生活支援サービス利用への支援を行った。

事業内容

　委託先　南相馬市地域包括支援センター、原町東地域包括支援センター

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

①相談件数

②家庭訪問回数

　東日本大震災により親を亡くした子どもたちの健やかな成長を支援し、家庭生活の安定

を図るため、各種支援事業を実施した。

事業内容

　東日本大震災遺児等支援金支給事業

東日本大震災により両親またはその一方を亡くした遺児等

　　支給額　７歳から１５歳まで　　年額３００，０００円支給者数　２６人

　　　　　　１６歳から１８歳まで　年額４００，０００円支給内容

　　対象人数　２６人　小中学生 ３００千円×１６人＝４，８００千円

　中学終了後１８歳まで ４００千円×１０人＝４，０００千円

　東日本大震災遺児等支援事業

　　対象者　　東日本大震災で両親又はその一方を亡くした遺児等（全７４人）　記念品贈呈事業（学校等卒業に係るお祝い品贈呈）

　　支援内容　カウンセリングの実施、交流旅行の実施、学校卒業記念品の贈呈　小学校卒業：３人　中学校卒業：２人　高等学校卒業：２人

　震災遺児等進学支援助成金交付事業

　　対象者数　１０人

　　学資金助成金

　授業料及びテキスト代　３件　９２，３８９円

　　進学支援助成金

　年額６００千円×９人＝５, ４００千円

　年額３００千円×１人＝３００千円

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

①支援金支給対象者数

②交流旅行参加者数

　カウンセリング人数

③進学支援助成金助成対象者数

①２６人

②　０人

　　０人

③１０人

①３２人

②３１人

　　２人

③１１人

②５８０件 ②７８２件

①１６５件 ①２７９件
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令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

03 05 04 F8 20

（前年度）

03 06 01 F4 20

（前年度）

03 06 01 G3 20

（前年度）

国庫支出金

1,374,806

そ の 他 0

国庫支出金

国庫支出金 12,625 0

県　支出金 0

地 方 債 0

こども未来部こども家庭課

重点１　子育て世代に選ばれるまち 12,625

そ の 他 0

被災児童の心のケア支援事業 12,625

0

そ の 他 0

教育委員会教育委員会事務局教育総務課 522,692

小中学校埋設保管除去土壌等撤去事業 676,883 県　支出金 676,883

地 方 債 0

市民生活部環境回復推進課

14,335 2

除去土壌等仮置場維持管理事業 4,520,772 県　支出金 4,506,435

0 0

地 方 債
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決算書

ページ
事      業      内      容

　被災児童の心のケアに対する支援の充実を図るため、委託によりカウンセラーが放課後

児童クラブを巡回することで、児童クラブ支援員の支援や要支援児童への対応を行った。

事業内容

　委託先　　特定非営利活動法人トイボックス

　放課後児童クラブ巡回数　１６８回

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　除染により発生した除去土壌等を安全に保管するため、旧避難指示区域外の仮置場の維

持管理を行った。

　また、仮置場を早期に解消するため、除去土壌等が搬出された仮置場の原状回復を行っ

た。

事業内容

　仮置場維持管理・原状回復等に要する経費

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

 ①旧避難指示区域外仮置場の維持管理

②旧避難指示区域外仮置場の原状回復

　小中学校に埋設保管している、表土改善事業等で発生した除去土壌を撤去し、仮置場へ

搬出した。

事業内容

　校庭内埋設除去土壌の撤去

　仮置場への除去土壌搬出

事業箇所（７校）

　原町第一小学校　　　　　９８４．１立方メートル

　原町第二小学校　　　　　７１５．１立方メートル

　原町第三小学校　　　　　６０４．２立方メートル

　上真野小学校　　　　　　５８１．７立方メートル

　原町第一中学校　　　１，１１４．９立方メートル

　原町第二中学校　　　１，６９８．１立方メートル

　鹿島中学校　　　　　２，１５４．３立方メートル

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

①３３か所

②２０か所

①３３か所

②２０か所

撤去事業校数 ７校 ７校

３回支援員向け研修会の開催回数 ２回
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令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

03 06 01 G5 20

（前年度）

03 06 01 G9 20

03 06 01 H1 20

建設部都市計画課 254,761

地 方 債 0

（前年度） そ の 他 0

経済部観光交流課 ―

地 方 債 0

366,532 県　支出金 366,532

健康福祉部高松ホーム ―

国庫支出金 0 0

雲雀ヶ原祭場地埋設保管除去土壌等撤去事業 56,010 県　支出金 56,010

0 0

都市公園等埋設保管除去土壌等撤去事業

0

国庫支出金 0 0

高松ホーム埋設保管除去土壌等撤去事業 45,411 県　支出金 45,411

（前年度） そ の 他 0

　　　　 地 方 債

国庫支出金

0

そ の 他
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決算書

ページ
事      業      内      容

　原町区の都市公園２４か所に埋設保管している、表土改善事業等で発生した除去土壌を

撤去し、仮置場へ搬出した。

事業内容

　公園内埋設除去土壌の撤去

　仮置場への除去土壌搬出

事業箇所（原町区２４公園）　合計２，９２８．０立方メートル

　錦公園、しらゆり公園、桜井公園、青葉公園、よつば公園、小川公園、下川原公園

　牛越西公園、牛越東公園、高田公園、牛越中央公園、西殿公園、日の出公園、国見公園、

　国見中央公園、本宮２号公園、桜づつみ公園、　北町公園、北町西公園、駅前北公園、

　国見団地西公園、国見団地東公園、原町運動公園、陣ヶ崎公園墓地

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　高松ホームに埋設保管している、表土改善事業等で発生した除去土壌を撤去し、仮置場

へ搬出した。

事業内容

　園庭内埋設除去土壌の撤去

　仮置場への除去土壌搬出

事業箇所

　高松ホーム　５５２．９立方メートル

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　雲雀ヶ原祭場地に埋設保管している、表土改善事業等で発生した除去土壌を撤去し、仮

置場へ搬出した。

事業内容

　場内埋設除去土壌の撤去

　仮置場への除去土壌搬出

事業箇所

　雲雀ヶ原祭場地　７３５.６立方メートル

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

撤去事業箇所数 １か所 １か所

撤去事業箇所数 ２４か所 ２４か所

撤去事業箇所数 １か所 １か所
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令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

03 06 01 H2 20

03 06 02 50 20

（前年度）

スポーツ施設埋設保管除去土壌等撤去事業 260,763 県　支出金 260,763

国庫支出金

市民生活部スポーツ推進課 ―

（前年度） そ の 他 0

地 方 債 0

こども未来部こども育成課

0 0

私立保育所等給食検査体制事業補助金 377 県　支出金 377

国庫支出金

0 0

地 方 債 0

そ の 他 0

978
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決算書

ページ
事      業      内      容

　スポーツ施設に埋設保管している、表土改善事業等で発生した除去土壌を撤去し、仮置

場へ搬出した。

事業内容

　スポーツ施設内埋設除去土壌の撤去

  仮置場への除去土壌搬出

事業箇所（スポーツ施設５か所）

　北新田運動場　　　　　２，７４５．１立方メートル

　北新田野球場　　　　　　　２３９．４立方メートル

　南相馬市弓道場　　　　　　　６０．６立方メートル

　栄町柔剣道場　　　　　　　　　４．９立方メートル

　夜の森公園テニスコート　　１６６．７立方メートル

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　民間保育所等が提供する給食の安全性を確認するため、民間保育所等が実施する給食用

食材の放射性物質検査材料代に対し、補助金を交付した。

事業内容

　対象施設及び補助額                                   

　　原町聖愛こども園　　　　　６５千円

　　よつば保育園　　　　　　１４９千円

　　よつば乳児保育園西町園　１６３千円

　事前検査回数（私立）　　２１４回（基準値超過件数０件）

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

１か所 １か所検査実施箇所

撤去事業箇所 ４か所 ５か所
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令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

03 06 02 F1 20

（前年度）

重点３　健康づくりが盛んなまち

03 06 02 F4 20

（前年度）

地 方 債 0

そ の 他 32,017

国庫支出金

地 方 債 0

こども未来部こども家庭課

そ の 他

こども未来部こども育成課

国庫支出金 0 0

246,768 266,747

子どもの遊び場整備事業 564,008 県　支出金 18,476

復興１　旧避難指示区域の再生 29,311

730

保育所給食検査体制整備事業 6,252 県　支出金 5,522
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決算書

ページ
事      業      内      容

　小高区内に子育てしやすい環境を構築するため、子どもが安心して遊ぶことができる施

設を整備した。

事業内容

　建設工事、外構工事

事業スケジュール（実績）

　令和３年２月　施設愛称決定（愛称：ＮＩＫＯパーク）

　令和３年３月　建設工事、外構工事完了

　令和３年４月　施設開所

総事業費

　５９３，３１９千円

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　保育所等が提供する給食の安全性を確認するため、給食用食材の放射性物質検査を実施

した。

事業内容

　検査実施箇所       ３か所                            

　　よつば保育園（原町聖愛こども園及びよつば乳児保育園西町園含む。）

　　かしま保育園（かみまの保育園含む。）

　　原町あずま保育園（原町さくらい保育園、おだか認定こども園含む。）

　事前検査回数（公立）　　１４９回（基準値超過件数０件）

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

建設工事（令和３年３月竣工予定）

３か所
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３か所

施設建築
施設遊具設置

外構及び駐車場整備
園舎跡施設内改装

施設建築完了
施設遊具設置完了
外構及び駐車場整備

完了
園舎跡施設内改装

完了

検査実施箇所
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令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

03 06 02 G1 20

（前年度）

04 01 01 30 10

（前年度）

04 01 01 31 10
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健康福祉部健康づくり課

健康福祉部健康づくり課 118,699

2,363 119,084

相馬地方広域市町村圏組合衛生費等負担金 121,447 県　支出金 0

国庫支出金

0

そ の 他 572

0 0

放課後子ども教室推進事業 818 県　支出金 246

地 方 債

1,117重点１　子育て世代に選ばれるまち

こども未来部こども家庭課

国庫支出金

重点２　多様な人材が活躍するまち ―

地 方 債 0

（前年度） そ の 他 16,511

国庫支出金 0 76

公立双葉准看護学院運営費負担金 16,587 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0



決算書

ページ
事      業      内      容

　子どもの心豊かで健全な育成と居場所づくりを支援し、帰還を促進するため、小高区４

小学校の児童を対象に、小学校の施設を利用し、地域の方々の参加と協力を得て、勉強や

文化活動、地域住民との交流活動等のプログラムを実施した。

事業内容

　対象　　　小高区４小学校の児童（対象者数　４６人）

　実施場所　小高小学校

　実施回数　１３回（９月４日～２月１９日）

　参加人数　延べ４９４人（平均３８人／回）

　活動内容　ペットボトル風車教室、ハロウィン教室、ご当地カルタ教室、

　　　　　　味噌作り教室ほか

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

①教室の実施回数

②評価・検証委員会及び運営委員会の開催回数

　相馬地方を構成する市町村が共同で初期救急体制及び２次救急体制の整備を図るととも

に、相馬地域の看護従事者の確保に向け、運営費の一部を共同で助成するため、事業を担

う相馬地方広域市町村圏組合に対し負担金を支出した。

事業内容

　相馬地方広域市町村圏組合が行う以下の事業に対する費用負担

　　相馬地方休日在宅当番医制（医科・歯科）事業負担金　　　２，８２５千円

　　相馬地方病院郡輪番制運営費負担金　　　　　　　　　　１４，４２７千円

　　看護専門学校費負担金　　　　　　　　　　　　　　　１０４，１９５千円

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　東日本大震災及び原子力災害の影響による休校後、本市において一時再開した公立双葉

准看護学院について、相馬地域の看護従事者の確保に向け、運営費の一部を共同で助成す

するため、相馬地方市町村会に対し負担金を支出した。

事業内容

　公立双葉准看護学院運営費負担金（相馬地方市町村会）

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

①２０回

②　３回

- 131 -

①１３回

②　３回

負担金支出回数 １回 １回

負担金支出回数 １回 １回

249

251

251



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

04 01 01 58 60

（前年度）

04 01 01 F1 20

（前年度）

04 01 01 F2 20

（前年度）

- 132 -

そ の 他 4,831

国庫支出金 0 0

夜間小児科・内科初期救急医療事業 県　支出金 4,742

地 方 債 0

0 52,132

南相馬市鹿島区不採算地区公的病院等運営費 52,132 県　支出金 0

国庫支出金

健康福祉部健康づくり課

68,257

健康福祉部健康づくり課

補助金 地 方 債 0

9,573

そ の 他 0

地 方 債 0

国庫支出金 0 275

重点１　子育て世代に選ばれるまち 5,654

健康福祉部健康づくり課

そ の 他 0

重点２　多様な人材が活躍するまち 23

地域医療提供体制推進事業 275 県　支出金 0



決算書

ページ
事      業      内      容

　鹿島区の地域医療を確保するため、不採算地区である鹿島区に所在し、地域振興の重要

な基盤として地域医療の中核を担う鹿島厚生病院に対し、運営費補助金を交付した。

事業内容

　事業主体　鹿島厚生病院

　補助金額　前年度決算における赤字額（損益計算書における当期純損失額）

　　　　　　ただし、特別交付税に関する省令で規定する算定額が上限

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　市民の健康を守り、安心して生活ができる環境を構築するため、夜間の初期救急医療体

制を整備した。

事業内容

　診療場所　　　市立総合病院

　実施日時　　　土曜日・日曜日・祝日及び年末年始（午後７時～午後９時３０分）

　担当スタッフ　医師１人（相馬郡医師会）、看護師２人、診療放射線技師１人

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　地域医療提供体制の整備を推進するため、医療機関の代表者等による南相馬市地域医療

に関する検討会議委員会を開催し、地域医療の課題を協議する予定だったが、新型コロナ

ウイルス感染症の影響により、開催できなかった。

　また、小高調剤薬局に研修として派遣した薬剤師の体調不良に伴う不在を解消するため、

別に薬剤師を派遣し、地域医療提供体制を維持した。

事業内容

　南相馬市地域医療に関する検討会議の開催

　医療機関等との意見交換会

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

医師　１名等
１２０日

土・日・祝日
及び年末年始

医師　１名等
１２０日

土・日・祝日
及び年末年始

- 133 -

０回

１件 １件

意見交換会の開催回数 ２回

補助金交付件数

　　　　　　　　事務員１人

スタッフの配置

251

251

251



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

04 01 01 F3 20

（前年度）

04 01 01 F6 20

（前年度）

04 01 01 L1 20

（前年度）

- 134 -

563

0

0

そ の 他 407

地 方 債

重点２　多様な人材が活躍するまち ―

健康福祉部健康づくり課

国庫支出金 0 205

0 0

フッ化物でぶくぶくむし歯予防事業 715 県　支出金 510

そ の 他 0

重点３　健康づくりが盛んなまち

医療従事者確保推進事業 787 県　支出金 380

国庫支出金

健康福祉部健康づくり課

そ の 他 0

重点３　健康づくりが盛んなまち 1,596

健康づくり推進事業 1,312 県　支出金 0

地 方 債 0

国庫支出金 0 1,312

地 方 債

健康福祉部健康づくり課



決算書

ページ
事      業      内      容

　市内医療機関の看護師等の医療従事者不足を解消するため、人材確保に向けた各種取組

みを実施したが、新型コロナウイルス感染症の拡大等や予防のため、高校生向け合同説明

会、看護師等医療従事者確保に関する意見交換会、関東圏看護師等養成校訪問については、

中止した。

事業内容

　就業を希望する看護師等向け市内医療機関合同就職面接会の開催　２回

　中学生向け学習会の開催　市内６校　各１回

　高校生向け合同説明会の開催（中止）

　看護師等医療従事者確保に関する意見交換会の開催（中止）

　関東圏看護師等養成校訪問（中止）

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　子どもの健康増進を図るため、歯と口のセルフケア等の指導と併せ、フッ化物を利用し

たむし歯予防対策を実施した。

事業内容

　対象　　　　市内幼稚園、保育園、４歳児と５歳児希望者

　　　　　　　市内小学校１年生・２年生・３年生希望者

　実施者数　　園児７１４人（実施者率９９．６％）

　　　　　　　小学１年生～小学３年生　９５８人（実施者率９９．４％）

　実施方法　　幼稚園、保育園　週５日法によるフッ化物洗口溶液を用いた洗口

　　　　　　　小学生　週１日法によるフッ化物洗口溶液を用いた洗口

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　市民の健康づくりを増進するため、市の保健事業計画の進行管理を行いながら、健康づ

くりに関する事業を総合的かつ計画的に推進した。

事業内容

　南相馬市保健計画の進行管理

　　健康づくり推進協議会の開催　２回

　　保健事業の調査　　　　　　　

　健康づくりガイドブック作成　２７，５００部

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

①健康づくり推進協議会の開催回数

- 135 -

②２８，０００部

①２回

②２７，５００部②健康づくりガイドブックの作成

①集団フッ化物洗口実施回数
②歯科医師による保護者への説明会・研修会の開催
　（１０施設）

①週１回
②各１回

①幼保週５回
小学校週１回
②０回

１９回 ８回

①２回

合同説明会、意見交換会等の開催回数

251

251

251



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

04 01 01 L3 20

（前年度）

04 01 01 L6 20

（前年度）

04 01 02 L1 20

（前年度）

- 136 -

3970

食育推進事業 397

歯科保健事業 2,841 県　支出金 0

3,450

国庫支出金

地 方 債 0

そ の 他 0

健康福祉部健康づくり課

地 方 債 0

そ の 他 0

13 179,653

感染症予防事業 179,666 県　支出金 0

国庫支出金

重点３　健康づくりが盛んなまち 139,319

地 方 債 0

国庫支出金 0 2,841

重点３　健康づくりが盛んなまち 871

健康福祉部健康づくり課

健康福祉部健康づくり課

県　支出金 0

そ の 他 0

重点３　健康づくりが盛んなまち



決算書

ページ
事      業      内      容

　健康的な食生活の実践に資するため、各ライフステージにおける食育を推進した。

事業内容

　食生活改善推進員養成事業　　　　６回　　　　　２９人

　乳幼児対象の食育教室　　　　　６０回　 　１,１３３人

　成人・高齢者の栄養教室等　　　１５回　　 　 １１７人

　個別栄養相談　　　　　　　　　　　　　　　　１３４人

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

①母子関係事業実施回数

②成人関係事業実施回数

　歯と口の健康増進を図るため、ライフステージに応じた歯科健康教育や歯科健康相談、

歯科保健指導、歯科予防処置を実施した。

事業内容

　妊婦歯科健康診査助成事業　　　　　　　　　　　　　助成件数　　　１０３件

　乳幼児健診等歯科健康診査（フッ化物歯面塗布事業含む）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３９回　　受診人数　　　８１９人

　乳幼児等保健事業歯科健康教育、健康相談　６８回　　実施人数　　　８９５人

　幼稚園、保育園等歯科健康教育　　　　　　　８回　　実施人数　　　４７４人

　学童期歯科健康教育、歯科保健指導　　　　２５回　　実施人数　１，３９７人

　高齢期等歯科健康教育、歯科保健指導　　　　４回　　実施人数　　　　７３人

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

①妊婦歯科健康診査助成件数

②乳幼児歯科検診回数

③歯科健康教育・健康相談回数

　感染症の予防及び拡大防止を図るため、知識の普及啓発や定期接種を実施した。

事業内容

　定期予防接種の実施

　　二種混合、麻しん、風しん、日本脳炎、ＢＣＧ、ポリオ、四種混合、ヒブ感染症、

　　小児の肺炎球菌感染症、ヒトパピローマウイルス感染症（子宮頸がん予防）、

　　水痘、Ｂ型肝炎

　　高齢者の肺炎球菌感染症、高齢者インフルエンザ

　実施場所　市内委託医療機関、県内委託医療機関（県広域予防接種の実施）

　結核健診の実施（総合健診と同時実施）

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

①定期予防接種の実施回数

②結核健診の受診人数

①延べ２２，５００回 ①延べ２１，３８７回

②５,０００人 ②２，８４４人

- 137 -

①１００回

②１００回

①６０回

②１５回

③１００回

①１０３件

②３９回

③１０５回

①１００件

②３６回

251

251

251



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

04 01 02 L1 21

（前年度）

04 01 02 L1 22

（前年度）

- 138 -

10,109

健康福祉部健康づくり課

接種事業）

対策）

健康福祉部新型コロナ対策課

地 方 債 0

そ の 他 0

国庫支出金 2,095 4,393

感染症予防事業（緊急風しん抗体検査・予防 6,488 県　支出金 0

感染症予防事業（新型コロナウイルス感染症 128,992

国庫支出金 128,910 0

県　支出金 81

地 方 債 0

そ の 他 0

349



決算書

ページ
事      業      内      容

　風しんの予防及び拡大防止を図るため、抗体保有率の低い４０代から５０代後半の男性

に対し、抗体検査や定期接種を実施した。

事業内容

　風しんの抗体検査及び予防接種の実施（クーポン券（金券）の送付による勧奨）

　　抗体検査対象

　　　生年月日が昭和３７年４月２日から昭和５４年４月１日の男性

　　うち令和２年度の勧奨対象

　　　生年月日が昭和４１年４月２日から昭和４７年４月１日の男性

　　予防接種対象者　抗体検査により風しんの抗体がないと証明された者

　実施場所　市内委託医療機関、全国の委託医療機関（広域予防接種の実施）

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

①クーポン券発送件数

②抗体検査件数

③ワクチン接種件数

　新型コロナウイルス感染症の感染拡大を防止し、市民の生命及び健康を守るため、感染

拡大防止に関する各種情報を発信した。また、マスク等の購入が困難な状況を踏まえ、市

民へマスクを配布するとともに、市内医療機関、介護・福祉施設、学校等へマスクや消毒

液を配布した。

　さらに、新型コロナウイルスワクチン接種について、国のスケジュールに従い、希望す

る市民が遅滞なく接種を受けられるよう体制を整備した。

　 事業内容

　新型コロナウイルス感染症に関する情報発信（市長メッセージの発行等）

　マスク、アルコール消毒液の配布　

　防護服、フェイスシールド等の感染防護具の配布（医療機関用）

　円滑なワクチン接種の実施に向けた体制整備及び計画策定

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

①市長メッセージの発行（新聞折込等）

②ワクチン接種の実施

①２，５００件

②２，５００件

- 139 -

③　　１６０件③　　８００件

①３，８５８件

②　　５８９件

①２０回

―

①３４回

―

251

251



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

04 01 02 L2 20

（前年度）

04 01 02 L3 20

（前年度）

04 01 02 L5 20

（前年度）

- 140 -

そ の 他

国庫支出金 1,334 0

発熱等トリアージ外来開設事業 26,196 県　支出金 24,862

地 方 債 0

そ の 他 0

国庫支出金 0 114

364

健康福祉部健康づくり課

風しん抗体検査・風しんワクチン接種助成事 211 県　支出金 97

業 地 方 債 0

そ の 他 0

健康福祉部健康づくり課

重点３　健康づくりが盛んなまち ―

国庫支出金 0 12,336

小児用インフルエンザ予防接種支援事業 12,336 県　支出金 0

地 方 債 0

0

健康福祉部新型コロナ対策課 ―



決算書

ページ
事      業      内      容

　妊娠初期に風しんに感染することにより、胎児が難聴、先天性心疾患、白内障など（先

天性風しん症候群）を発症することを予防するため、風しん抗体検査及び風しんワクチン

接種を実施し、接種者に対しその費用を助成した。

事業内容

　対象者　　妊娠を希望する女性とその配偶者

　助成内容　風しん抗体検査及び風しん抗体未保有者への風しんワクチン等の接種

　助成額　　風しん抗体検査及び風しんワクチン接種に必要とする額

　　　　　　（１回上限額：抗体検査６，７４０円、風しんワクチン接種７，７２０円、

　　　　　　　ＭＲワクチン接種１１，２２０円）

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

①抗体検査件数

②ワクチン接種件数

　小児のインフルエンザ予防及び重症化を防ぐため、小児用インフルエンザワクチン接種

費用を助成を実施した。

事業内容

　助成の額　ワクチン接種１回につき２千円以内

　助成期間　令和２年１０月１日～令和３年１月３１日

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　新型コロナウイルスの感染が拡大している状況を踏まえ、地域の既存医療機関とは別に

発熱等のある患者を診療する仮設診療施設を設置することにより、地域における新型コロ

ナウイルス感染症の感染拡大を抑え、市民の命を守るとともに、安心して医療が提供でき

る体制の維持を図った。

　 事業内容

　対象者：南相馬市、飯舘村及び浪江町に居住する方又は南相馬市に所在する事業所等に

　　　　　通勤（通学）する方で、発熱を有する高校生以上の方

　開設場所：市立総合病院敷地内　仮設診療室（救急外来駐車場）

　診療日時：（平日）午前１０時～正午及び午後１時３０分～午後３時３０分

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

- 141 -

６，０５２件

①１５件

②１１件

①１３０件

②　４０件

６，０００件助成金交付件数

診療日数 ２４６回 ２４３回

253

253

253



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

04 01 03 F4 20

（前年度）

04 01 04 F3 20

（前年度）

04 01 05 F3 21

（前年度）

- 142 -

0 4,482

0

重点４　一円融合のコミュニティづくり 8

建設部建築住宅課

国庫支出金

国庫支出金 1,358 1,396

そ の 他 0

市民生活部生活環境課 4,581

そ の 他 0

0 9

空家等対策推進事業 9 県　支出金 0

環境保全監視事業 4,515

地 方 債 0

そ の 他

県　支出金 33

地 方 債 0

国庫支出金

健康福祉部健康づくり課

重点１　子育て世代に選ばれるまち 6,787

母子健康包括支援センター事業 4,112 県　支出金 1,358

地 方 債 0



決算書

ページ
事      業      内      容

　市内の空家等の増加による生活環境悪化の軽減及び空家等の利活用を推進するため、空

家等対策事業を実施した。

事業内容

　所有者等へ空家等の適切な維持管理の責任、重要性について周知・啓発

　市内の空家等の所有者・相続人不明物件の継続調査

　空家等データベースの庁内共有により空家等対策事業の展開を検討

　空家等対策に係る各種補助制度の検討・協議

　関係団体と連携による相談体制、管理サポート体制の構築

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

①周知・啓発回数

②補助金交付事業実施

　市内の環境保全及び公害を抑制するため、公共用水域の水質・環境騒音・自動車交通騒

音測定などを実施した。

事業内容

　水質測定　　河川（４２か所）、都市下水路（１か所）、事業所（６事業所）、

　　　　　　　産廃最終処分場（２処分場）

　騒音測定　　一般環境騒音（１０地点：小高区・鹿島区各２地点、原町区６地点）

　　　　　　　一般道路騒音（市内１４区間）

　　　　　　　高速道路騒音（各区１地点）

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　妊娠期から子育て期にわたるまでの母子保健や育児に関する悩み等に対応するため、

保健師等が専門的な見地から相談支援事業等を実施した。

事業内容

　対象　妊産婦及び就学前の乳幼児並びにその家族等

　内容　妊娠期から子育て期における来所、電話、訪問等による相談支援の実施

　　　　母子健康包括支援センター連絡会の開催　２回

        ケース会議　３８回

　　　　

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

①保健師等の配置人数

②妊産婦相談及び育児相談件数

②１回

水質測定
　①河川　②都市下水路　③事業所
　④産廃最終処分場
騒音測定
　⑤一般騒音　⑥一般道路騒音　⑦高速道路騒音

- 143 -

①２回　②２回
③２回　④３回
⑤１回　⑥１回

⑦１回

①２回　②２回
③２回　④３回
⑤１回　⑥１回

⑦１回

②０回

①２人 ①１人

②延べ１，０１６件②延べ９００件

①０回①１回

257

257

259



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

04 01 05 F4 21

（前年度）

04 01 05 L1 20

（前年度）

- 144 -

1,211 1,212

産後ケア事業 2,423 県　支出金 0

国庫支出金

母子保健事業 40,776 県　支出金 430

地 方 債 0

国庫支出金 1,132 39,214

重点１　子育て世代に選ばれるまち 320

健康福祉部健康づくり課

地 方 債 0

そ の 他 0

健康福祉部健康づくり課

そ の 他 0

重点１　子育て世代に選ばれるまち 42,742



決算書

ページ
事      業      内      容

　産後の母子に対する育児不安の軽減を図るため、妊娠期から子育て期にわたる切れ目の

ない支援の一環として、産後ケア事業を実施した。

事業内容

　委託先　　　福島県助産師会・南相馬市立総合病院

　実施内容　　日帰りケア、宿泊ケア

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　母性並びに乳幼児の健康の保持増進を図るため、妊産婦および乳幼児の健診・相談・

訪問指導・保護者の支援等を実施した。

　また、いのちの大切さや性に関する正しい知識の普及を図るため、思春期の子ども達を

対象に健康教育等を実施した。

事業内容

　妊産婦に関すること

母子健康手帳の交付　２８０件

妊産婦健康診査事業

　　前期　２７０件　後期　２７１件　３６週　２６３件

　　その他の期　２，３８６件　産後１か月　２６３件

　　妊産婦健康診査助成（償還払い）　延べ１４８件

妊産婦訪問指導　延べ４５５件

　乳幼児に関すること　

新生児聴覚検査　延べ２６４件

乳幼児訪問指導（乳児家庭全戸訪問事業、養育支援訪問事業等）　延べ６４０件

乳幼児健康診査

　４か月児健康診査　１７回　３０７人　１０か月児健康診査　１５回　２８５人

　１歳６か月児健康診査　１４回　２６４人　３歳児健康診査　１４回　２６９人

電話相談　延べ４，７６６件

　保護者への支援

育児不安をもつ親のスクリーニングシステム事業

ママの心の相談　１２回　延べ２８人

　思春期保健事業　思春期保健教室　２１校　８９８人

　母子愛育会事業

　　対象者　妊産婦　６００人　乳幼児２，６００人とその保護者等

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

①健康教育実施回数

②健康相談実施件数

- 145 -

日帰りケア・宿泊ケアの利用人数 １０人 １４人

②延べ２，１００件 ②延べ２，４４１件

259

259

①８０回 ①５６回



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

04 01 07 L1 20

（前年度）

04 01 07 L6 20

（前年度）

健康福祉部健康づくり課

- 146 -

77,641

県　支出金 1,227

そ の 他 817

108

641

国庫支出金 0 2,218

健康増進事業 3,165 県　支出金 306

地 方 債 0

重点３　健康づくりが盛んなまち 85,780

健康診査事業 79,793

地 方 債 0

そ の 他

重点３　健康づくりが盛んなまち 3,211

健康福祉部健康づくり課

国庫支出金



決算書

ページ
事      業      内      容

　がん等の早期発見、早期治療に努め、市民の健康保持増進を図るため、各種がん検診を

市内医療機関等への委託により実施した。

事業内容

　肺がん検診 受診者数  ３，９０２人　

　大腸がん検診（４０歳以上） 受診者数  ４，０５５人　

　胃がん検診（バリウム　４０歳以上）（カメラ　５０歳以上の偶数年齢）

受診者数  ２，６３６人　

　前立腺がん検診（５０歳以上の男性） 受診者数  １，４３９人　

　子宮頸がん検診（２０歳以上の偶数年齢の女性） 受診者数  １，５７６人　

　乳がん検診（４０歳以上の偶数年齢の女性） 受診者数  １，７８４人　

　骨粗鬆症検診（３０～７０歳の５歳刻みの女性） 受診者数　　  ４０５人　

　肝炎ウィルス検診（４０歳、４１歳以上の５歳刻み） 受診者数　　  ４８１人　

　健康診査（４０～７４歳の無保険等） 受診者数　　　　  ８人　

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　市民の健康の保持増進を図るため、健康に関する正しい知識の普及、健康教育・相談・

家庭訪問を行った。

　また、心身の健康づくり及び生活習慣病予防を目的に、市民が健康づくりに自ら取り組

むため健康づくりアクションプランを実施した。

事業内容

　事業所と連携した健康づくりの実施

　民間企業と協働した健康づくり推進リーダーの育成

　体重管理事業のサンサンチャレンジの実施 参加者数　４０１人

　健康づくりポイント事業（市民が健康づくりに自ら取り組むためのツール）の実施

参加者数　６２０人

（延べ１,９３７人）

　訪問指導、健康教育、相談事業等の実施

活動指標等（アウトプット） 計画 実績
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４６回

①３５か所
②１０回

集団健（検）診実施回数　

①事業所と連携したヘルスアップチャレンジ等の実施
箇所数
②健康づくり推進リーダーの養成・育成の実施回数

①１０か所
②１回

259

５６回

259



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

04 01 08 L4 20

（前年度）

04 02 01 50 19

（前年度）

- 148 -

県　支出金

15,482

浄化槽設置整備事業補助金

国庫支出金 22,031

地 方 債 0

国庫支出金 0 1,268

そ の 他 0

市民生活部生活環境課 1,208

44,243

地 方 債 0

そ の 他

6,730

0

ダイオキシン類調査事業 1,268

建設部下水道課 41,530

県　支出金 0



決算書

ページ
事      業      内      容

　大気・土壌のダイオキシン類からの健康被害を防止するため、大気・土壌のダイオキシ

ン類測定を実施した。

事業内容

　ダイオキシン類分析業務委託（大気・土壌）

　　大気測定７地点（小高区・鹿島区各１地点、原町区５地点）

　　土壌測定３地点（各区１地点）

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

ダイオキシン類分析

　①大気測定回数

　②土壌測定回数

　生活排水による公共用水域の水質汚濁を防止し、生活環境の保全及び公衆衛生の向上を

図るため、下水道事業計画区域及び農業集落排水処理事業実施区域以外の地域を対象とし

て、合併処理浄化槽を設置しようとする者、並びに入替えの際に合併槽、単独槽及びくみ

取り便槽を撤去する者に対し、補助金を交付した。

事業内容

　設置費補助

　　　　　　　設置基数　　　　　　補助金額

　　小高区　　　　７基　　　２，７６１千円

　　鹿島区　　　　９基　　　３，８６０千円

　　原町区　　　８３基　　２９，９４２千円

　　合　計　　　９９基　　３６，５６３千円

　撤去費補助　　　　　

　　　　　　　撤去基数　　　　　　補助金額

　　小高区　　　　２基　　　　　１２０千円

　　鹿島区　　　　４基　　　　　２１０千円

　　原町区　　　１５基　　　　　７５０千円

　　合　計　　　２１基　　　１，０８０千円

　配管工事費補助　　　　　

　　　　　配管工事基数　　　　　　補助金額

　　小高区　　　　３基　　　　　９００千円

　　鹿島区　　　　５基　　　１，５００千円

　　原町区　　　１４基　　　４，２００千円

　　合　計　　　２２基　　　６，６００千円

活動指標等（アウトプット） 計画 実績
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③　２２基(件)

①設置費補助件数

②　４３基(件) ②　２１基(件)

①　９９基(件)

②撤去費補助件数

①１１３基(件)

①１回 ①１回

②１回 ②１回

③配管工事費補助件数 ③　２９基(件)

261

263



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

04 02 01 F5 20

（前年度）

04 02 01 L2 20

（前年度）

- 150 -

国庫支出金 0 954

ごみ減量・リサイクル推進事業 954 県　支出金 0

市民生活部生活環境課

国庫支出金 0

県　支出金 0

そ の 他 246

重点４　一円融合のコミュニティづくり

地 方 債 0

6,180

5,740

環境美化推進事業

5,934

市民生活部生活環境課 1,323

地 方 債 0

そ の 他 0



決算書

ページ
事      業      内      容

　ごみの減量及びリサイクルの推進を図るため、座談会等による普及啓発、容器包装プラ

スチックの分別回収モデル事業の検証などを実施した。

事業内容

　ごみ分別リサイクル座談会

　容器包装プラスチック分別回収事業の検証及び準備

　　実施内容　　燃えるごみとして収集されている容器包装プラスチックの将来的な分別

　　　　　　　　回収に向けた検証及び準備としてモデル事業等を実施した。

　　　　　　　　　モデル地区　小高区大井行政区

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　地域の環境美化の向上及び保全を図るため、地域の環境美化事業を推進した。

事業内容

　環境衛生推進委員の設置（定員１８０人）

　　（設置：１７６人　小高区３７人、鹿島区４０人、原町区９９人）

　ごみ集積所環境美化の推進（カラスネット配布）

　市民クリーンデーの実施

　　（春のクリーンデーは新型コロナウイルス感染症の影響で中止した。）

　環境美化運動推進協力者表彰　　１５件（個人：８名、団体：７団体）

　ごみカレンダー、ごみ減量ガイドブックの作成

　ごみ分別アプリの配信

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

①環境衛生推進委員設置（定員１８０人）

②市民クリーンデーの実施回数

- 151 -

１４回

①１８０人 ①１７６人

②２回 ②１回

容器包装プラスチック分別回収地域説明会実施回数 １４回

263

263



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

04 02 01 L4 30

（前年度）

04 02 01 L4 50

（前年度）

- 152 -

0

0

0

重点４　一円融合のコミュニティづくり

ごみ減量・リサイクル助成事業（小高区） 181 県　支出金

地 方 債

そ の 他

重点４　一円融合のコミュニティづくり 181

小高区市民総合サービス課

0

955

鹿島区市民総合サービス課

そ の 他

地 方 債

0

国庫支出金

国庫支出金 0 181

0

880

ごみ減量・リサイクル助成事業（鹿島区） 880 県　支出金 0



決算書

ページ
事      業      内      容

　家庭ごみの減量化並びにリサイクルによる資源の再利用を図るため、資源ごみ回収を行

う団体等に対し、報奨金を交付した。

事業内容

　資源ごみ回収団体報奨金

　　事業主体　　老人会、行政区などの地域住民団体

　　交付額　　　資源ごみ回収量１ｋｇ当たり５円

　　交付団体数　５団体

　　回収量　　　紙類　　　　　　３３，８０４ｋｇ

　　　　　　　　ビン類　　　　　　　　２０７ｋｇ

　　　　　　　　金属類　　　　　　１，０４６ｋｇ

　　　　　　　　繊維類　　　　　　　　　　０ｋｇ

　　　　　　　　ペットボトル　　　１，０４５ｋｇ

　　　　　　　　合計　　　　　　３６，１０２ｋｇ

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　家庭ごみの減量化並びにリサイクルによる資源の再利用を図るため、資源ごみ回収を行

う団体等に対し、報奨金を交付した。

事業内容

　資源ごみ回収団体報奨金

　　事業主体　　老人会、行政区などの地域住民団体

　　交付額　　　資源ごみ回収量１ｋｇ当たり５円

　　交付団体数　９団体

　　回収量　　　紙類　　　　　１４８，７１６ｋｇ

　　　　　　　　ビン類　　　　　　１，８６８ｋｇ

　　　　　　　　金属類　　　　　１６，７１６ｋｇ

　　　　　　　　繊維類　　　　　　　　　　０ｋｇ

　　　　　　　　ペットボトル　　　８，７５０ｋｇ

　　　　　　　　合計　　　　　１７６，０５０ｋｇ

活動指標等（アウトプット） 計画 実績
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３６．１ｔ資源ごみ回収量 ３１．２ｔ

263

263

資源ごみ回収量 １５０ｔ １７６ｔ



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

04 02 01 L4 70

（前年度）

04 02 02 21 20

（前年度）

04 02 02 F1 20

（前年度）

- 154 -

市民生活部生活環境課

県　支出金

地 方 債 0

そ の 他 159,112

0 14,743

塵芥処理施設管理運営事業 173,855 県　支出金 0

国庫支出金

市民生活部生活環境課

0

―

国庫支出金 0 2,368

市民生活部生活環境課 155,007

そ の 他 0

地 方 債 0

重点４　一円融合のコミュニティづくり 2,763

ごみ減量・リサイクル助成事業（原町区） 2,368 県　支出金 0

地 方 債 115,500

そ の 他 38,500

国庫支出金 0 0

塵芥処理施設大規模改修事業 154,000



決算書

ページ
事      業      内      容

　家庭ごみの減量化並びにリサイクルによる資源の再利用を図るため、資源ごみ回収を行

う団体等に対し、報奨金を交付した。

事業内容

　資源ごみ回収団体報奨金

　　事業主体　　老人会、行政区などの地域住民団体

　　交付額　　　資源ごみ回収量１ｋｇ当たり５円

　　交付団体数　５０団体

　　回収量　　　紙類　　　　　４１１，７９０ｋｇ

　　　　　　　　ビン類　　　　　　３，６２２ｋｇ

　　　　　　　　金属類　　　　　３０，５７４ｋｇ

　　　　　　　　繊維類　　　　　　１，８１５ｋｇ

　　　　　　　　ペットボトル　　２０，８４０ｋｇ

　　　　　　　　合計　　　　　４６８，６４１ｋｇ

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　一般廃棄物・事業系一般廃棄物の適切な処理を行うため、クリーン原町センターの維持

管理を実施した。

事業内容

　各種公害防止のための測定業務委託に要する経費

　焼却時に使用する各種工業薬品等の購入（消石灰、キレート剤等）に要する経費

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　一般廃棄物・事業系一般廃棄物の適切な処理を行うため、クリーン原町センターの大規

模改修を実施した。

事業内容

　塵芥処理施設の煙突内筒の大規模改修に要する経費

　　工期　　　　　令和２年９月７日～令和３年１１月３０日

　　全体事業費　　３０８，０００千円
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①ばいじん測定（１・２号炉）
②ダイオキシン類測定

①１号炉１２回
　２号炉１２回

②１回

①１号炉１１回
　２号炉１２回

②１回

資源ごみ回収量 ８００ｔ ４６９ｔ

263

263

265



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

04 02 02 F2 20

（前年度）

04 02 02 F5 20

（前年度）

04 02 02 F5 40

（前年度）

- 156 -

国庫支出金 0 118

不法投棄対策事業（小高区） 118 県　支出金 0

市民生活部生活環境課 ―

0 785

不法投棄対策事業 785 県　支出金 0

国庫支出金 0 8,228

国庫支出金

そ の 他 0

衛生施設更新準備事業 8,228 県　支出金 0

地 方 債 0

市民生活部生活環境課 518

地 方 債 0

そ の 他 0

小高区市民総合サービス課

地 方 債 0

そ の 他 0

1,359



決算書

ページ
事      業      内      容

　最終処分場の埋め立て可能残余量と廃棄物処理施設の耐用年数から、現存施設の使用可

能年数が今後１０年余であることから、新たな施設建設に向けて準備を行った。

事業内容

　一般廃棄物処理施設候補地選定業務委託

　　　市内において、一般廃棄物処理施設に必要な面積・立地条件・費用など多角面から

　　検証を行い、建設候補地の抽出を行った。

　　　委託期間　　令和２年５月１４日～令和３年３月１７日

　　　委託費　　　８，１７１千円

　南相馬市一般廃棄物処理施設建設候補地選定委員会

　　　より広く市民の意見を取り入れるため、候補地選定委員会を設置し会議を２回開催

　　した。

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　不法投棄対策のため、市民へ啓発を図るとともに、不法投棄監視員を配置し、監視体制

を強化した。

事業内容

　不法投棄監視員による不法投棄の監視等の実施

　不法投棄監視員配置　３１人（小高区６人、鹿島区１０人、原町区１５人）

　　※令和２年度より、小高区に不法投棄監視員の配置を再開した。

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　不法投棄対策のため、市民へ啓発を図るとともに、小高区内の不法投棄物の回収、処理

対応を行った。

事業内容

　不法投棄抑止看板設置

　不法投棄物の回収及び処理業者への引き渡し等

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

①専門回収員の設置

②不法投棄物回収・処理

③抑止看板の設置
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③３０か所③１２か所

建設候補地選定

①１人 ①１人

②週１回以上 ②週１回以上

候補地抽出 候補地抽出

不法投棄監視員の配置人数 ３１人 ３１人

265

265

265



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

04 02 02 F5 60

（前年度）

04 02 02 F5 80

（前年度）

04 05 01 50 20

（前年度）
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0地 方 債

0

鹿島区市民総合サービス課

健康福祉部健康づくり課

271

0 982

不法投棄対策事業（原町区） 982 県　支出金 0

国庫支出金

そ の 他

重点２　多様な人材が活躍するまち 11,871

市民生活部生活環境課 3,748

地 方 債 0

そ の 他 0

国庫支出金 0

181

不法投棄対策事業（鹿島区） 271 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 73,922

国庫支出金 0 0

地域医療提供体制整備事業補助金 73,922 県　支出金 0



決算書

ページ
事      業      内      容

　不法投棄対策のため、市民へ啓発を図るとともに、鹿島区内の不法投棄物の回収、処理

対応を行った。

事業内容

　不法投棄抑止看板設置

　不法投棄物の回収及び処理業者への引き渡し等

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

①専門回収員の設置

②不法投棄物回収・処理

③抑止看板の設置

　不法投棄対策のため、市民へ啓発を図るとともに、原町区内の不法投棄物の回収、処理

対応を行った。

事業内容

　不法投棄抑止看板設置

　不法投棄物の回収及び処理業者への引き渡し等

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

①専門回収員の設置

②不法投棄物回収・処理

③抑止看板の設置

　市民の健康と福祉の増進に寄与するため、市内に不足している診療科を新たに開設する

又は、地域医療体制を確保するための既設する医師又は医療法人に対し、開設、改修等に

にかかる費用の一部を補助金として交付した。

事業内容

　不足する診療科の開設費用（工事請負費、委託料、建物の取得等）の補助

　　補助率　　１／２（上限５０，０００千円）

　　交付対象　１施設（市内に不足する診療科を開設する診療所の医師及び病院を開設す

　　　　　　　　　　　る法人）

　既存診療所の医療機器更新等に対する補助

　　補助率　　１／２（上限５，０００千円）

　　交付対象　３施設

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

③１０か所 ③１０か所

補助金交付件数

①１人

①１人

②週１回以上

③４０か所 ③９８か所

①１人

②週１回以上 ②週１回以上

４件 １０件

②週１回以上

①１人

265

265

267

- 159 -



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

04 05 01 F1 20

（前年度）

04 05 01 F2 20

（前年度）

04 05 01 F4 20

（前年度）

7,544 県　支出金 7,039

地 方 債

国庫支出金 0

そ の 他 0

地 方 債

健康福祉部健康づくり課 11,811

国庫支出金 0 601

被災市町村健康推進事業 11,866 県　支出金 8,606

0

そ の 他 2,659

健康福祉部健康づくり課

0

505

保健医療専門職等雇用事業

地 方 債 0

重点３　健康づくりが盛んなまち 931
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健康福祉部健康づくり課

9,509

県外避難者健診体制整備事業 725 県　支出金 715

国庫支出金 0 10

そ の 他 0



決算書

ページ
事      業      内      容

　東日本大震災及び原子力災害による被災者の健康状態の悪化予防や健康不安の軽減を図

るため、保健医療専門職を雇用した。

事業内容

　各種健康教室、相談、訪問のための看護師、栄養士の雇用

　　雇用人数　　フルタイム職員（看護師）　　　１人

　　　　　　　　フルタイム職員（管理栄養士）　１人

　　　　　　　　パートタイム職員（看護師）　　２人

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

雇用人数

　東日本大震災及び原子力災害による被災者の健康状態の悪化予防や健康の保持・増進、

健康不安の軽減、住民同士の交流を図るため、健康状態の把握や各種指導、相談等、健康

支援事業を実施した。

事業内容

　災害及び復興公営住宅等に入居する被災者への健康支援

　被災乳幼児健康相談（避難乳幼児アンケート）

　帰還者等への健康支援事業（訪問、健康教室、健康相談等）

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

①避難者等への訪問による相談件数

②健康教室等の回数

　東日本大震災及び原子力災害による健康不安の軽減や健康の保持増進を図るため、定期

的な健（検）診受診により自分の健康状態を確認し必要な対処をしていけるよう県外避難

者の健（検）診機会を確保した。

事業内容

　全国展開している健（検）診機関への県外避難者に対する健（検）診案内の発送

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

①受診案内通知発送件数

②結果通知発送件数

①６３６人

②　２０回 ②１２２回
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①５００人

①１，０００通 ①７５０通

②　　２００通 ②１１０通

　①フルタイム職員（看護師）　 ①１人 ①０人

　②フルタイム職員（管理栄養士）　 ②１人 ②１人

　③パートタイム職員（看護師） ③２人 ③３人

267

267

267



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

04 05 02 51 20

（前年度）

04 05 04 F1 40

（前年度）

04 05 04 F1 60

（前年度）

地 方 債 0

3,498

建設部下水道課 13,100

- 162 -

そ の 他

国庫支出金 0

ごみ集積所整備助成事業（鹿島区） 1,358 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 1,358

鹿島区市民総合サービス課 875

0 1,164

浄化槽設置整備復興事業補助金 4,662 県　支出金 0

国庫支出金

0

国庫支出金 0 0

ごみ集積所整備助成事業（小高区） 953 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 953

小高区市民総合サービス課 4,042



決算書

ページ
事      業      内      容

　東日本大震災により被害を受けた者に対する住宅等の再建を支援するとともに、生活排

水による公共用水域の水質汚濁を防止するため、低炭素社会対応型合併処理浄化槽を設置

する者、並びに被災し使用不能となった合併槽、単独槽及びくみ取り便槽を撤去する者に

対し、補助金を交付した。

事業内容

　設置補助

　　　　　　　設置基数　　　　　　補助金額

　　小高区　　　　５基　　　１，７４２千円

　　鹿島区　　　　０基　　　　　　　０千円

　　原町区　　　　７基　　　２，９２０千円

　　合　計　　　１２基　　　４，６６２千円

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

①設置費補助件数

②撤去費補助件数

　ごみ集積所の周辺環境美化を促進するため、ごみ集積所を整備した団体に対し、報奨金

を交付した。

事業内容

　ごみ集積所の整備に係る経費に対する報奨金

　　事業主体　　　ごみ集積所を整備した団体（行政区、隣組等）

　　交付額　　　　事業費の９／１０

　　交付上限額　　１５０千円

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　ごみ集積所の周辺環境美化を促進するため、ごみ集積所を整備した団体に対し、報奨金

を交付した。

事業内容

　ごみ集積所の整備に係る経費に対する報奨金

　　事業主体　　　ごみ集積所を整備した団体（行政区、隣組等）

　　交付額　　　　事業費の９／１０

　　交付上限額　　１５０千円

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

７件ごみ集積所整備事業報奨金交付件数 ５件
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①６１基（件）

②　５基（件）

①１２基（件）

②　０基（件）

ごみ集積所整備事業報奨金交付件数 ２０件 １２件

267

269

269



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

04 05 04 F1 80

（前年度）

04 06 01 F1 20

（前年度）

04 06 01 F2 20

（前年度）

国庫支出金 0 0

そ の 他 0

健康福祉部健康づくり課 26,375

13,585 県　支出金 0

地 方 債 0

ごみ集積所整備助成事業（原町区） 5,160 県　支出金 0

地 方 債 0

国庫支出金 13,585 0

健康管理支援事業（個人線量計）

そ の 他

放射線被ばく検診事業 43,208 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

健康福祉部健康づくり課 73,098

5,160

市民生活部生活環境課 3,850

国庫支出金 43,156 52

- 164 -



決算書

ページ
事      業      内      容

　ごみ集積所の周辺環境美化を促進するため、ごみ集積所を整備した団体に対し、報奨金

を交付した。

事業内容

　ごみ集積所の整備に係る経費に対する報奨金

　　事業主体　　　ごみ集積所を整備した団体（行政区、隣組等）

　　交付額　　　　事業費の９／１０

　　交付上限額　　１５０千円

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　原子力災害に伴う市民の放射線に対する健康不安を軽減するため、個人積算線量計によ

り外部被ばく線量を測定した。

　また、放射線専門家等による放射線健康対策委員会を開催し、内部・外部被ばく検査結

果における放射線の健康影響を分析検討し、その内容を市民に情報提供した。

事業内容

　個人積算線量測定

　　対象者　本市に住所を有する者（平成２３年３月１１日以降の転出者含む）

　　　　　　本市に避難登録している者

　　　　　　市外住所を有し、本市に通学、通勤している者

　放射線健康対策委員会　年３回

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

①外部被ばく測定回数

②放射線健康対策委員会開催回数

　原子力災害に伴う市民の放射線に対する健康不安を軽減するため、ホールボディカウン

ターを用いた内部被ばく検診を実施した。

事業内容

　内部被ばく検診（１８歳以下の者は年２回、１８歳超の者は年１回実施）

　　対象者　　本市に住所を有する者（平成２３年３月１１日以降の転出者含む）

　　　　　　　本市に避難登録している者

　　　　　　　市外住所を有し、本市に通学、通勤している者

　　検診内容　問診、検査、診察

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

ごみ集積所整備事業報奨金交付件数 ５０件 ４６件

①内部被ばく検診実施回数
②検診人数
③ベビースキャン数

①１８歳以下　２回
　１８歳超　　１回
②５，６４０人
③５２０人

①１８歳以下　２回
　１８歳超　　１回
②３，９６６人
③１９６人

①４回

②３回

①４回

②２回

269

269

269
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令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

04 06 01 F8 20

（前年度）

04 06 02 F1 20

（前年度）

04 06 02 F2 20

（前年度）

食品等放射能簡易分析事業 36,041 県　支出金 182

0

そ の 他 0

放射線健康相談事業 3,130

地 方 債

国庫支出金 3,127 3

県　支出金 0

そ の 他 0

市民生活部生活環境課 19,903

飲用井戸水核種濃度及び水質測定事業 23,575 県　支出金 0

地 方 債 0

健康福祉部健康づくり課 13,071

国庫支出金 23,575 0

市民生活部生活環境課 30,907

地 方 債 0

そ の 他 0

国庫支出金 35,859 0
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決算書

ページ
事      業      内      容

　原子力災害に伴う市民の放射線に対する健康不安を軽減するため、放射線情報紙の発行

等により情報提供を行った。

事業内容

　放射線情報紙　年４回発行

　放射線モニタリング測定調査

　放射線出張講座・座談会の開催

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

①放射線情報紙の発行回数

②放射線モニタリング測定箇所数

③放射線出張講座・座談会の開催回数

　食に対する安全・安心の確保を図るため各施設に食品等放射能簡易分析装置を配置し、

自家消費野菜等の検査を行った。

事業内容

　配置場所　９か所（各生涯学習センター及び小高区役所）

　配置台数　２１台

　対象品目　自家消費野菜等（一般流通ルート上に無いもの）（摂取制限等品目も含む）

　検査結果　セシウム検出件数　検査件数２，１０８件中　８５１件

　　　　　　上記のうち１００ベクレル／ｋｇ超過件数　　２４９件

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　生活に不可欠な井戸水の放射性物質への不安軽減と水質に関する安全性の確認をするた

め、飲用井戸水の放射性核種濃度及び水質検査を実施し、その結果を公表した。

事業内容

　放射性核種測定（ヨウ素、セシウム１３４・１３７）

　水質測定（一般細菌、大腸菌など　１４項目）

　検査結果　放射性物質検出件数　　　検査件数８９３件中　　　　　０件

　　　　　　水質項目別基準超過件数　検査件数８９３件中　延べ３１０件

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

①飲用井戸水核種濃度及び水質測定回数

②測定件数

①１回 ①１回

２，１０８件

②８９３件

①４回

②２４か所

③３回

①４回

②０か所

③０回

②９００件

自家消費野菜等の検査件数 ４，２５０件
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令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

04 06 02 F3 20

（前年度）

04 06 02 F7 20

（前年度）

04 06 02 R2 40

（前年度）

32,555 0

焼却灰等一時保管対策事業 104,215 県　支出金 0

地 方 債 0

大気浮遊じんモニタリング事業 22,738 県　支出金 22,738

市民生活部生活環境課 113,693

地 方 債 0

そ の 他 71,660

国庫支出金 0 0

国庫支出金

市民生活部生活環境課 22,542

地 方 債 0

そ の 他 0

そ の 他 727

復興１　旧避難指示区域の再生 659

小高区市民総合サービス課

みんなで草刈ポイント事業 727 県　支出金 0

国庫支出金 0 0
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決算書

ページ
事      業      内      容

　生活環境の保全及び市民の安全・安心を図るため、原子力事故により放射能の影響を受

けた焼却灰等について適正な保管及び処理を行うとともに、放射性物質の測定を実施した。

事業内容

　焼却処理施設、最終処分場、し尿処理施設における放射性物質測定業務委託

　（焼却灰、飛灰、排ガス、放流水等）

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

①保管灰処分量

②仮保管施設撤去

　放射性物質に対する不安軽減を図るため、大気中に浮遊している粉じんの放射能濃度を

を測定するとともに、有識者による評価を行ったうえで測定結果の公表を行った。

事業内容

　市内１０地点での放射能濃度測定

　広報みなみそうま・市ホームページでの公表

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

①放射能濃度測定回数

②測定場所数

　地域住民の自発的な生活環境の維持・改善意欲の増進を図るため、草刈りを実施した行

政区等の団体が、その対価を草刈りの費用に充てたり、地域コミュニティの親睦を深めた

りすることに使用できるポイント事業を実施した。

事業内容

　事業主体　旧避難指示区域の行政区等の団体

　実施内容　草刈り１回当たり１人時間分の賃金及び機械損料を報奨金として支給

　　　　　　報奨金は、ポイントを金額換算し、草刈機の消耗品等を購入できる商品券と

　　　　　　して交付

実施団体 延べ２９団体（実団体数２０団体）

参加者 ４２６人、協力者　３０人、草刈機　３８３台

商品券 交付　８７６千円、使用　７２２千円、使用率　８２．４％

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

２９件３０件草刈ポイントの付与件数

①７５０ｔ ①７４７．６ｔ

②１列 ②１列

①週１回 ①週１回

②１０地点 ②１０地点
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令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

04 06 04 F2 20

（前年度）

05 01 01 54 20

（前年度）

05 01 01 55 20

（前年度）

重点２　多様な人材が活躍するまち

経済部商工労政課

重点１　子育て世代に選ばれるまち ―

地 方 債 0

そ の 他 0

0

国庫支出金 0 1,308

魅力ある職場環境づくり事業補助金 1,308 県　支出金 0

市民生活部生活環境課 18,549

地 方 債 0

そ の 他 503

国庫支出金 0 22,543

有害鳥獣焼却処理事業 23,046 県　支出金

国庫支出金 14,356 0

新型コロナウイルス感染症対策雇用調整助成 14,356 県　支出金 0

金 地 方 債 0

そ の 他 0

―

経済部商工労政課
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決算書

ページ
事      業      内      容

　原子力災害により増加した有害鳥獣を安全かつ適正に処理するため、焼却処理を実施し

た。

事業内容

　有害鳥獣の焼却処理（運転・維持管理業務委託）

　対象有害鳥獣　ニホンザル、イノシシ、アライグマ、ハクビシン、タヌキ

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　市内企業で働く労働者の定着を図るため、人材育成や育児休暇・介護休暇等の取得促進、

休憩所の設置や事務所のバリアフリー化など、働きやすく、魅力的な職場づくりに取り組

む市内事業者に対し、補助金を交付した。

事業内容

　就労者やりがい創出事業

　　対象者　　中小企業者

　　対象事業　人材育成、育児・介護休暇取得促進、福利厚生の向上に資する事業

　　補助率　　１／２（上限３００千円）

　労働環境整備事業

　　対象者　　中小企業者

　　対象事業　従業員の休憩所、更衣室等の新設及び事務室棟のバリアフリー化改修

　　補助率　　１／２（上限１，０００千円）

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

補助金交付件数

　①就労者やりがい創出事業

　②労働環境整備事業

　新型コロナウイルス感染症の影響を受け、事業活動の縮小を余儀なくされた事業所に対

し、雇用状況の安定を図るため、雇用する労働者を一時的に休業させるなど、労働者の雇

用維持を図った場合に、休業手当等の一部を助成した。

事業内容

　雇用調整助成金

　　補助率　１／８

　交付申請書類の作成支援

　　補助率　１／２（上限５０千円）

　

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

助成金交付件数

　①雇用調整助成金　

　②交付申請書類の作成支援

➀　３件

②６０件

➀　４件

②３１件

①５件

②１件 ②２件

➀２件

焼却頭数 １，５００頭 ３，９００頭
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令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

05 01 01 F1 20

（前年度）

05 01 01 F2 20

（前年度）

05 01 01 F5 20

（前年度）

国庫支出金 0 2,660

経済部商工労政課

そ の 他 0

―

経済部商工労政課

国庫支出金 540 0

そ の 他 9,474

重点２　多様な人材が活躍するまち 1,079

外国人活躍推進事業 9,474

地 方 債 0

国庫支出金 0 0

県　支出金 0

新型コロナウイルス感染症対策雇用支援制度 540 県　支出金 0

相談事業 地 方 債 0

経済部商工労政課

そ の 他 0

重点２　多様な人材が活躍するまち 2,344

市内事業所情報発信事業 2,660 県　支出金 0

地 方 債 0
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決算書

ページ
事      業      内      容

　南相馬市外国人活躍推進協議会を運営し、外国人材の受入れや共生に向けた環境整備が

適切になされるよう、関係機関において情報共有や相互連携を図った。

　また、市内事業所の外国人雇用に対する支援を行うとともに、市内に在住または在住を

希望する外国人の生活に関わる様々な相談に対する支援を行うため、南相馬市国際交流協

会に対し、「外国人活躍推進事業負担金」を支出した。

事業内容

　南相馬市外国人活躍推進協議会の運営

　「外国人活躍推進事業負担金」の支出

　南相馬市国際交流協会の主な取組内容

　　雇用のマッチング支援

　　外国人材獲得セミナーの開催

　　外国人留学生合同企業説明会

　　生活支援ハンドブック作成

　　日本語学習講座の開催

　　コミュニティ形成の取組

　　日本語ボランティア講師の育成講座の開催

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

①外国人材獲得セミナーの開催回数

②外国人留学生合同就職面接会等の開催回数

③日本語学習講座の開催回数

　新型コロナウイルス感染症の影響を受け、事業活動の縮小を余儀なくされた事業者が、

雇用調整助成金等の支援制度を円滑に活用できるように、社会保険労務士による相談窓口

を設置した。

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　新規高校卒業者の地元定着を図るとともに進学等で転出した者等のＵＩターン就職を促

すため、市内事業者の魅力や求人情報などの事業者情報を分かりやすく発信するポータル

サイトを運営した。

事業内容

　みなみそうま就職ナビウェブサイト管理運営業務委託

　（新規企業の掲載及び登録企業の企業情報や就職情報の発信）

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

①　１回

②　２回

③４８回

①　２回

②　７回

③４５回

雇用調整助成金等の雇用支援に関する相談窓口の設置
日数

　２０日
１２日

（相談件数 ２７件）

新規企業の掲載数
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令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

05 01 01 F6 20

（前年度）

05 01 01 F7 20

（前年度）

　

05 01 01 F8 20

（前年度）

経済部商工労政課

そ の 他 0

重点２　多様な人材が活躍するまち 1,192

中小企業若年労働者定着支援事業 891

地 方 債 0

国庫支出金 0 891

県　支出金 0

重点２　多様な人材が活躍するまち 261

経済部商工労政課

ＵＩターン就職支援助成事業 1,203 県　支出金 0

国庫支出金 0 1,203

地 方 債 0

そ の 他 0

重点２　多様な人材が活躍するまち 34,050

多様な働き方と人づくり支援事業 37,980

国庫支出金 18,754 19,226

県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

経済部商工労政課
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決算書

ページ
事      業      内      容

　新卒就労者等の職場定着を促し、離職率の低下を図るため、市内中小企業で働く新卒勤

労者等を対象に、メンタルケアやコミュニケーション能力向上のための研修会開催や訪問

による個別相談等を実施するとともに、市内高等学校の就職希望者へ社会人になるための

準備についてガイダンス等を実施した。

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

①合同研修会の開催回数

②訪問による個別相談人数

③高校生向けガイダンス開催回数

　市内事業所の労働力不足を解消するため、市外からの就職希望者に対して、みなみそう

ま就職ナビウェブサイトに求人を掲載している事業所への就職活動に要する交通費及びそ

の事業所に就職して市内へ転居するために要する費用の一部を助成した。

事業内容

　就職活動交通費助成金

　　補助率　２／３（上限１００千円、１回限り）

　市内への転居費用助成金

　　補助率　１０／１０（上限　県内３００千円、県外６００千円）

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

助成金交付件数

　①就職活動交通費助成金助成件数 ①　２件

　②市内への転居費用助成金助成件数 ②　７件

　市内企業の人手不足を解消するため、時間や場所にとらわれない働き方の普及を図り、

育児や介護等で働いていない女性など非労働力人口からの労働力を増やす取り組みを実施

した。

事業内容

　多様な働き方と人づくり支援事業業務委託

　　ソフト事業の運営と施設の管理業務

　　クラウドソーシング講座

　　写真の撮影販売講座

　　ハンドメイド作品販売講座

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

１９回

①年２回

②年１０名程度

③年４回

①年２回

②年９名

③年５回

①１０件

②　７件

講座開催回数 １９回
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令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

05 02 01 50 20

（前年度）

06 01 03 51 20

（前年度）

国庫支出金 0 0

農業次世代人材投資事業補助金 4,893 県　支出金 4,893

国庫支出金 0 0

人材確保のための奨学金返還支援事業補助金 1,003 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 1,003

重点２　多様な人材が活躍するまち 444

経済部商工労政課

地 方 債 0

そ の 他 0

- 176 -
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経済部農政課
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決算書

ページ
事      業      内      容

　若者等のＵＩターン就職など市外からの流入促進と定着を図り、市内で不足する人材を

確保するため、奨学金の借入れがあり市内事業所等へ就職し定住する方に対し、奨学金返

還のための補助金を交付した。

事業内容

　奨学金返還支援補助金

　　補助金額　前年度に返還した奨学金相当（上限１８０千円）

　　補助期間　修学期間の２倍まで（最大８年間）

　　補助対象　市が指定する産業の事業所等へ就職し継続して就労かつ市内へ居住する方

　就職奨励金

　　補助金額　４００千円

　　補助対象　奨学金返還支援補助金の対象者のうち、保育士・看護師として、６か月以

　　　　　　　上継続して勤務、居住し、今後も継続して勤務、居住する方

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

補助金交付件数

　①奨学金返還支援補助金

　②就職奨励金

　就農者の定着を図るとともに、担い手に誘導するため、経営の不安定な新規就農者に対

し、補助金を交付した。

事業内容

　補助金額　１，５００千円×２名

　　　　　　１，１４３千円×１名

　　　　　　　　７５０千円×１名

　補助期間　最長５年間

　補助件数　４件

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

①３件

②３件

①２件

②２件

補助金交付件数 ６件

- 177 -

273

277

４件



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

06 01 03 52 60

（前年度）

06 01 03 54 20

（前年度）

06 01 03 58 20

（前年度）

国庫支出金 0 0

そ の 他 3,086

経済部農政課

県　支出金 1,026

地 方 債 0

そ の 他 0

経済部農政課 ―

国庫支出金 0 343

環境保全型農業直接支払交付金 1,369

水田農業改革支援事業補助金 15,768 県　支出金 12,682

重点２　多様な人材が活躍するまち

経済部農政課

そ の 他 0

450

農業後継者育成対策実践活動事業補助金（鹿 200 県　支出金 0

島区） 地 方 債 0

国庫支出金 0 200

14,289

地 方 債 0

- 178 -



決算書

ページ
事      業      内      容

　経営者及び担い手としての資質向上や育成を図るため、農業後継者及び新規就農者で組

織された団体が実施する農業技術向上のための勉強会・販売活動等の農業経営戦略上のシ

ミュレーションと位置付けた組織活動に対し、補助金を交付した。

事業内容

　事業主体　　農業後継者団体ＡＳＫ

　補 助 率　　定額

　内　　容　　講演会・勉強会の開催、販売活動

　補助金額　　２００千円

　補助金交付団体数　１団体

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

   農業生産に由来する環境負荷を軽減し、地球温暖化防止や生物多様性保全等に資する環

境保全型農業を推進するため、環境保全型農業に取り組む農業者団体に対し、補助金を交

付した。

事業内容

　事業主体　　農事組合法人あいアグリ太田、福島県環境保全稲作研究会南相馬班

　補 助 率　　定額

　内　　容　　有機農業の実践

　補助金額　　１，３６９千円

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　農業者を対象とする国の経営所得安定対策に係る申請支援等を行う南相馬市地域農業再

生協議会に対し、補助金を交付した。

事業内容

　事業主体　南相馬市地域農業再生協議会

　補助率　　定額

　補助金額　１５，７６８千円

　補助金交付団体数　１団体

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

補助金交付件数

補助金交付件数

補助金交付件数 １件

- 179 -

277

277

277

２件 ２件

１件 １件

１件



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

06 01 03 59 20

（前年度）

06 01 03 61 20

（前年度）

06 01 03 62 20

（前年度）

県　支出金 53,116

そ の 他 0

経済部農政課 ―

地 方 債 0

国庫支出金 19,308 0

チャレンジ作物支援事業補助金

地 方 債 0

そ の 他 0

経済部農政課 232

0

1,000 県　支出金 1,000

経済部農政課

0 0

施設園芸産地力強化支援事業

国庫支出金

機構集積協力金交付事業 53,116

0 0

そ の 他 0

地 方 債 0

19,308 県　支出金

―

国庫支出金

- 180 -



決算書

ページ
事      業      内      容

　南相馬市農林水産業再興プラン等に位置付けるチャレンジ作物の産地化を図るため、新

たにチャレンジ作物を作付けする農業者等に対し、補助金を交付した。

事業内容

　対象作物　　　トマト、キュウリほか　全１３品目

　補助対象経費　種苗費、ハウス整備費

　補助率　　　　種購入　２／３以内、苗購入　１／２以内

　事業主体　　　農業者、農業法人、集落営農組織、生産部会、農業協同組合等

　補助金額　　　１９，３０８千円

　補助金交付件数　　４９件

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　施設園芸産地力の強化を図るため、園芸作物の施設化等に取り組む農業法人等に対し、

良質な水源確保に係る経費について補助金を交付した。

事業内容

　事業主体　プランテーション小高合同会社

　補 助 率　１／２

　内　　容  井戸の掘削  　　　

　補助金額　１，０００千円

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　農地中間管理事業を通じて担い手への農地集積・集約化に協力する者に対して、機構集

積協力金を交付した。

事業内容

　交付対象

　　地域集積協力金　５地区　４４，８３８千円（１９，２２５ａ）

　　（原町東、片草、小高東部（泉沢）、小高東部（女場）、飯崎）

　　経営転換協力金　６８戸　８，２７８千円（５，５１９ａ）

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

①地域集積協力金の交付地区数

②経営転換協力金の交付戸数

補助金交付件数

補助金交付件数 １件

①５地区

- 181 -

277

277

277

②１０７戸

２０件 ４９件

１件

②６８戸

①５地区



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

06 01 03 64 60

（前年度）

06 01 03 73 80

（前年度）

国庫支出金 0

そ の 他 0

国庫支出金 0

経済部農政課 1,425

1,590

県　支出金 0

地 方 債 0

69

認定農業者経営改善ステップアップ事業補助

地 方 債

69 県　支出金 0

麦・大豆品質向上対策事業補助金（原町区） 1,590

重点２　多様な人材が活躍するまち

経済部農政課

金（鹿島区）

127

0

そ の 他 0

- 182 -



決算書

ページ
事      業      内      容

　鹿島区内における認定農業者が、会員相互に連携し、地域の抱える課題などを自身の経

営改善と照らし合わせ、解決していくために必要な活動に対し、補助金を交付した。

事業内容

　事業主体　南相馬市鹿島区認定農業者経営改善研究会

　補 助 率　定額

　内　　容　優良経営体の先進地視察研修、講演会の開催等

　補助金額　６９千円

　補助金交付団体数　１団体

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　転作作物として定着が見込まれる麦・大豆の品質向上を図るため、無人ヘリ等による病

害虫の適期防除を実施する事業者に対し、補助金を交付した。

事業内容

　事業主体　原町区病害虫防除団

　防除面積　小麦　８８．０ｈａ　２回散布

　　　　　　大豆　９８．９ｈａ　２回散布

　事業費　　４，７７０千円

　補助率　　１／３以内

　補助金額　１，５９０千円

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

２件

１件

補助金交付件数 ２件

補助金交付件数 １件

- 183 -

277

277



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

06 01 03 80 30

（前年度）

06 01 03 80 50

（前年度）

1,096

県　支出金

そ の 他 0

国庫支出金 0 197

県　支出金 0

地 方 債 0

経済部農政課

462

復興１　旧避難指示区域の再生

区）

そ の 他

261

有害鳥獣被害防止総合対策事業補助金（鹿島 197

区）

有害鳥獣被害防止総合対策事業補助金（小高 1,096

経済部農政課

0

国庫支出金 0

0

- 184 -

地 方 債 0



決算書

ページ
事      業      内      容

　有害鳥獣被害の防止を図るため、防護柵設置、狩猟免許取得・更新及び狩猟の安全教育

や技術向上の取組に対し、補助金を交付した。

事業内容

　防護柵設置事業　　　　　　補助率　農業者組織等（３戸以上）　　　１／２以内

　　　　　　　　　　　　　　　　　　農業者　　　（個人）　　　　　１／３以内

　狩猟免許取得支援事業　　　補助率　狩猟免許試験予備講習会受講料　定額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　狩猟免許受験手数料　　　　　　定額

　地域活動支援事業　　　　　補助率　有害鳥獣被害防止対策経費　　　定額

　狩猟免許更新支援事業　　　補助率　狩猟免許更新手数料　　　　　　定額

　捕獲活動技術向上支援事業　補助率　射撃場使用料　　　　　　　　　定額

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

補助金交付件数

　有害鳥獣被害の防止を図るため、防護柵設置、狩猟免許取得・更新及び狩猟の安全教育

や技術向上の取組に対し、補助金を交付した。

事業内容

　防護柵設置事業　　　　　　補助率　農業者組織等（３戸以上）　　　１／２以内

　　　　　　　　　　　　　　　　　　農業者（個人）　　　　　　　　１／３以内

　狩猟免許取得支援事業　　　補助率　狩猟免許試験予備講習会受講料　定額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　狩猟免許受験手数料　　　　　　定額　　

　地域活動支援事業　　　　　補助率　有害鳥獣被害防止対策経費　　　定額　　

　狩猟免許更新支援事業　　　補助率　狩猟免許更新手数料　　　　　　定額　　

　捕獲活動技術向上支援事業　補助率　射撃場使用料　　　　　　　　　定額　　

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

補助金交付件数

①　６件

③１０件 ③１７件

　④狩猟免許更新支援事業 ④　１件 ④　１件

　⑤捕獲活動技術向上支援事業

　①防護柵設置事業 ①　６件

　②狩猟免許取得支援事業 ②　５件 ②　２件

　③地域活動支援事業

　④狩猟免許更新支援事業

　⑤捕獲活動技術向上支援事業

　①防護柵設置事業

⑤　１件 ⑤　１件

⑤１件⑤１件

③０件

④１件 ④１件

①３件 ①０件

　②狩猟免許取得支援事業 ②２件 ②０件
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277

　③地域活動支援事業 ③３件



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

06 01 03 80 70

（前年度）

06 01 03 F1 20

（前年度）

06 01 03 F8 20

（前年度） そ の 他 950

経済部農政課

経営改善支援事業 950

533

経済部農政課

0

そ の 他

国庫支出金 0 0

経済部農政課 11,655

国庫支出金 0 2,391

県　支出金 0

地 方 債 0

0

8,567

販路開拓・拡大支援事業（地域おこし企業人）

有害鳥獣被害防止総合対策事業補助金（原町 2,391 県　支出金

区） 地 方 債 0

そ の 他 0

8,904 県　支出金 0

国庫支出金 337

地 方 債 0

- 186 -

重点２　多様な人材が活躍するまち 9,910



決算書

ページ
事      業      内      容

　有害鳥獣被害の防止を図るため、防護柵設置、狩猟免許取得・更新及び狩猟の安全教育

や技術向上の取組に対し、補助金を交付した。

事業内容

　防護柵設置事業　　　　　　補助率　農業者組織等（３戸以上）　　　１／２以内

　　　　　　　　　　　　　　　　　　農業者（個人）　　　　　　　　１／３以内

　狩猟免許取得支援事業　　　補助率　狩猟免許試験予備講習会受講料　定額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　狩猟免許受験手数料　　　　　　定額

　地域活動支援事業　　　　　補助率　有害鳥獣被害防止対策経費　　　定額

　狩猟免許更新支援事業　　　補助率　狩猟免許更新手数料　　　　　　定額

　捕獲活動技術向上支援事業　補助率　射撃場使用料　　　　　　　　　定額

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

補助金交付件数

　地域おこし企業人交流プログラムにより、民間企業が有するマーケティング技術やネッ

トワークを活用して南相馬市産の農産物等の販路開拓・拡大を推進した。

事業内容

　市内外でのイベント等への参画・参加による販路拡大

　販路拡大に向けた販売促進プロモーション活動の企画・実施

　販路開拓・拡大に向けた取組（商談会等への出展）への支援

　事業主体　農業者・事業者グループ等

　補助率　　１／２

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　主食用米の品質向上を図り、消費拡大による農業者の経営改善を図るため、生産ほ

場の環境データ及び生産された主食用米の成分調査・分析を行った。

事業内容

　南相馬市産米の成分調査・分析業務委託

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

作付ほ場の環境データ調査・分析 ３か所

①４回

②プロモーション活動回数 ②１回 ②２回

③５件③商談会等への出展補助件数 ③４件

⑤　１件

①市内外イベント等への参加回数 ①８回

②　６件 ②　０件

　③地域活動支援事業 ③１５件 ③１７件

　④狩猟免許更新支援事業 ④　１件 ④　１件

３か所

　⑤捕獲活動技術向上支援事業

　①防護柵設置事業

- 187 -

①１６件 ①　７件

　②狩猟免許取得支援事業

277

277

277

⑤　１件



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

06 01 03 H1 20

（前年度）

06 01 03 H6 20

（前年度）

06 01 03 R4 50

（前年度）

国庫支出金

0

県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 217

地 方 債 0

経済部農政課

レンジ塾）

555

農業経営人材育成事業（南相馬農業復興チャ 217

中山間地域等直接支払交付金事業（鹿島区） 9,537 県　支出金 7,152

県　支出金 0

そ の 他 0

地 方 債 0

0 645

国庫支出金 0

国庫支出金

重点２　多様な人材が活躍するまち

６次産業化・地産地消推進事業

0

2,495

1,286

そ の 他 1,850

2,385

経済部農政課

経済部農政課 9,288

- 188 -



決算書

ページ
事      業      内      容

　本市農業の次世代を担う農業者の確保・育成を図るため、南相馬農業復興チャレンジ塾

を開催した。

事業内容

　塾生　１２人

　講義開催　６回

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

①講義開催回数

②視察研修

　南相馬市の地域資源を活用した６次産業化や地産地消を推進するため、消費者ニーズに

応じた商品開発及び開発した６次産業化商品のＰＲや地産地消の促進を目的とした取組を

支援した。

事業内容

　南相馬市６次産業化・地産地消実行協議会

　新商品（試作品）開発・試作品の商品化及び既存商品改良への支援

　　事業主体　農業者・事業者グループ等

　　補助率　　１／２

　６次産業化商品のＰＲや地産地消の促進を目的としたコンテスト等への支援

　　事業主体　民間団体

　　補助率　　定額

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

 ①協議会開催回数

②補助金交付件数

　農業生産における不利的条件により耕作放棄地の増加や多面的機能の低下が懸念される

中山間地域の保全及び整備活動に対し、交付金を交付した。

事業内容

　交付金事業

　　対象地区　橲原、上栃窪、白坂、横手

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

４件

②　３回 ②０回

①３回

②６件

①３回

②２件

①１２回 ①６回

４件交付金交付件数

279

279

279
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令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

06 01 04 54 20

（前年度）

06 01 05 60 40

（前年度）

06 01 05 60 60

（前年度）

06 01 05 60 80

（前年度）

0

経済部農林整備課 ―

経済部農林整備課

県　支出金 0

国庫支出金 0 1,084

―

地 方 債 0

国庫支出金 0 832

県　支出金 0

県　支出金 0

そ の 他 0

地 方 債 0

地 方 債 0

そ の 他 0

優良牛精液確保事業補助金 165

2,679

市単土地改良事業補助金（原町区） 1,084

165

そ の 他 0

地 方 債

0 408

市単土地改良事業補助金（鹿島区） 408 県　支出金 0

国庫支出金

そ の 他 0

市単土地改良事業補助金（小高区） 832

経済部農林整備課

300経済部農政課

国庫支出金 0
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決算書

ページ
事      業      内      容

　乳量の増加を促進し経営の安定を図るため、優良牛の精液購入費に対し、補助金を交付

した。

事業内容

　事業主体　福島県酪農業協同組合

　補助率　　１／２以内

　購入精液　４０本

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　農業の振興を図るため、農業用施設等の新設改良事業を行う農業者が組織する団体等に

対し、補助金を交付した。

事業内容

　農地、農業用施設災害復旧事業　補助率５５％　４件

　農業の振興を図るため、農業用施設等の新設改良事業を行う農業者が組織する団体等に

対し、補助金を交付した。

事業内容

　かんがい排水事業　補助率３５％　２件

　農業の振興を図るため、農業用施設等の新設改良事業を行う農業者が組織する団体等に

対し、補助金を交付した。

事業内容

　かんがい排水事業　　補助率３５％　６件

　農道整備事業　　　　補助率４５％　１件

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

補助金交付件数

１件 １件

281

281

281

交付金交付件数

１３件 ７件
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令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

06 01 05 68 20

（前年度）

06 01 05 F1 20

（前年度）

06 01 05 F2 20

（前年度）

06 01 05 U2 70

（前年度）

26,498 県　支出金

多面的機能支払交付金

復興１　旧避難指示区域の再生 167,649

176,725

経済部農林整備課 564

経済部農林整備課

（繰越明許費） 26,498 地 方 債 0

そ の 他 0

国庫支出金 0 0

農業水路等長寿命化・防災減災事業

44,181

県　支出金

国庫支出金

地 方 債 0

地 方 債 0

そ の 他 0

県　支出金

国庫支出金 0

重点２　多様な人材が活躍するまち 3,646

132,544

地 方 債 0

そ の 他 0

経済部農林整備課

0 0

人・農地プラン作成・見直し等支援事業 179

国庫支出金

179

26,498

0

そ の 他 0

0 0

経済部農政課

488 県　支出金 488多面的機能支払推進事業（原町区）
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決算書

ページ
事      業      内      容

　農業・農村の有する多面的機能の維持・向上を図る地域の共同活動を支援し、地域資源

の適切な保全管理を推進するため、地域農業者等で構成された活動組織に対し、交付金を

交付した。

事業内容

　農地維持支払交付金及び資源向上支払交付金

　　原町区　２２団体　Ａ＝２，００８．９ｈａ

　　鹿島区　２４団体　Ａ＝１，５８４．９ｈａ

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　地域の中心となる経営体の確保や農地集積に必要な取組みを支援するため、人・農地プ

ランを作成した。

事業内容

　人・農地プランの作成支援事業

　人・農地プランの作成、見直し

　人・農地プラン検討会の開催等

　プラン作成地区

　　小高区　小高東部（角部内）

　　原町区　原町南部、高平中部、鶴谷、太田

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　地震・集中豪雨等による災害を防止し、農村地域の防災力の向上を図るための総合的な

防災・減災対策を実施した。

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　地域資源の適切な保全管理を推進するため、農地及び農村の有する多面的機能の維持・

向上を図ることを目的とした地域の共同活動を支援した。

事業内容

　多面的機能支払交付金の推進に係る事務

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

７５か所 ７５か所ため池ハザードマップ作成

３地区 ５地区人・農地プラン作成地区数

多面的機能支払交付金の活動団体数 ４６団体 ４６団体

多面的機能支払交付金の活動団体数 ４６団体 ４６団体
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令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

06 02 01 50 20

（前年度）

06 02 01 53 25

（前年度）

06 02 01 L1 20

（前年度）

06 02 01 L6 21

（前年度）

森林病害虫防除事業 5,469 県　支出金

そ の 他

0 4,406

地 方 債 0

そ の 他 0

1,063

地 方 債 0

造林事業補助金

95

森林組合造林事業取扱補助金 95

そ の 他 0

国庫支出金 0 953

国庫支出金

地 方 債 0

経済部農林整備課

600

経済部農林整備課 82

地 方 債 0

国庫支出金 0 600

国庫支出金 0

県　支出金 0

0

経済部農林整備課 646

0

経済部農林整備課 4,906

そ の 他 0

707

公有林整備事業（単独）

953 県　支出金

県　支出金 0
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決算書

ページ
事      業      内      容

　森林所有者の負担を軽減し、森林施業の促進を図るため、福島県森林整備補助金の事務

手続きに要する経費の一部に対し、補助金を交付した。

事業内容

　事業主体　相馬地方森林組合

　補助対象　福島県森林整備補助金の事務手続きに要する経費

　補助率　　県補助金額の０．５／１０以内

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　森林資源を造成し、国土の保全、水源の涵養及び自然環境の保全を図るため、民有林に

おいて森林整備を行う者に対し、その整備費の一部に対し、補助金を交付した。

事業内容

　事業主体　　相馬地方森林組合

　事業内容　　人工造林：１．０ｈａ、下刈：７．５ｈａ、除伐：１５．０ｈａ

　補助事業費　１，５４４千円

　補助率　　　２．７／１０以内

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　森林病害虫による森林被害を予防・軽減し、森林資源の保護と森林が有する機能の確保

を図るため、被害木の伐倒駆除を実施した。

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

①松くい虫防除業務委託

②カシノナガキクイムシ防除業務委託

　森林の有する公益的・多面的機能の維持・向上を図るとともに、公有財産の造成を図る

ため、公有林の適切な管理や整備を行った。

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

補助金交付件数 ２件 ２件

①１００本 ①１４６本

公有林内危険木処理業務委託 ４２立方メートル ４立方メートル

②５０立方メートル ②４４立方メートル

２件 ２件補助金交付件数
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令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

06 02 01 L7 20

（前年度）

06 03 01 51 60

（前年度）

06 04 01 30 20

（前年度）

0

363 県　支出金 0

363

0 448,438

農山漁村地域復興基盤総合整備事業負担金

国庫支出金 0 0

森林環境交付金事業

1,540

鮭繁殖事業補助金（鹿島区）

0

3,660

そ の 他

0

地 方 債

地 方 債 0

3,660 県　支出金
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国庫支出金

0

そ の 他

経済部農政課

県　支出金 9,075457,513

経済部農林整備課 3,427

復興１　旧避難指示区域の再生 330,885

経済部農林整備課

地 方 債 0

そ の 他 0

国庫支出金



決算書

ページ
事      業      内      容

　ふくしま森林クラウドシステムを活用し、森林環境を適正に管理するとともに、業務の

効率化を図った。

　また、小中学生を対象とした森林環境学習や木工教室を開催し、森林を守り育てる意識

の醸成を図った。

事業内容

　森林環境学習や木工教室の開催　小学校１５校　中学校４校　計１９校　各１回

　ふくしま森林クラウドシステム使用料　一式

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　鮭資源の増殖等により漁業の経営安定を図るため、鮭の繁殖事業の取組に対し、補助金

を交付した。

事業内容

　事業主体　　真野川鮭増殖組合

　対象事業　　鮭稚魚放流事業等

　補助率　　　定額

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

②放流数 　②６，５００千尾

　東日本大震災により被災した農地・農業用施設の復旧のため、県営復興基盤総合整備事

業に対し、負担金を拠出した。

事業内容

　県営復興基盤総合整備事業負担金

　　市負担率１１．２５％　　鹿島区３地区（八沢、右田・海老、真野）

　　　　　　　　　　　　　　原町区３地区（金沢・北泉、原町東、原町南部）

　調査調整事業推進費

　　市負担率１９．７５％　　鹿島区３地区（八沢、右田・海老、真野）

　　　　　　　　　　　　　　原町区２地区（原町東、原町南部）

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

①県営復興基盤総合整備事業負担金
②調査調整事業推進費

森林環境学習や木工教室開催校数

①鹿島区３地区
　原町区３地区
②鹿島区３地区
　原町区２地区

①鹿島区３地区
　原町区３地区
②鹿島区３地区
　原町区２地区

①１件①補助金交付件数

小学校　１５校

283

285

小学校　１５校

中学校　　６校 中学校　　４校

①１件

　②６１３千尾
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令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

06 04 01 52 20

（前年度）

06 04 01 56 30

（前年度）

06 04 01 56 50

（前年度）

345,769

- 198 -

0

国庫支出金 0 36

経済部農政課

地 方 債 0

そ の 他

福島県営農再開支援事業補助金 377,013 県　支出金 376,977

復興１　旧避難指示区域の再生

区） 地 方 債 0

国庫支出金 0 2

営農再開支援農地保全管理事業補助金（小高 217,901 県　支出金 217,899

営農再開支援農地保全管理事業補助金（鹿島 30,953 県　支出金 30,952

区） 地 方 債 0

国庫支出金 0 1

復興１　旧避難指示区域の再生

経済部農政課

そ の 他

393,360

復興１　旧避難指示区域の再生

そ の 他 0

66,956

経済部農政課

0



決算書

ページ
事      業      内      容

　農業者が円滑な営農再開を目的として行う一連の取り組みに対し、住民の帰還の進捗等

に応じて切れ目なく支援するため、補助金を交付した。

事業内容

事業主体　農業者組織　　補助率　定額

　管理耕作への支援　　　　　　　　　　　　　　　補助額　　９３，８８１，８８５円

　畦畔修復への支援　　　　　　　　　　　　　　　補助額　　２４，９５２，４００円

事業主体　農業協同組合　補助率　定額

　野鼠駆除資材に対する補助　　　　　　　　　　　補助額　　　２，３７８，２５０円

　放射性物質の交差汚染対策への支援　　　　　　　補助額　　　　　　８３，７３６円

　水稲の作付再開支援　　　　　　　　　　　　　　補助額　　３８，４３５，２５１円

　放射性物質の吸収抑制対策資材に対する補助　　　補助額　２００，５３３，１００円

　雑草・カメムシの追加防除対策資材に対する補助　補助額　　１６，５５５，１０５円

　吸収抑制対策の効果的な実施体制の整備　　　　　補助額　　　　　１９３，０００円

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　東日本大震災により被災した農地の保全管理作業を実施する農業者団体に対し、補助金

を交付した。

事業内容

　津波被災農地　　　　２９５．２３ｈａ

　津波被災以外農地　　８５５．４０７５ｈａ

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　東日本大震災により被災した農地の保全管理作業を実施する農業者団体に対し、補助金

を交付した。

事業内容

　津波被災農地　８６．０６５ｈａ

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

補助金交付団体数

補助金交付件数

２団体 ２団体

１５件 ２２件

補助金交付団体数 ２団体 ２団体
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令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

06 04 01 56 70

（前年度）

06 05 01 30 40

（前年度）

そ の 他 0

復興１　旧避難指示区域の再生

経済部農林整備課

00

39,880

47,658

復興１　旧避難指示区域の再生

経済部農政課

国庫支出金 0 54,835

農村地域復興再生基盤総合整備事業負担金 54,835 県　支出金 0

（小高区）

そ の 他 0

42,282

地 方 債

- 200 -

営農再開支援農地保全管理事業補助金（原町 42,282 県　支出金

地 方 債 0

国庫支出金

区） 0



決算書

ページ
事      業      内      容

　東日本大震災により被災した農地の保全管理作業を実施する農業者団体に対し、補助金

を交付した。

事業内容

　津波被災農地　　　  ８４．６０９３ｈａ

　津波被災以外農地　１１３．３８４４ｈａ

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　農業用水確保の要である大柿ダム関連施設（請戸川水系）の適正な維持管理に必要な水

管理システムを整備する農村地域復興再生基盤総合整備事業に対し、負担金を拠出した。

事業内容

　県営事業の負担金

　　農村地域復興再生基盤総合整備事業（復興再生基盤総合整備事業）請戸川地区

　　計画総事業費　９５０，０００千円

　　計画事業期間　令和元年度～令和２年度

　　補助率　　　　国５０％、県２５％、３市町２５％

　　　　　　　　　（うち南相馬市の負担割合３９．８９％）

　　整備内容　　　大柿ダム関連施設における水管理システムの導入

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

①請戸川地区・水管理システム工

②制水弁新設

補助金交付団体数 ２団体 ２団体
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①一式 ①一式

②一式 ②一式

285

287



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

06 05 01 32 20

（前年度）

06 05 01 35 20

（前年度） そ の 他

前払等） 地 方 債 0

0

国庫支出金 0

地 方 債 0

国庫支出金 0 478,977

67,696

経済部農林整備課

そ の 他 0

復興１　旧避難指示区域の再生 ―

農山村地域復興基盤総合整備事業負担金

0

63,787農業経営高度化促進事業（農地賃貸借料一括 県　支出金 63,787

492,325 県　支出金 13,348

- 202 -

経済部農政課



決算書

ページ
事      業      内      容

　農村地域の再生加速化のため、農業生産基盤の整備を行う県営復興基盤総合整備事業に

対し、負担金を拠出した。

事業内容

　県営復興基盤総合整備事業負担金

　　市負担率　８．７５％　　５地区（鹿島西部、馬場西、深野北、栃窪、深野南）

　　市負担率１０．００％　　１地区（飯崎）

　　市負担率１１．２５％　１０地区（南屋形、西真野、矢川原、太田、高平中部、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　鶴谷、小高東部、片草、岡田、井田川）

　　市負担率１０．５０％　　１地区（前向）

　調査調整事業推進費

　　市負担率１７．５０％　　３地区（鹿島西部、馬場西、深野北）

　　市負担率１９．７５％　　９地区（南屋形、西真野、矢川原、太田、高平中部、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　鶴谷、小高東部、片草、岡田）

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

①県営復興基盤総合整備事業負担金

　市負担率　８．７５％

　市負担率１０．００％

　市負担率１１．２５％

　市負担率１０．５０％

②調査調整事業推進費

　市負担率１７．５０％

　市負担率１９．７５％

　農業担い手の営農再開を推進し、長期的に安定した農業経営の実現を支援するとともに

農用地の利用集積・集約化を促進するため、関係農業経営体に対し、農地賃貸借料及び手

数料等相当分等を交付した。

事業内容

　対象地区　金沢・北泉地区

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　５地区 　５地区

　１地区 　１地区

１０地区 １０地区

　１地区 　１地区

　３地区 　３地区

　９地区 　９地区

賃借料及び手数料交付件数 １件

287

287

１件

- 203 -



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

06 05 01 F3 20

06 05 01 F4 20

（前年度）

06 05 01 F6 20

（前年度）

農業水利施設等保全再生事業

（繰越明許費） 8,250 地 方 債 0

0

35,750 県　支出金 0

6,820

- 204 -

そ の 他 27,500

経済部農林整備課

0

国庫支出金 37,708 9,427

国庫支出金

（前年度）

経済部農政課 26,084

0 8,250

そ の 他 0

経済部農政課 1,843

農林水産物等ＰＲ事業 2,690 県　支出金

国庫支出金 0 2,690

域営農支援施設） 地 方 債 0

47,135 そ の 他

0

地 方 債 0

47,135被災地域農業復興総合支援事業（園芸団地地 県　支出金

（繰越明許費）



決算書

ページ
事      業      内      容

　地元住民の帰還促進や定年帰農をはじめ、新規就農など就農機会の増大と営農再開に向

けて、小高区飯崎・大田和地内において園芸団地地域営農支援施設を整備するため、造成

工事を行った。

　園芸団地地域営農支援施設の整地及び造成

　事業費　　　　４７，１３５千円

　事業期間　　　令和元年度～令和２年度

　事業箇所　　　小高区大田和地内ほか

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　市内外の消費者等に対し、食の安全・安心の確保に向けた取組を周知し、風評払拭を図

るとともに、南相馬市産農産物等の魅力や価値をＰＲする取組を実施した。

事業内容

　市内外で開催されるイベント等での農産物等のＰＲ活動

　市内小売店等での農産物等のＰＲ活動

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　農業水利施設としてのため池機能を保全し、放射性物質に汚染されたため池内の土砂等

の拡散を防止するため、調査を行った。

事業内容                                                                      

　詳細調査（詳細な水質・底質・空間線量調査、対策の検討）                    

　　Ｎ＝７か所  （現年：５か所、繰越明許：２か所）          

　実施設計（詳細調査の結果から対策が必要なため池）

　　Ｎ＝７か所  （現年：５か所、繰越明許：２か所）                 

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

①０回

②イベント等でのＰＲ回数 ②４回 ②１回

③市内小売店頭でのＰＲ回数 ③３回 ③７回

造成工事 造成工事 造成工事

①３回①農業体験ツアー開催回数

287

287

287

事業内容
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７か所詳細調査及び実施設計 ７か所



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

06 05 01 F7 40

（前年度）

06 05 01 F7 80

（前年度）

06 05 01 F8 20

（前年度）

06 05 01 F9 20

（前年度）

そ の 他 0

県　支出金

県　支出金 0

国庫支出金 0 0

0

営農再開支援水利施設等保全事業（小高区） 19,814

経済部農林整備課 33,468

0 255,250

被災地域農業復興総合支援事業（農業用機械 1,020,998 県　支出金 765,748

地 方 債

そ の 他 0

そ の 他

0

復興１　旧避難指示区域の再生

等） 地 方 債 0

営農再開支援水利施設等保全事業（原町区） 24,622 0

県　支出金

そ の 他 0

経済部農林整備課 20,818

地 方 債 0

復興１　旧避難指示区域の再生 7,339

水稲作付再開奨励事業 11,551 0

地 方 債

国庫支出金 24,622 0

国庫支出金 19,749 65

1,179,482

11,551

- 206 -

経済部農政課

国庫支出金

経済部農政課



決算書

ページ
事      業      内      容

　営農再開を促進するため排水機場等の基幹的土地改良施設の適切な維持管理を行った。

事業内容

　土地改良施設の維持管理

　　排水機場　３か所（塚原第二、小高、福浦南部）

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　営農再開を促進するため排水機場等の基幹的土地改良施設の適正な保全管理を行った。

事業内容

　土地改良施設保全管理業務委託（南相馬土地改良区）

　　排水機場　５か所（金沢、泉、前向、小浜、谷地）

　　水門　　　３か所（金沢、渋佐、雫）

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　早期の営農再開を促進するため、旧避難指示区域において、令和２年度から水稲作付を

再開する農業者に対し、奨励金を交付した。

事業内容

　奨励金　　７，５００円／１０ａ

　対象面積　１５４ｈａ

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　東日本大震災及び原子力災害により被災した農業者の営農再開を支援するため、被災農

業者等の経営体に対し、農業用機械及び施設等を無償貸与した。

事業内容

　農業用機械及び施設等の導入

　　購入件数　　１８８件

　　貸与組織数　２０組織

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

土地改良施設の維持管理 ３か所 ３か所

２２組織

奨励金交付対象面積 ２２６ｈａ

貸与組織数

287

287

289

289

１５４ｈａ

土地改良施設の維持管理

２０組織

８か所 ８か所
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令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

06 05 01 G1 20

（前年度）

06 05 01 G2 20

（前年度）

06 05 01 G3 20

（前年度）

0 8

被災地域農業復興総合支援事業（乾燥調製貯 338 県　支出金 0

県　支出金 0

地 方 債

国庫支出金

そ の 他 0

経済部農政課 19,609

国庫支出金 0 3,759,976

経済部農林整備課 1,592,925

（逓次繰越） 3,833,539 地 方 債 0

国庫支出金 21,844 0

農産物等放射能測定事業 21,844

農業水利施設等保全再生事業（対策工） 3,840,690 県　支出金 75,351

10,230

蔵施設） 地 方 債 0

そ の 他 5,363

経済部農政課

- 208 -

復興１　旧避難指示区域の再生

そ の 他 330

0



決算書

ページ
事      業      内      容

　農業水利施設としてのため池機能を保全し、放射性物質に汚染されたため池内の土砂等

の拡散を防止するため、対策工を実施した。

事業内容

　対策工（抑制工法、除去工法、新規仮置場設置）

　　Ｎ＝２４１か所（鹿島７４、原町９７、小高７０）

　発注者支援

　　Ｎ＝２４１か所（鹿島７４、原町９７、小高７０）

　事業スケジュール

　　平成２８年度（継続費）　対策工・支援業務・仮置場搬入格納

　　平成２８年度計上分　　３５か所　事業期間：平成２８年度～令和元年度

　　平成２９年度計上分　　４４か所　事業期間：平成２９年度～令和２年度

　　平成３０年度計上分　１１１か所　事業期間：平成３０年度～令和３年度

　　令和元年度計上分　　　５１か所　事業期間：令和元年度～令和３年度

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　安全・安心な農作物の生産を推進するため、農産物の放射性物質の測定を実施した。

事業内容

　業務内容　農産物などの放射性物質測定（農産物、農地土壌、農業用水等）

　雇用者数　７人（会計年度任用職員）

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　農業者が円滑に営農を再開する環境を構築するため、小高区において乾燥調製貯蔵作業

を集約的に行う機能を満たす大規模乾燥調製貯蔵施設を整備する。

事業内容

　大規模乾燥調製貯蔵施設の建設

　　水道加入金　　　３３０千円

　　建築確認　　　　　　８千円

　　監理委託、工事費等　２，０１２，５７８千円（繰越明許）

　　事業期間　　　　平成３１年度～令和３年度

　　事業予定箇所　　小高区岡田地内

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

２４１か所のうち
２４１か所完了
(現場完了)

２４１か所のうち
２０２か所完了
(現場完了)

施設建設工事 施設建設工事施設建設工事

対策工及び発注者支援

- 209 -

289

289

289

放射性物質測定員配置人数 ７人 ７人



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

06 05 01 G6 40

06 05 01 G7 20

06 05 01 L1 20

（前年度）

経済部農林整備課 33,080

経済部農政課 36,979

地 方 債 0

そ の 他 25,088

0 20,339

鳥獣被害防止緊急対策事業 95,714 県　支出金 50,287

国庫支出金

営農再開支援水利施設等保全事業（施設改修） 49,254 県　支出金 0

国庫支出金 0 34,712

（逓次繰越） 34,712 そ の 他 0

営農再開支援水利施設等保全事業（ため池等 34,712 県　支出金 0

保全維持修繕）

（前年度）

復興１　旧避難指示区域の再生 251,044

経済部農林整備課

（逓次繰越） 29,517

（小高区） 地 方 債 0

そ の 他 19,736

国庫支出金 0 29,518

地 方 債 0

- 210 -

（前年度）



決算書

ページ
事      業      内      容

　営農再開を促進するため、農業用施設（水路、頭首工、サイフォン、ため池等）を改修

した。

事業内容

　平成３０年度～令和元年度施工分

　　農業用施設改修（大井用水路外）工事　Ｎ＝９か所　（完了）

　令和元年度～２年度施工分

　　農業用施設改修（吉名頭首工外）工事　Ｎ＝５か所　（完了）

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

①農業用施設改修（大井用水路外）工事

②農業用施設改修（吉名頭首工外）工事

　営農再開を促進するため、ため池等の農業用水利施設の適正な保全管理に必要な修繕を

行った。

事業内容

　ため池維持修繕　２９か所

　　　事業スケジュール

　　　　平成３０年度～令和３年度（継続費）　ため池修繕（堆積土撤去）

　　　　平成３０年度ため池修繕（堆積土撤去）　６か所

　　　　　事業期間：平成３０年度～令和２年度

　　　　令和元年度ため池修繕（堆積土撤去）　１３か所

　　　　　事業期間：平成３１年度～令和３年度

　　　　令和２年度ため池修繕（堆積土撤去）　１０か所

　　　　　事業期間：令和２年度～令和３年度

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　原子力災害に伴い農産物生産の断念を余儀なくされた旧避難指示区域や作付制限区域等

における農作物等への鳥獣被害を防止するため、有害鳥獣の捕獲等を実施した。

事業内容

　有害鳥獣対策講演会の開催　　　　　　　　　　　　

　大規模侵入防止柵の設置　　　　　　　　　　　　

　有害鳥獣被害防止用電気柵・ネット柵の貸与　　

　有害鳥獣ハザードマップの情報提供

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

①講演会開催回数

②防止柵設置

③電気柵等貸与件数

ため池堆積土撤去 １３か所 ７か所

①９か所

②５か所

①９か所

②５か所

①１回

②２か所

③９２件

①１回

②２か所

③６７件

289

289

289
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令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

06 05 01 L1 30

（前年度）

06 05 01 L1 50

（前年度）

06 05 01 L1 70

（前年度）

地 方 債 0

鳥獣被害防止緊急対策事業（鹿島区） 11,451 県　支出金 303

地 方 債

鳥獣被害防止緊急対策事業（小高区） 11,905

14,274

4,030

0

経済部農政課 17,527

鳥獣被害防止緊急対策事業（原町区） 8,353 県　支出金 297

国庫支出金 0 5,686

復興１　旧避難指示区域の再生 6,642

県　支出金

3,551

国庫支出金 0

そ の 他 5,462

経済部農政課

そ の 他 3,901

地 方 債

そ の 他

国庫支出金 0 4,505

0

経済部農政課

- 212 -

3,974



決算書

ページ
事      業      内      容

　原子力災害に伴い農産物生産の断念を余儀なくされた旧避難指示区域や作付制限区域等

における農作物等への鳥獣被害を防止するため、有害鳥獣の捕獲等を実施した。

事業内容

　有害鳥獣捕獲隊の編成

　有害鳥獣捕獲報奨金の交付

　捕獲・撃退用器具の購入

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　原子力災害に伴い農産物生産の懸念を余儀なくされた旧避難指示区域や作付制限区域等

における農作物等への鳥獣被害を防止するため、有害鳥獣の捕獲等を実施した。

事業内容

　有害鳥獣捕獲隊の編成

　有害鳥獣捕獲報奨金の交付

　捕獲・撃退用器具の購入

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　原子力災害に伴い農産物生産の断念を余儀なくされた旧避難指示区域や作付制限区域等

における農作物等への鳥獣被害を防止するため、有害鳥獣の捕獲等を実施した。

事業内容

　有害鳥獣捕獲隊の編成

　有害鳥獣捕獲報奨金の交付

　捕獲・撃退用器具の購入

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

９９９頭

８４６頭
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４３６頭 ７１１頭捕獲頭数（報償金対象）

289

289

289

捕獲頭数（報償金対象） ９１４頭

捕獲頭数（報償金対象） １，００２頭



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

06 05 01 L2 40

（前年度）

06 05 01 L3 40

（前年度）

06 05 01 R1 40 国庫支出金

県　支出金 0

地 方 債 0

（前年度） そ の 他 0

小高東部ライスセンター整備事業（小高区） 13,671

国庫支出金

経済部農政課 ―

農地防災事業（小高区） 382,854 県　支出金 0

復興１　旧避難指示区域の再生

地 方 債 0

そ の 他

18,229 県　支出金

復興１　旧避難指示区域の再生 37,150

（繰越明許費） 58,354 地 方 債 0

そ の 他 243,375

100,214

経済部農林整備課

農業基盤整備促進事業（小高区） 308,247

（逓次繰越） 7,058

0 82,356

225,891

経済部農林整備課

43,766 95,713

- 214 -

0 4,558

国庫支出金



決算書

ページ
事      業      内      容

　原子力災害により被災した農山村地域の農業再生の加速化のため、農地・農業用施設等

の生産基盤の総合的な整備を実施した。

事業内容

　令和元年度～令和２年度実施分

　　用地測量調査及び実施設計（小高江用水路）　Ｌ＝３．６４ｋｍ　（完了）

　令和２年度～４年度施工分

　　ため池改修（鳥木迫ため池外）工事　Ｎ＝７か所

（施工中、継続費設定）

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

①用地測量調査及び実施設計（小高江用水路）　

②ため池改修（鳥木迫ため池外）工事

　原子力災害により被災した農山村地域の農業再生の加速化のため、農地・農業用施設等

の生産基盤の総合的な整備を実施した。

事業内容

　令和元年度～２年度施工分

　　水路改修（耳谷用水路）工事　Ｌ＝９６８ｍ　（完了）

　　用地補償（耳谷用水路）　５件　（完了）

　令和２年度～５年度施工分

　　暗渠排水復旧（大井塚原地区）工事　Ａ＝９２．４ｈａ

（施工中、継続費設定）

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

①水路改修（耳谷用水路）工事

②用地補償（耳谷用水路）

③暗渠排水復旧（大井塚原地区）工事

　農業者が円滑に営農を再開する環境を構築し、南相馬市産米をＰＲするため、生産米の

個人管理が可能なライスセンターを整備するため、実施設計を行った。

事業内容

　実施設計業務委託

　建設予定地

　　小高区蛯沢字藤沼地内

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

②７か所

①９６８ｍ ①９６８ｍ

②５件 ②５件

③９２．４ｈａ

- 215 -

①３．６４ｋｍ

②７か所

①３．６４ｋｍ

実施設計業務委託 実施設計業務委託 実施設計業務委託

③９２．４ｈａ

289

289

289



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

06 05 02 F2 20

（前年度）

07 01 02 53 40

（前年度）

07 01 02 53 60

（前年度）

07 01 02 54 60

（前年度）

地 方 債 0

県　支出金 0

県　支出金 86,135

そ の 他 0

0

0 0

そ の 他

国庫支出金

858

国庫支出金 0

1,200 県　支出金

そ の 他 10

国庫支出金 0

中小企業融資利子補給金（鹿島区） 868

369

0

経済部商工労政課

地 方 債

経済部農林整備課 193,158

（繰越明許費） 65,646 地 方 債 0

地 方 債 0

そ の 他 0

1,200

1,200

0

369 県　支出金街路灯整備事業補助金（小高区）

経済部商工労政課 390

経済部商工労政課 1,100

- 216 -

国庫支出金 0 14,441

ふくしま森林再生事業 100,576

街路灯整備事業補助金（鹿島区）



決算書

ページ
事      業      内      容

　森林の有する水源涵養や山地災害防止等公益的機能を維持しながら放射性物質対策を行

い、森林・林業の再生を図るため、間伐等森林施業と路網等の整備を一体的に実施した。

事業内容

　森林整備等業務委託　　　　　　　　　　０ｈａ

　年度別事業実施計画作成業務委託　　　６０ｈａ

　実施同意等取得業務依頼　　　　　　　６０ｈａ

　林道唐神線整備工事　　　　　　　　　Ｌ＝４３０ｍ

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

①間伐等森林施業と路網等整備

②林道唐神線整備工事

 商業の振興と活性化及び防犯に資するため、街路灯管理運営を行う小高商工会に対し、

補助金を交付した。

事業内容

　事業主体　小高商工会

　補助率　　定額

　内容　　　電気料補助等

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　商業の振興と活性化及び防犯に資するため、街路灯管理運営を行う鹿島商工会に対し、

補助金を交付した。

事業内容

　事業主体　鹿島商工会

　補助率　　定額

　内容　　　電気料補助等

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　中小商工業の経営発展と経営意欲の促進を図り、商工活動の強化を図るため、事業資金

を借り入れした中小商工業者に対し、借り入れ金の利子を補給した。

事業内容

　事業主体　鹿島商工会

　補助率　　１／２

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

①０ｈａ

補助金交付件数 １件

②４３０ｍ ②４３０ｍ
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補助金交付件数 １件

１件

１件

291

293

293

293

①４０ｈａ

補助金交付件数 １件 １件



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

07 01 02 55 20

07 01 02 56 20

07 01 02 60 20

（前年度）

0

県　支出金 0

国庫支出金 34,127

地 方 債 0

そ の 他 0

790経済部商工労政課

中小企業振興資金制度信用保証料補助金 815 県　支出金

266 県　支出金

経済部商工労政課

（前年度）

―

そ の 他 0

地 方 債 0

- 218 -

国庫支出金

0

地 方 債 0

0

0

国庫支出金 0 266

商工業者支援事業補助金 34,127

815

（前年度） そ の 他 0

経済部商工労政課 39,793

基盤技術産業育成支援助成金



決算書

ページ
事      業      内      容

　市内事業所の技術力向上による新たな需要及び雇用の拡大による産業の振興を図るため

製造業者のＮＣ工作機械、ＣＡＤ／ＣＡＭソフト等の購入及び技術者育成費用に対し、助

成金を交付した。

事業内容

　ＮＣ工作機械・ＣＡＤ／ＣＡＭ等購入費助成金

　　助成率　ＮＣ工作機械等　１／１０以内（限度額　２，０００千円）

　　　　　　ＣＡＤ／ＣＡＭソフト　１／５以内（限度額　１，０００千円）

　技術者育成費用助成金

　　助成率　１／２以内（限度額　２００千円）

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　新型コロナウイルス感染症の影響により大幅に下押しされた市内経済活動の回復に向け

て、市の施策ではカバーしきれない各区の実情に応じた商工業者支援の取り組みを促進す

るため、各商工会及び商工会議所に対し補助金を交付した。

事業内容

　事業主体　

　　小高・鹿島商工会（上限１０，０００千円）

　　原町商工会議所（上限３０，０００千円）　　　　

　補助対象事業　　　　　

　　　　　　商工業者等への金融支援等を含む事業継続や雇用維持等に関する事業

「新しい生活様式」を踏まえた地域経済の活性化等に関する事業

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　市内中小企業者の負担軽減を図り経営安定に資するため、市内中小企業者が南相馬市中

小企業振興資金制度要綱により融資を受ける際に負担する信用保証料に対し、補助金を交

付した。

事業内容

　事業主体　市内中小企業者

　補助金額　信用保証料相当額

　その他　　信用保証料率

　　　　　　０．４５％～１．９０％の９区分

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

３件 ３件補助金交付件数

293

- 219 -

293

①ＮＣ工作機械・ＣＡＤ／ＣＡＭ等購入費助成金
　交付件数
②技術者育成費用助成金交付件数

①１３社
②　３社

①２社
②０社

293

補助金交付件数 ５社　 ４社



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

07 01 02 63 60

（前年度）

07 01 02 63 80

（前年度）

07 01 02 65 80

（前年度）

1,000

県　支出金 0

そ の 他 0

経済部商工労政課 4,233

活力ある商店街支援事業補助金（原町区） 4,482

経営改善普及事業補助金（原町区） 1,000

地 方 債 0

国庫支出金 0

国庫支出金 0 4,482

県　支出金 0

そ の 他 0

経済部商工労政課 250

そ の 他 0

経済部商工労政課 1,000

地 方 債 0

地 方 債 0

0

国庫支出金 0 120

経営改善普及事業補助金（鹿島区） 120 県　支出金

- 220 -



決算書

ページ
事      業      内      容

　商工業に係る小規模事業者等の振興を図るため、経営改善普及事業を行う鹿島商工会に

対し、補助金を交付した。

事業内容

　事業主体　鹿島商工会

　補助率　　定額

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　商工業に係る小規模事業者等の振興を図るため、経営改善普及事業を行う原町商工会議

所に対し、補助金を交付した。

事業内容

　事業主体　原町商工会議所

　補助率　　定額

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　商店街の活性化に向け、集客力の向上と賑わいの創出を図るため、個性的かつ魅力的な

商店街の環境整備等に寄与する事業を実施する商店会等に対し、補助金を交付した。

事業内容

　商店街環境整備対策

　　事業主体　商店街振興組合、商店会等

　　補助率　　１／２以内（上限１０，０００千円）

　商店街街路灯使用料支援

　　事業主体　商店街振興組合、商店会

　　補助率　　１０／１０以内（ＬＥＤ化未実施１／２以内）

　商店街ソフト事業支援

　　事業主体　①商工会議所、商店連合会

　　　　　　　②商店街振興組合、商店会

　　補助率　　１／２以内

　　　　　　　（上限①１，０００千円、②１５０千円）

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

補助金交付件数

　①商店街環境整備対策

　②商店街街路灯使用料支援

　③商店街ソフト事業支援

②１４件

③　４件③１５件

補助金交付件数 １件 １件

補助金交付件数 １件 １件

293

293

293

- 221 -

①　２件

②１４件

①　３件



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

07 01 02 69 20

07 01 02 71 20

07 01 02 80 20

0 85,481国庫支出金

復興２ロボットテストフィールドを核とした 140,600

新産業創出と人材誘導

経済部商工労政課

地 方 債 0

（前年度） そ の 他 6,719

企業立地促進事業助成金 92,200 県　支出金 0

新産業創出と人材誘導

経済部商工労政課

（前年度） そ の 他 10,506

復興２ロボットテストフィールドを核とした 43,200

産業支援センター運営費補助金 49,967 県　支出金 0

地 方 債 0

国庫支出金 0 39,461

地 方 債 0

国庫支出金 11,920 30,760

基盤技術産業高度化支援事業補助金 47,680 県　支出金 0

（前年度） そ の 他 5,000

経済部商工労政課

12,464

新産業創出と人材誘導

復興２ロボットテストフィールドを核とした

- 222 -



決算書

ページ
事      業      内      容

　産業の振興と雇用の創出を図るため、工場を新・増設する企業に対し、助成金を交付し

た。

事業内容

　企業立地助成金

　　新規雇用者数に応じた補助率により助成金を交付

　雇用奨励助成金

　　操業開始１年後までに、新たに雇用した人数に応じて助成金を交付

　　（１人につき２００千円、限度額１０，０００千円）

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　地域の中小企業者の経営革新の支援、創業支援及び産学連携のコーディネート等により

地域中小企業や市内企業等を総合的に支援し、地域経済の活性化を図るため、株式会社ゆ

めサポート南相馬の運営に対し、補助金を交付した。

事業内容

　事業主体　株式会社ゆめサポート南相馬

　補助率　　定額

　補助金額　４９，９６７千円

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

①起業・創業支援相談件数 　①６０件 　①５５件

②セミナー・講演等件数 　②１０件 　②　０件

　製造業者の先端技能育成と連携強化を図るため、試作品等開発の取り組みに対し、補助

金を交付した。

事業内容

　事業主体　新技術・新製品に関する研究開発として、事業化と市場性が見込まれるもの

　　　　　　に取り組む市内の製造業者

　補助率　　研究開発に要する経費の３／４以内（限度額６，０００千円）

　　　　　　他の公的機関から補助を受ける場合は、当該補助金を除く経費の３／４以内

　※令和２年度は新型コロナウイルス感染症対策として、補助率、限度額の引上げを実施

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

助成金交付件数

補助金交付件数 ７社 １４社

293

293

293

６社 ４社
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令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

07 01 02 88 20

07 01 02 89 20

（前年度）

07 01 02 90 20

（前年度）

国庫支出金 0 0

情報通信系企業立地促進補助金

5,616 県　支出金 0

国庫支出金 1,872 0

ロボット導入促進事業補助金

地 方 債 0

（前年度） そ の 他 3,744

そ の 他 0

経済部商工労政課 1,500

国際認証等取得支援助成金 1,465 県　支出金 0

地 方 債 0

国庫支出金 0 1,465

経済部商工労政課

復興２ロボットテストフィールドを核とした 1,890

新産業創出と人材誘導

そ の 他 713

経済部商工労政課 572

713

- 224 -

県　支出金 0

地 方 債 0



決算書

ページ
事      業      内      容

　ロボット産業の発展を図るため、南相馬ロボット産業協議会会員企業が開発・製造に携

わったロボットを導入する市内事業者に対し、補助金を交付した。

事業内容

　事業主体　　南相馬ロボット産業協議会会員企業が開発・製造に携わったロボットを導

　　　　　　　入した市内事業者

　補助率　　　ロボットの導入に要する経費の３／４以内（限度額１，５００千円）

　※令和２年度は新型コロナウイルス感染症対策として、補助率、限度額の引上げを実施

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　企業の競争力強化による市内経済の活性化を図るため、国際認証等を取得する事業者に

対し、助成金を交付した。

事業内容

　事業主体　ＩＳＯ９００１等の国際認証等を取得した市内事業者

　助成率　　認証の取得に要した経費の１／２以内（限度額１，５００千円）

　　　　　　他の公的機関から助成を受ける場合は、当該助成金を除く経費の１／２以内

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　情報通信系企業の立地を促進するため、新たに事務所等を開設する情報通信事業者に対

し、補助金を交付した。

事業内容

　事業主体　市内に建物等を借りて新たに事務所等を開設する情報通信事業者

　補助率　　賃貸料の補助　１年目１／２以内、２・３年目１／３以内

　　　　　　（旧警戒区域１年目２／３以内、２年目１／２以内、３年目１／３以内）

　　　　　　改装費の補助　１／２以内

　　　　　　雇用助成金　　新規雇用者の増加に対し２００千円／人

　　　　　　　　　　　　　（操業し、１年経過後）

　　　　　　（限度額　合計３，０００千円）

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

補助金交付件数 ４件 ８件

助成金交付件数 ２社 １社

補助金交付件数 ２社 ２社

295

295

295
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令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

07 01 02 91 20

（前年度）

07 01 02 92 20

地 方 債 0

そ の 他 0

県　支出金 0

0国庫支出金 858

経済部商工労政課 2,345

中小企業販路拡大支援事業補助金 8,416

国庫支出金 4,675 3,741

経済部商工労政課

新産業創出と人材誘導

（前年度）

復興２ロボットテストフィールドを核とした 5,312

ロボット実証実験支援事業助成金 6,868 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 6,010

- 226 -



決算書

ページ
事      業      内      容

　中小企業者の販路拡大を支援するため、見本市等に出展する市内中小企業者に対し、補

助金を交付した。

事業内容

　事業主体　見本市・展示会等へ出展する市内中小企業者

　補助率　　出展料・小間料等、出展に要する経費の３／４以内

　　　　　（限度額　国内１，０００千円、海外１，０００千円）

　※令和２年度は新型コロナウイルス感染症対策として、補助率、限度額の引上げを実施

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　市内におけるロボット実証実験の実施を促進し、本市におけるロボット施策を推進する

ため、ロボット実証実験を行う事業者、大学、研究機関、団体等に対し、助成金を交付し

た。

事業内容

　事業主体　市内においてロボット実証実験を実施する事業者、大学、研究機関、団体等

　助成額　　実証実験に要した経費の３／４以内（限度額３００千円／回（９００千円／

　　　　　　年））

　　　　　　ただし、市と協定を締結しているものが実施する場合は４／５以内（２，０

　　　　　　００千円／年（市内に事業所を開設し、かつ、常時従業員を配置したものは

　　　　　　事業所開設初年度に限り４，０００千円／年））

　※令和２年度は新型コロナウイルス感染症対策として、補助率、限度額の引上げを実施

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

助成金交付件数 ２５件 ２４件

- 227 -

補助金交付件数 ８社 １１社

295

295



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

07 01 02 93 20

（前年度）

07 01 02 94 20

（前年度）

07 01 02 F2 20

集客力を高めるイベント事業補助金 2,613

地 方 債 0

国庫支出金 0 0

県　支出金 2,544

そ の 他 69

経済部商工労政課 39,652

経済部商工労政課 ―

地 方 債 0

（前年度）

国庫支出金 116,835 1

消費喚起応援事業 116,836 県　支出金 0

そ の 他 0

- 228 -

経済部商工労政課 3,344

地 方 債 0

国庫支出金 0 8,186

商店街空き店舗対策事業補助金 8,186 県　支出金 0

そ の 他 0



決算書

ページ
事      業      内      容

　被災した事業者及び市民双方の帰還の促進に資するため、集客効果を高め、市内の需要

を喚起するイベントを実施する商工会等に対し、補助金を交付した。

事業内容

　事業主体　商工会、商工会議所、商店連合会

　　　　　　商店街振興組合、商店会

　補助率　　１０／１０以内

　補助上限　商工会、商工会議所、商店連合会

　　　　　　　１イベント事業あたり４，０００千円

　　　　　　商店街振興組合、商店会

　　　　　　　１イベント事業あたり１，０００千円

　※令和２年度は新型コロナウイルス感染症対策として、補助上限額の引上げを実施

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　中心市街地にある商店街の振興とにぎわい創出を図るため、空き店舗を活用し、事業を

実施する者に対し、補助金を交付した。

事業内容

　事業主体　指定エリアにある空き店舗を活用し、事業を実施する事業者

　補助額　　改装費　上限２，０００千円

　　　　　　（補助率１／２）

　　　　　　賃借料　月額上限１５０千円

　　　　　　（補助率１／３から１／２、最長２年）

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　新型コロナウイルス感染症の影響により落ち込んだ市内経済を回復させるために、市民

の消費意欲の喚起に向け、商工会、商工会議所等が実行委員会を立ち上げ、消費喚起応援

事業を実施することに対し補助金を交付した。

事業内容

　事業主体　南相馬市消費喚起応援事業実行委員会

　　　　　　（鹿島商工会、小高商工会、原町商工会議所、原町商店連合会）　　　　

　　　　　

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

１件

新規　４件
継続　６件

補助金交付件数

295

295

295

補助金交付件数 １４件 ３件

７件　

補助金交付件数

- 229 -

１件



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

07 01 02 G6 20

5,612 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 5,612

経済部商工労政課

復興２ロボットテストフィールドを核とした 11,201

新産業創出と人材誘導

ロボット産業推進事業

（前年度）

国庫支出金 0 0
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決算書

ページ
事      業      内      容

　福島ロボットテストフィールドを核としながら、市内のロボット産業の盛り上がりを醸

成するため、関係機関等と連携し、ロボットのまち南相馬の実現に向けた各種施策を推進

した。

事業内容

　福島ロボットテストフィールドでのイベント参画

　　ロボテス見学会２０２０

　　　主催者　：南相馬市

　　　開催日　：令和２年８月２２日

　　　参加人数：約３７０人

　　そうそうこども科学祭２０２０

　　　主催者　：福島県相双地方振興局

　　　開催日　：令和２年１０月１７日

　　　参加人数：５００人

　　福島ロボットテストフィールド開所記念フォーラム２０２０

　　　主催者　：公益財団法人福島イノベーション・コースト構想推進機構

　　　開催日　：令和２年１１月１４日

　　　参加人数：４４企業団体　約１５０人

　　ロボテスＥＸＰＯ２０２１

　　　主催者　：公益財団法人福島イノベーション・コースト構想推進機構

　　　開催日　：令和３年３月１８日～１９日

　　　参加人数：３７企業団体　約４００人

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

研究者等の市内来訪者数 ８，０００人

- 231 -
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１３，３８１人



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

07 01 02 G7 20

07 01 02 G8 20

07 01 02 G9 20

経済部商工労政課 ―

県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 2,999（前年度）

―

ワールドロボットサミット機運醸成事業 2,999

国庫支出金 0 0

復興２ロボットテストフィールドを核とした

国庫支出金 68,511 0

飲食店等維持補助事業 68,511 県　支出金 0

国庫支出金 9,974 0

県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 1

新産業創出と人材誘導

経済部商工労政課

（前年度）

ロボット機器導入支援事業 9,975

地 方 債

経済部商工労政課 ―

0（前年度）

0

そ の 他

- 232 -



決算書

ページ
事      業      内      容

　ワールドロボットサミット２０２０福島大会の盛り上げに向け、市内の機運醸成を目指

したイベント等を実施した。

事業内容

　新型コロナウイルス感染症の影響により、令和３年度に開催が延期されたワールドロボ

ットサミット２０２０福島大会を継続して盛り上げるため、子どもや大人も楽しめるイベ

ント等を実施することで、本大会に関する市内の機運醸成を図った。

　　コスプレイベントｉｎ福島ロボットテストフィールド

　　　開催日　：令和２年９月２６日

　　　参加人数：約１００名

　　ロボット競技大会ｉｎ福島ロボットテストフィールド

　　　開催日　：令和２年１０月１７日（そうそうこども科学祭と併催）

　　　参加人数：５００名

　　ロボテスウォーク２０２０

　　　開催日　：令和２年１２月６日

　　　参加人数：２５０名

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　新型コロナウイルス感染症の影響により、事業者の人材不足、作業工程の効率化等の課

題が改めて認識され、こうした課題への対応のため、ロボット機器導入による生産性の向

上、事業の強靭化等に向けた支援を実施した。

事業内容

　ロボット機器等による生産性向上等に向けた導入支援業務委託

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　新型コロナウイルス感染症の影響を特に受けている運輸業、宿泊業、飲食店、運転代行

業に対し、当該店舗等維持に係る費用の負担軽減を図るため、助成金を交付した。

※新型コロナウイルス感染症の影響を鑑み、対象業種に運転代行業を追加した。

事業内容

　対象業種　市内に事業所を有する運輸業、宿泊業、飲食店、運転代行業

　補助金額　１店舗当たり２００千円

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

３３０事業所 ３４２事業所

市内事業者の業務分析、課題解決に向けたロボット機
器を活用する際の助言・提案等

５件

イベント等の参加者数

対象事業所等数

- 233 -

295

５件

295

８，０００人 ８５０人

295



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

07 01 02 H1 20

07 01 03 51 80

（前年度）

07 01 03 52 40

（前年度） 0

0

経済部商工労政課 ―

14,863

そ の 他

経済部観光交流課

そ の 他

国庫支出金 20,809 1

事業継続支援金支給事業 20,810

相馬野馬追事業補助金（小高区） 500 県　支出金 0

地 方 債 0

国庫支出金 0 500

経済部観光交流課 1,500

地 方 債 0

そ の 他 0

県　支出金 0

地 方 債 0

国庫支出金 0 64

相馬流れ山全国大会補助金（原町区） 64 県　支出金 0

（前年度）
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決算書

ページ
事      業      内      容

　新型コロナウイルス感染症の影響により売上高等が減少した市内の事業者に対し、新型

コロナウイルス感染症対策を講じながら事業継続が図れるよう、支援金を支給した。

事業内容

　事業継続支援金

　　支援金額　１事業者１００千円

　　市内事業所において新型コロナウイルス感染症の感染者が発生した際に、更なる感染

　拡大を防止し、事業継続が図られるよう消毒を実施した事業者に対し、支援金を交付し

　た。

　市新型コロナウイルス感染事業所消毒支援金

　　対象経費

　　　消毒事業者への委託費用

　　　消毒作業に要した消毒液等の資機材購入費用（ただし、感染予防対策として購入し

　　た費用は除く）

　　　補助率　　交付対象経費の３/４以内の額

　　　補助上限　３００千円

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　本市の観光資源である「相馬野馬追」をＰＲするための相馬流れ山全国大会について、

開催はできなかったが、準備に要した経費の一部を支出した。

事業内容

　事業主体　相馬流れ山全国大会実行委員会

　補助率　　定額

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　相馬野馬追による観光振興を図るため、小高区野馬追執行委員会及び小高郷騎馬会に対

し、補助金を交付した。

事業内容

　事業主体　小高区野馬追執行委員会

　内容　　　運営補助　

　補助率　　定額

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

295

297

297

補助金交付件数 ２００件 ２００件

補助金交付件数 １件 １件

補助金交付件数 １件 １件
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令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

07 01 03 52 60

（前年度）

07 01 03 52 80

（前年度）

07 01 03 62 40

（前年度）

0

国庫支出金 0 5,864

400 県　支出金

そ の 他 0

そ の 他 0

経済部観光交流課 12,204

相馬野馬追事業補助金（鹿島区）

国庫支出金

小高区イベント事業補助金（小高区） 5,864

相馬野馬追事業補助金（原町区） 0

550 県　支出金 0

0地 方 債

経済部観光交流課

復興１　旧避難指示区域の再生 5,071

小高区地域振興課

400

国庫支出金 0 550

地 方 債 0

そ の 他 0

県　支出金 0

地 方 債 0

19,084
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決算書

ページ
事      業      内      容

　相馬野馬追による観光振興を図るため、鹿島区野馬追執行委員会及び北郷騎馬会に対し、

補助金を交付した。

事業内容

　事業主体　鹿島区野馬追執行委員会

　内容　　　運営補助

　補助率　　定額　　　　　　　　　　　

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　相馬野馬追による観光振興を図るため、中ノ郷騎馬会に対し、補助金を交付した。

事業内容

　事業主体　中ノ郷騎馬会

　内容　　　騎馬会運営補助

　補助率　　定額

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　小高区の観光振興に寄与するため、小高区内で四季折々のイベントを継続して実施する

団体に対し、補助金を交付した。

事業内容

　春まつり事業（新型コロナウイルス感染症感染拡大の影響を考慮して中止）

　月あかりコンサート事業

　　事業主体　小高観光協会

　　補助率　　定額

　イルミネーション事業

　　事業主体　小高観光協会

　　補助率　　定額

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

４件 ２件

297

297

297

補助金交付件数 １件 １件

補助金交付件数 １件 １件
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補助金交付件数



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

07 01 03 62 60

（前年度）

07 01 04 F4 20

0

0

国庫支出金 1,030 0

500

鹿島区イベント事業補助金（鹿島区） 500 県　支出金 0

地 方 債 0

国庫支出金

そ の 他

鹿島区地域振興課 5,107

移住定住推進事業 17,848

重点２　多様な人材が活躍するまち 23,584

経済部観光交流課

県　支出金 450

そ の 他

地 方 債

0

16,368（前年度）
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決算書

ページ
事      業      内      容

　鹿島区の観光振興に寄与するため、鹿島区内で四季折々のイベントを継続して実施する

団体に対し、補助金を交付した。

事業内容

　春まつり事業代替　かしまのイルミネーションフォトラリー事業

　　事業主体　南相馬市かしま観光協会

　　補助率　　定額

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　移住・定住人口の増加に寄与する関係人口の構築と地域の活性化を推進するため、道の

駅南相馬に移住・定住に関する相談窓口を設置するとともに、南相馬市ふるさと回帰支援

センター等と連携しながら、ホームページやふるさと回帰フェア等において、移住定住等

の情報発信を行った。

事業内容

　移住定住相談等業務委託

　　委託先：南相馬市ふるさと回帰支援センター運営委員会

　　移住定住関連イベント（３回）

　　　第１６回ふるさと回帰フェア２０２０（オンライン）　

　　　　開催日：令和２年１０月１０日（土）

　　　福島くらし＆しごとフェア（オンライン）　

　　　　開催日：令和２年１１月１日（日）

　　　ＪＯＩＮ移住・交流＆地域おこしフェア２０２１（オンライン）　

　　　　開催日：令和３年３月１４日（日）

　スタディツアー（２回）

　　　伝統をアップデートする起業家の挑戦～馬のまち南相馬（オンライン）

　　　訪ねる前から始めよう！南相馬のウマいまちづくり会議（オンライン）

　　　　参加者数：３９人

　南相馬市サポーター交流会（年１１回）

    地域住民や地域の魅力を発信するとともに、南相馬市サポーターと南相馬市民

    との交流・関係性の構築を図るための交流会等を開催した。　　

　  参加者数：２６２人

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

①移住関連イベントの参加回数

②スタディツアー開催回数

③南相馬市サポーター交流会開催回数

補助金交付件数 １件 １件

297

297

①３回 ①　３回

②２回

③３回
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②　２回

③１１回



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

07 01 04 F5 20

07 01 04 F6 20

07 01 04 F9 20

8,580

経済部観光交流課 ―

0 45,118

地域おこし協力隊活動事業 45,118 県　支出金 0

国庫支出金

【新所管課：商工労政課】

重点２　多様な人材が活躍するまち ―

経済部観光交流課

地 方 債 0

（前年度） そ の 他 0

国庫支出金 0 522

花火打ち上げ事業 9,102 県　支出金 0

地 方 債 0

国庫支出金 0 0

海資源活用推進事業 16,528 県　支出金 0

地 方 債 0

（前年度） そ の 他

（前年度） そ の 他 16,528

経済部観光交流課 ―
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ページ
事      業      内      容

　都市地域から新たな担い手となる人材を受け入れ、活力ある持続可能な地域づくりを推

進するため、地域おこし協力隊制度を活用したネクスト・コモンズ・ラボ南相馬とともに、

市内の地域課題や資源を活かした起業を目指す起業型地域おこし協力隊を採用した。

事業内容

　地域おこし協力隊の活動人数　９人

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　海資源を活用した交流人口の拡大を図るため、海岸の状況・情報を市内外に発信すると

ともに、海資源利活用策や安全対策などを協議・検討し、海水浴場の開設、運営を行った。

事業内容

　海資源の利活用策や安全対策等の協議・検討

　ウェブカメラの設置によるリアルタイムでの海岸情報発信

　北泉海水浴場の開設、運営、安全対策等の実施

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

①サーフツーリズム推進委員会の開催回数

②海水浴場開設・運営

　コロナ禍の中、日々の活動を制限されている市民の皆様を励ますとともに、日々奮闘す

るエッセンシャルワーカー（※）の皆様に感謝の意を表すため、また、子どもたちの夏の

思い出づくりのため、花火の打ち上げを行う市内各団体に補助金を交付した。

　このことにより、新型コロナウイルス感染症の早期収束を祈願するとともに、市外に対

して本市の元気な姿を発信した。

　※エッセンシャルワーカー：医療従事者等、日常生活を送る上で欠かせない仕事を

　　　　　　　　　　　　　　担っている方々

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

４件

297

297

299
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市民との交流イベント開催回数 年５回 年５回

補助金交付件数 ４件

①４回

②１回

①３回

②１回



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

07 01 05 F3 20

07 01 07 F9 20

（前年度）

07 02 01 50 20

（前年度）

3,503 3,502

リノベーションまちづくり推進事業 7,005 県　支出金 0

国庫支出金

経済部商工労政課

復興２ロボットテストフィールドを核とした

（前年度） そ の 他 11,484

6,817

国庫支出金 0 0

産業復興・企業誘致促進事業 11,484 県　支出金 0

0

16,488

0 0

ふくしま復興特別資金等信用保証料補助金 16,488 県　支出金

経済部商工労政課 20,988

新産業創出と人材誘導

地 方 債 0

地 方 債 0

- 242 -

そ の 他

経済部商工労政課 12,553

地 方 債 0

そ の 他 0

国庫支出金



決算書

ページ
事      業      内      容

　市内産業の復興と発展及び雇用の創出を図るため、既存企業の事業拡大や企業誘致活動

による新規企業の市内立地を促進した。

事業内容

　既存企業の本社訪問

　企業誘致のための新規企業訪問

　企業誘致推進のための企業立地サポート業務委託

　インターネットの企業情報提供サービスによる情報収集

　東京支所の設置に要する経費

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　市街地の活性化に向けて、市街地の遊休資産を活用した民間資金による民間主導のまち

づくり手法を学ぶ機会をつくり、自ら事業を行う人材の発掘や育成を行うため、市民向け

の講演会やワークショップなどを開催した。

事業内容

　リノベーションまちづくり推進業務委託

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　震災からの復旧及び事業基盤強化を図る市内中小企業者の負担軽減を図るため、震災復

興支援を目的とする資金の融資を受ける際に負担する信用保証料に対し、補助金を交付し

た。

事業内容

　事業主体　市内中小企業者

　補助金額　信用保証料相当額

　限度額　　５００千円

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

補助金交付件数 　６３件 ５４件

工場を新・増設する企業 ２件 ３件

- 243 -

299

301

301

講演会、ワークショップ開催回数 ３回 ７回



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

07 02 02 F3 20

（前年度）

07 02 02 F4 20

（前年度）

07 03 01 52 40

（前年度）

07 03 01 F1 20

（前年度）

0 0

復興観光ガイド活用事業 11 県　支出金 0

国庫支出金

5,398

地 方 債 0

0

交流人口拡大支援事業 875 県　支出金

国庫支出金 0

そ の 他 673

経済部観光交流課

2,803 0

工業製品放射線量測定事業 2,803 県　支出金 0

- 244 -

経済部観光交流課 143

小高区地域振興課

国庫支出金

地 方 債 0

そ の 他

そ の 他 0

11

地 方 債 0

202

国庫支出金 0 0

小高区商業施設運営費補助金（小高区） 9,232 県　支出金 4,616

地 方 債 0

そ の 他 4,616

復興１　旧避難指示区域の再生 3,177

経済部商工労政課 2,777



決算書

ページ
事      業      内      容

　来訪者に復興を進めている本市の現状について知ってもらうことにより、原子力災害の

風評を払拭するとともに観光誘客を図るため、観光ボランティアガイドを活用した。

事業内容

　観光ボランティアガイドの活用

　ガイド活用人数　延べ２人（現在活動休止）

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　地域間交流の拡大による地元経済の活性化と本市の復興に対する機運醸成を図るため、

市内外の民間交流活動団体等に対して支援を行うとともに、市外での交流イベントや災害

時相互援助協定を締結した自治体との相互交流事業を実施した。

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　小高区住民の利便性向上を図るとともに、住民の帰還意欲を向上させるため、市が整備

した商業施設の指定管理者に対し、補助金を交付した。

事業内容

　事業主体　南相馬市小高区商業施設指定管理者　有限会社　丸上青果

　対象経費　店舗運営費（消耗品費、光熱水費、廃棄物処理費、通信料、保守管理費、

　　　　　　広告宣伝費、使用賃借費）

　補助率　　１０／１０

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　原子力災害に伴う市内企業に対する放射線風評被害を抑制するため、工業製品の放射線

量を測定し、測定結果報告書を発行するとともに、放射線に関する技術アドバイスを行っ

た。

事業内容

　工業製品放射線量測定事業業務委託

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

交流人口拡大活動に対する支援件数 ４０件 ２件

ボランティア実績件数

工業製品放射線量測定回数 ５２回 ５２回

- 245 -

303

303

303

303

補助金交付件数 １件 １件

１００件 ２件



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

07 03 01 F2 20

07 03 01 F4 40

（前年度）

07 03 02 F4 20

（前年度）

08 02 02 F1 20

（前年度） 0

県　支出金 0

国庫支出金

16,538

経済部商工労政課

復興１　旧避難指示区域の再生 17,016

小高区地域振興課

地 方 債 0

そ の 他

そ の 他 0

経済部観光交流課 1,561

観光物産復興ＰＲ事業 978 県　支出金 978

地 方 債 0

そ の 他

建設部土木課

国庫支出金 0 0

国庫支出金 15,059 2,263

社会資本整備総合交付金事業（道路維持） 30,822 県　支出金 0

地 方 債 13,500

0 0

旧避難指示区域内店舗営業支援事業 16,538

新産業創出と人材誘導

34,648

- 246 -

県　支出金 0復興賃貸事業所整備事業 610,493

国庫支出金 449,273 149,759

0

そ の 他 11,461

復興２ロボットテストフィールドを核とした

（前年度）

（繰越明許費） 599,032 地 方 債

88,168



決算書

ページ
事      業      内      容

　ロボット産業を中心とした地域産業の振興を図るため、ロボット関連産業事業者等の活

動拠点として、貸事務所・貸工場を整備した。

事業内容

　工事費、委託費、初期法定点検費用及び備品購入等に係る経費

復興賃貸事業所整備建築主体工事　　　　　４２１，８５０千円

復興賃貸事業所整備電気設備工事（精算払）　８７，８８８千円

復興賃貸事業所整備機械設備工事　　　　　　７９，７２４千円

復興賃貸事業所整備工事監理業務委託　　　　　９，５７０千円　

初期法定点検費用及び備品購入費ほか　　　　１１，４６１千円

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　旧避難指示区域内の復興を推進するため、日常生活に必要となるサービスを提供する事

業者に対し、運営経費の一部を補助した。

事業内容

　事業主体　　旧避難指示区域内で日常生活に必要となるサービスを提供する事業者

　補助対象　　運営経費（光熱水費（ガソリン代を除く。）、廃棄物処理費）

　補助率　　　１／２

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　観光物産の風評を払拭するとともに、観光客誘客や特産品等の販売促進と販路拡大を図

るため、首都圏等において観光ＰＲ及び特産品販売等を定期的に実施した。

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　歩行者及び車両の通行を円滑にするとともに、交通事故を未然に防止するため、市道の

舗装修繕を実施した。

事業内容

　舗装修繕工事

　　小高区　大井村上線　Ｌ＝３８０ｍ

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

観光ＰＲ及び特産品販売等件数 １２件

５２件 ５１件

貸事務所・貸工場整備 整備完了 整備完了

舗装修繕工事 Ｌ＝６３０ｍ Ｌ＝３８０ｍ

５件

補助金交付件数

303

303

303

307
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令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

08 02 02 L1 20

（前年度）

08 02 02 L2 80

（前年度）

08 02 02 L8 40

（前年度）

0

国庫支出金 0 0

そ の 他 741

地 方 債 0

国庫支出金 0 70,267

そ の 他 0

そ の 他 0

建設部土木課 4,056

側溝新設事業（原町区） 47,609 県　支出金 0

（繰越明許費） 17,580 地 方 債

国庫支出金 0 47,609

防犯灯設置事業（小高区） 741 県　支出金 0

建設部土木課 42,666

- 248 -

建設部土木課 893

簡易舗装事業 70,267 県　支出金 0

（繰越明許費） 47,135 地 方 債 0



決算書

ページ
事      業      内      容

　歩行者及び車両の安全な通行を確保するため、未舗装道路の簡易舗装工事を実施した。

事業内容

　【現年】馬場陣ケ崎２号線　　　　　Ｌ＝３５１ｍ

　【現年】泉沢観音前線　　　　　　　Ｌ＝１１３ｍ

　【現年】西５７号線　　　　　　　　Ｌ＝２６５ｍ

　【現年】西３号線　　　　　　　　　Ｌ＝２５０ｍ

　【繰越】生活道路（東原）　　　　　Ｌ＝２５２ｍ

　【繰越】木曽迫・馬場前線　　　　　Ｌ＝１１５ｍ

　【繰越】金場台・片草迫線（その２）Ｌ＝１００ｍ

　【繰越】飯崎一ノ関線（その２）　　Ｌ＝１６９ｍ

　【繰越】中９３号線　　　　　　　　Ｌ＝１９２ｍ

　【繰越】中２０号線　　　　　　　　Ｌ＝１７６ｍ

　【繰越】西１２７号線　　　　　　　Ｌ＝１１８ｍ

　【繰越】中１６号線　　　　　　　　Ｌ＝４５８ｍ

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

【現年】簡易舗装工事

【繰越】簡易舗装工事

　大雨時の排水対策及び市民の快適な住環境を確保するため、排水路整備を実施した。

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

【現年】側溝整備測量設計（北新田地区）

【現年】排水路整備工事（日の出町地区）

【繰越】側溝整備測量設計（牛来大塚１号線外）　

【繰越】排水路整備工事（日の出町地区）　　　 

　夜間における一般通行者や児童生徒などの通勤通学時の安全を確保するとともに、犯罪

や事故の起こりにくい生活環境を整備するため、市民要望等をもとに防犯灯を設置した。

事業内容

　防犯灯設置工事　小高区内一円　 ８基

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

Ｌ＝２１０ｍ －（繰越）

Ｌ＝２００ｍ Ｌ＝２００ｍ

Ｌ＝２１０ｍ Ｌ＝２１０ｍ

Ｌ＝１，２００ｍ Ｌ＝１，２００ｍ

１０基防犯灯設置数 ８基
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Ｌ＝９４０ｍ

Ｌ＝１,５８０ｍ

Ｌ＝９７９ｍ

Ｌ＝１,５８０ｍ

307

307

307



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

08 02 02 L8 60

（前年度）

08 02 02 L8 80

（前年度）

08 02 03 L3 25

（前年度）

1,085

1,503

国庫支出金 0

県　支出金 0

県　支出金 0

地 方 債 0

0

0

0

そ の 他

85,632

建設部土木課

地 方 債

そ の 他

0

市単独道路新設改良事業

防犯灯設置事業（原町区） 4,845

国庫支出金 0 4,845

防犯灯設置事業（鹿島区） 1,085 県　支出金

0 37,732国庫支出金

建設部土木課 4,739

そ の 他 0

- 250 -

（繰越明許費） 2,200 地 方 債 47,900

57,406建設部土木課



決算書

ページ
事      業      内      容

　夜間における一般通行者や児童生徒などの通勤通学時の安全を確保するとともに、犯罪

や事故の起こりにくい生活環境を整備するため、市民要望等をもとに防犯灯を設置した。

事業内容

　防犯灯設置工事　鹿島区内一円　２２基

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　夜間における一般通行者や児童生徒などの通勤通学時の安全を確保するとともに、犯罪

や事故の起こりにくい生活環境を整備するため、市民要望等をもとに防犯灯を設置した。

事業内容

　防犯灯設置工事　原町区内一円　９２基

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　幹線道路との機能的な連携により地域の良好な生活環境を確保するため、道路の新設、

現道の拡幅及び舗装工事を実施した。

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

【現年】道路改良工事　飯崎小屋木線

【現年】道路改良舗装工事　信田沢小池線

【現年】道路改良舗装工事　大木戸陣ヶ崎３号線

【現年】歩道設置工事　上渋佐北泉線

【繰越】道路改良舗装工事　原町区　東ヶ丘公園線

Ｌ＝１００ｍ Ｌ＝３７０ｍ

Ｌ＝２６０ｍ Ｌ＝１８０ｍ

Ｌ＝１００ｍ －（繰越）

Ｌ＝３００ｍ －（繰越）

Ｌ＝　７０ｍ

６６基 ９２基

防犯灯設置数 １５基 ２２基

Ｌ＝　７０ｍ

防犯灯設置数
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309



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

08 02 04 F1 20

（前年度）

08 02 05 L1 35

（前年度）

（事故繰越し）

（繰越明許費） 210,527 地 方 債

国庫支出金 326,499 31,652

213,300 そ の 他

建設部土木課 303,404

県　支出金 0

0

社会資本整備総合交付金事業（橋梁維持） 597,651

239,500

地 方 債 0

そ の 他 0

国庫支出金 0 1,756

やさしいみちづくり事業（小高区） 1,756 県　支出金 0

- 252 -

建設部土木課 2,025



決算書

ページ
事      業      内      容

　歩行者及び車両の通行を円滑にするとともに、交通事故を未然に防止するため、市道橋

の維持修繕を実施した。

事業内容

　橋梁修繕設計

　　【現年】鹿島区　千倉跨線人道橋、中５５号線１号橋　　　※翌年繰越

　　【現年】原町区　東町桜井町跨線橋、南原町跨線橋　　　　※翌年繰越

　　【繰越明許】小高区　藤木橋、小屋木橋　　　　

　橋梁維持補修工事　　　

　　【現年】原町区　大谷高倉１号橋

　　【繰越明許】鹿島区　小沢橋、東原橋 　  

　橋梁架替工事

　　【現年】小高区　琵琶橋線（上部架設工）　外１橋　　　　※翌年繰越

　　【繰越明許】小高区　琵琶橋（上部工桁製作工）　外１橋　※翌年繰越

　　【事故繰越】小高区　琵琶橋（下部工）　外１橋　

橋梁撤去工事

　　【繰越明許】小高区　大井跨道橋　　　　　　　　　　　　※翌年繰越

　橋梁長寿命化計画策定

　　【現年】市内一円　計画更新　１式　　　　　　　　　　　※翌年繰越

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

【現年】橋梁修繕設計

【現年】橋梁維持補修工事

【現年】橋梁架替工事

【現年】橋梁長寿命化計画策定

【繰越明許】橋梁修繕設計

【繰越明許】橋梁維持補修工事

【繰越明許】橋梁架替工事

【繰越明許】橋梁撤去工事

【事故繰越】橋梁架替工事

　歩行者及び車両の安全な通行を確保するため、道路区画線の修繕を実施した。

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

－（繰越）

２橋

道路区画線設置工事

１橋

２橋

４橋

２橋

２橋

一式

２橋

２橋

－（繰越）

－（繰越）

１橋

－（繰越）

－（繰越）

２橋

Ｌ＝３，５５０ｍ

１橋

２橋

Ｌ＝２，９７２ｍ
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309



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

08 02 05 L1 55

（前年度）

08 02 05 L1 75

（前年度）

08 03 01 L2 21

08 04 01 54 20

（前年度）

1,000

建設部土木課 ―

地 方 債 26,900

230 340

木造住宅耐震改修支援事業補助金

国庫支出金

―

（前年度） そ の 他 0

緊急浚渫推進事業 26,903 県　支出金 0

県　支出金

地 方 債

0 3

地 方 債

国庫支出金 0 17,975

やさしいみちづくり事業（原町区）

建設部土木課 1,152

建設部土木課 20,119

地 方 債 0

そ の 他 0

建設部建築住宅課

430

0

0

国庫支出金

そ の 他 0

17,975 県　支出金 0

国庫支出金 0 1,729

県　支出金 0やさしいみちづくり事業（鹿島区） 1,729

そ の 他 0

- 254 -



決算書

ページ
事      業      内      容

　歩行者及び車両の安全な通行を確保するため、道路区画線の修繕を実施した。

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　歩行者及び車両の安全な通行を確保するため、道路区画線等の修繕を実施した。

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

道路区画線設置工事 Ｌ＝１１，１４８ｍ

路側カラー化 Ａ＝７９０㎡

　準用・普通河川の流下断面の阻害の解消を図るため、河道内の堆砂土砂及び繁茂樹木の

撤去を行った。

事業内容

　緊急浚渫測量調査　６９河川　Ｌ＝９３．８ｋｍ

　                  （原町区４０河川、鹿島区２３河川、小高区６河川）

　緊急浚渫工事　（北ノ入川、上真野川、西沢川、国見川）　Ｌ＝６５１ｍ

　　　　　　　　（川子迫川、飯森川）　　　　　 　　 　　Ｌ＝２４０ｍ　※翌年繰越

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　地震に対する住宅の安全性を確保するため、耐震基準を満たさない旧基準の木造住宅の

耐震改修に対し、補助金を交付した。

事業内容

　補助率　　対象工事費の１／２

　補助金額　一般改修の場合　上限１，０００千円

　　　　　　段階改修の場合　上限　　６００千円

　交付件数　１件

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

４河川
Ｌ＝６５１ｍ

補助金交付件数 １件 １件

Ｌ＝３，６４８ｍ

緊急浚渫工事
６河川

Ｌ＝８９１ｍ

道路区画線設置工事

一式

Ｌ＝３，６００ｍ
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令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

08 04 01 F4 20

（前年度）

08 04 01 R4 80

（前年度）

08 04 03 F2 20

（前年度）

緑豊かな景観づくり事業（原町区） 2,114 0

国庫支出金

県　支出金

390 407

72,128

建設部都市計画課

県　支出金 0

国庫支出金 0 10,197

2,114

建設部都市計画課 1,144

そ の 他 0

重点１　子育て世代に選ばれるまち

そ の 他

地 方 債 52,800

公園施設改修事業 62,997

地 方 債 0

国庫支出金 0 0

建設部建築住宅課 1,406

地 方 債 0

そ の 他 0

木造住宅耐震診断者派遣事業 992 県　支出金 195

- 256 -



決算書

ページ
事      業      内      容

　地震に対する住宅の安全性を確保するため、耐震基準を満たさない旧基準の木造住宅に

対し耐震診断を実施した。

事業内容

　木造住宅耐震診断者派遣事業業務委託　５戸診断

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　緑豊かな景観づくりを推進するため、歩道に設置したプランターに花の植栽を行った。

事業内容

　歩道に設置したプランター（ウッドカプセル）へ花の植栽

　（緑化重点地区内等の街路及びシンボルロード等）

　春（６月）　　１１，０００本（ベコニア・マリーゴールド）

　秋（１１月）　１１，０００本（パンジー・ビオラ）

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　子育て環境の充実及びコミュニティの活性化のため、老朽化した公園施設の改修工事を

実施した。

事業内容

　トイレ改築設計業務委託（牛越西公園、牛越中央園、よつば公園、しらゆり公園）

　公衆トイレ改築工事（青葉公園、牛越東公園、国見団地中央公園）

　フェンス改修工事（西殿公園）

　野外卓設置工事（夜の森公園）

　丘の広場トイレ塗装工事（北泉海浜総合公園）

　ゴムチップ舗装修繕（北泉海浜総合公園）

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

３か所 ６か所改修する公園数

木造住宅耐震診断者派遣戸数 ７戸 ５戸

植栽事業回数 ２回 ２回
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313



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

08 04 04 F3 20

（前年度）

08 04 05 F1 20

（前年度）

08 04 07 F5 20

（前年度）

08 05 01 21 80

（前年度）

27,065 地 方 債 24,200

10,252 地 方 債 1,700

そ の 他 0

原ノ町駅前広場整備事業 14,547 県　支出金 0

27,000 1,466

社会資本整備総合交付金事業（公園維持） 55,390 県　支出金 0

（繰越明許費）

そ の 他 2,724

0

1,865

建設部都市計画課 30,132

改築） 地 方 債 31,500

そ の 他

国庫支出金

復興１　旧避難指示区域の再生

36,653

国庫支出金 10,982

建設部都市計画課 17,182

（繰越明許費）

31,735 48

社会資本整備総合交付金事業（雨水ポンプ場 63,579 県　支出金 296

国庫支出金

地 方 債 0

そ の 他 7,555

国庫支出金 0 36,875

市営住宅営繕事業（原町区） 44,430 県　支出金 0

建設部下水道課

13,970

建設部建築住宅課

- 258 -



決算書

ページ
事      業      内      容

　公園利用者の安全確保と施設機能の維持を図るため、施設の効率的な改築及び更新を行

った。

事業内容

　トイレ改築設計（原町運動公園東）

　遊具更新工事（桜井公園、夜の森公園、下川原公園）

　ベンチ更新（原町運動公園）

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　都市機能の充実と街なかの賑わいを創出するため、交通結節点であるＪＲ原ノ町駅前広

場を整備した。

事業内容

　原ノ町駅前広場整備事業

　　排水構造物工（側溝布設工）　　Ｌ＝７９．０ｍ　※翌年繰越

　　防災無線移設業務委託　　　　　１か所

　　原ノ町駅排水施設等移設補償費　１式　　　　　　※翌年繰越

　事業期間　令和元年度～令和３年度

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

補償費

　大雨時における小高区市街地の浸水被害を防止するため、小高川ポンプ場の効率的な改

築・更新工事を実施した。

事業内容

　小高川ポンプ場改築建築工事及び電気設備（非常用発電設備）更新工事

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　市営住宅の入居者が快適に居住できるよう、老朽箇所の修繕工事を実施した。

事業内容

　仲町団地１号棟階段手すり塗替改修工事

　仲町団地５～９号棟屋上防水改修工事

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

①１件①塗替工事件数

②改修工事件数

①１件

②１件

１式

－（繰越）

－（繰越）

改修する公園数

②１件

４公園

Ｌ＝７９．０ｍ

小高川ポンプ場施設改築工事

①電気設備
（非常用発電設備）

　更新
②付帯設備

①電気設備
（非常用発電設備）

　更新
②付帯設備

側溝布設工
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令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

08 05 01 F3 50

（前年度）

08 05 01 F3 70

（前年度）

08 06 01 F4 20

（前年度）

08 06 02 F2 20

（前年度）

国庫支出金 2,685 4,465

77,571

建設部建築住宅課

（原町区） 地 方 債 87,000

そ の 他 0

52,497 42

社会資本整備総合交付金事業（市営住宅） 139,539

6,699

国庫支出金

0

県　支出金 0

建設部建築住宅課

そ の 他 0

社会資本整備総合交付金事業（市営住宅） 7,150 県　支出金 0

（鹿島区） 地 方 債

（逓次繰越） 27,463 地 方 債 0

そ の 他 78,046

0 772

防災集団移転関連環境整備事業 8,251 県　支出金 0

国庫支出金

97,558 国庫支出金 0 46,975

メモリアルパーク整備事業 125,021 県　支出金 0

建設部都市計画課 9,970

地 方 債 0

そ の 他 7,479

- 260 -

建設部都市計画課 75,187



決算書

ページ
事      業      内      容

　耐用年限を経過し老朽化が著しい市営住宅について、解体工事を実施した。

事業内容

　解体工事　北畑団地（昭和３０年度建設）　　１戸

　　　　　　大谷地団地（昭和４０年度建設）　１戸

　　　　　　八郎内団地（昭和３５年度建設）　１戸

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　市営住宅入居者が安心して快適に居住できるようにするため、改修工事を実施した。

事業内容

　仲町団地９号棟電気設備改修設計業務委託

　仲町団地５～９号棟給水管設備他改修工事

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　防災集団移転促進事業の移転先住宅地周辺の良好な環境を維持するため、環境整備を行

った。

事業内容

　住宅団地周辺の環境整備

　　調整池清掃（北原団地、萱浜（２）団地）

　　緑地除草（北海老団地、寺内団地、上寺内（２）団地、北原団地、小川町団地）

　防災集団移転促進事業により整備された住宅地の買戻し

　　金沢（２）団地　２区画

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　東日本大震災の津波による犠牲者への追悼と震災記憶の伝承のため、メモリアルパーク

を整備した。

事業内容

　メモリアルパーク整備工事　Ａ＝１．５６ｈａ

　事業期間　令和元年度～令和２年度

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

①設計業務件数

②改修工事件数

１．５６ｈａ

②１件

①１件①１件

②１件

３戸解体戸数 ３戸

２．０ｈａメモリアルパーク整備
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住宅団地周辺の環境整備箇所数（調整池清掃等） ７か所 ７か所

317

317

317

319



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

08 06 03 L1 20

（前年度）

08 06 04 F1 20

（前年度）

08 06 05 51 20

（前年度）

県　支出金

156,447 335,972

0社会資本整備総合交付金事業（復興） 497,628

（繰越明許費） 67,783 地 方 債 0

国庫支出金

建設部土木課

29,718

建設部建築住宅課

負担） 地 方 債 0

そ の 他 21,833

0 7,277

がけ地近接等危険住宅移転事業補助金（債務 29,110 県　支出金 0

国庫支出金

国庫支出金 0 106,676

復旧・復興関連道路補修事業 261,241 県　支出金 0

（繰越明許費） 68,035 地 方 債 0

そ の 他 154,565

建設部土木課 ―

（事故繰越し） 264,036 そ の 他 5,209
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61,642



決算書

ページ
事      業      内      容

　歩行者及び車両の通行を円滑にするとともに、交通事故を未然に防止するため、復旧復

興事業の土砂運搬車両等により損壊した道路舗装の補修を行った。

事業内容

　防災集団移転等に伴う道路補修工事

　【現年】鹿島区　１級２号線　　　　　　Ｌ＝２５０ｍ

　【現年】原町区　牛越大木戸陣ヶ崎線　　Ｌ＝１，８６９ｍ

　　　　　　　　　原町高倉線　　　　　　Ｌ＝１，１６７ｍ

　　　　　　　　　高鶴谷線　　　　　　　Ｌ＝３４７ｍ

　　　　　　　　　上北高平金沢線　　　　Ｌ＝５８６ｍ

　【繰越】原町区　上渋佐北泉線　　　　　Ｌ＝６９５ｍ

　【繰越】原町区　北原雫線　　　　　　　Ｌ＝１，４９４ｍ

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

【現年】防災集団移転等に伴う道路補修工事

【繰越】防災集団移転等に伴う道路補修工事

　水災害に対する住民の安全・安心を確保するため、東日本大震災からの復旧・復興を図

る地域を優先に河川整備を実施した。

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

北原川

【現年】河川築堤

【現年】橋梁上部工

【繰越明許】河川築堤

【繰越明許】排水樋門

【事故繰越】河川築堤

　東日本大震災に伴う津波被害によって設定された災害危険区域からの移転を促進するた

め、個人移転により住宅の再建を行う者に対し、補助金を交付した。

事業内容

　補助金　建物助成費(借入れに対する利子)　７，２２７千円／件

　　　　　除却費　　　　　　　　　　　　　　　８０２千円／件

　補助金実績　６件　２９，１１０千円

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

６件

Ｌ＝３６０ｍ －（繰越）

Ｎ＝１基 －（繰越）

Ｌ＝３４０ｍ Ｌ＝３４０ｍ

Ｎ＝２基 Ｎ＝２基

Ｌ＝１２０ｍ Ｌ＝１２０ｍ
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Ｌ＝４，２３５ｍ

Ｌ＝２，１８９ｍ

Ｌ＝４，２１９ｍ

Ｌ＝２，１８９ｍ

補助金交付件数 １６件

319

319

319



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

08 06 05 52 20

08 06 05 F8 20

（前年度）

国庫支出金 0 0

地 方 債 0

地 方 債 0

県　支出金 1,600若者等世帯定住促進事業 31,350

（前年度） そ の 他 131,424

建設部建築住宅課 25,725

被災住宅再建支援事業補助金（債務負担） 131,424 県　支出金 0

国庫支出金 0 0

そ の 他 29,750

重点２　多様な人材が活躍するまち 35,850

建設部建築住宅課

- 264 -



決算書

ページ
事      業      内      容

　復興のまちづくりを推進するため、東日本大震災に伴う津波・地震による被災者の住宅

再建に対し、補助金を交付した。

事業内容

　補助金　建物助成費（借入れに対する利子）　４，５７０千円／件

　　　　　移転費　　　　　　　　　　　　　　　　８０２千円／件

　補助金交付件数　２１件（津波１０件、地震１１件）　４２，８５０千円

　追加交付件数　　５８件（津波３５件、地震２３件）　８８，５７４千円（差額交付）

　　　  　

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　本市への定住を促進し、地域での世代間支え合い環境を構築するため、子育て世帯等が

民間賃貸住宅へ入居及び住宅を取得する場合に奨励金を交付した。

事業内容

　民間賃貸住宅入居　１８０千円（市外転入）　２５世帯

　住宅取得　若者等世帯　　　１，０００千円（市外転入・新築取得）１５世帯

　　　　　　　　　　　　　　　　７５０千円（市外転入・中古取得）　１世帯

　　　　　　多世代同居世帯　１，０００千円（新築取得）　　　　　　３世帯

　　　　　　　　　　　　　　　　７５０千円（中古取得）　　　　　　０世帯

　　　　　　近居世帯　　　　　　７５０千円（新築取得）　　　　　　８世帯

　　　　　　　　　　　　　　　　５００千円（中古取得）　　　　　　１世帯

　　　　　　県補助加算分　　　　８００千円（新築取得）　　　　　　２世帯

　　　　　（※県外からの移住者）８００千円（中古取得）　　　　　　０世帯

　奨励金交付件数（市外転入）　４１件

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

地震１０件

津波１０件

地震１１件

４１件

補助金交付件数
津波１０件

奨励金交付件数（市外転入） ３４件
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319

319



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

08 06 05 G3 20

（前年度）

08 06 06 F1 20

（前年度）

08 06 07 F1 20

（前年度）

建設部土木課

208,541

災害公営住宅関連交通安全対策事業 25,847 県　支出金 0

（繰越明許費） 25,847 地 方 債 0

そ の 他

0

そ の 他 42,517

重点２　多様な人材が活躍するまち 42,573

建設部建築住宅課

就業等人材確保住宅管理事業 42,517 県　支出金

国庫支出金 0 0

国庫支出金 0 25,847

国庫支出金 285,549 235,247

社会資本整備総合交付金事業（復興） 520,796 県　支出金 0

（繰越明許費） 406,094 地 方 債 0

（事故繰越し） 20,102 そ の 他 0

0

地 方 債 0
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建設部土木課 22,770



決算書

ページ
事      業      内      容

　事業所等が市外から新たな従業員を雇用するにあたり、早急な住宅確保の環境整備を通

じ、労働力を確保し市内経済等の復興を図るため、市が企業等に提供している就業等人材

材確保住宅の管理を行った。

事業内容

　リース方式により整備した住宅の管理経費

　　戸数　２４戸

　　間取　１Ｋ

　　期間　平成２９年度～令和３年度（５年間）

　　管理経費　光熱水費、修繕料（施設修繕）、

　　　　　　　除草等業務委託料（敷地内除草・植え込み剪定１回）、リース料

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　幹線道路との機能的な連携により、被災地域の復興と地域の良好な生活環境を確保する

ため、道路の新設、現道の拡幅及び舗装工事を実施した。

事業内容

　１－７号線道路改良舗装（平成２５年度～令和５年度）

　【現年】　　道路改良舗装工（１－７号線）　Ｌ＝４，０８０ｍ　※翌年繰越

　【繰越明許】道路改良（１－７号線）　　　　Ｌ＝２，３０５ｍ　

　【事故繰越】道路改良（１－７号線）　　　　Ｌ＝８０ｍ　

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

【現年】道路改良舗装工（１－７号線）

【繰越明許】道路改良舗装工（１－７号線）

【事故繰越】道路改良舗装工（１－７号線）

　　災害公営住宅を連絡する道路に歩行者の安全な通行を確保するため、歩道を設置した。　

事業内容

　【繰越】歩道新設工（中１９４号線）　Ｌ＝３００ｍ　Ｗ＝２．５ｍ　

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

【繰越】歩道新設工（中１９４号線） Ｌ＝３００ｍ Ｌ＝３００ｍ

敷地内除草
植え込み剪定

１回 １回

Ｌ＝４，０８０ｍ

Ｌ＝２，４８０ｍ

Ｌ＝　　　８０ｍ

―（繰越）

Ｌ＝２，３０５ｍ

Ｌ＝　　　８０ｍ
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319

321

321



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

08 07 01 F1 20

（前年度）

08 07 01 L1 20

（前年度）

08 07 01 L1 40

（前年度）

0

0

地 方 債 0

建設部土木課 60,247

地 方 債

そ の 他

2,276

0

164

地 方 債

4,774 県　支出金 0

国庫支出金 58,295

国庫支出金 4,774 0

県　支出金 0

帰還再生加速市道除草事業（小高区）

そ の 他 0

復興１　旧避難指示区域の再生 3,759

復興１　旧避難指示区域の再生

そ の 他 2,276

建設部土木課

国庫支出金 0 0

小高スマートインターチェンジ整備事業

0

帰還再生加速市道除草事業 58,295 県　支出金 0

- 268 -

建設部土木課



決算書

ページ
事      業      内      容

　市民の帰還促進、企業誘致の推進、交流人口の拡大及び緊急時の避難経路の確保を図る

ため、小高区にスマートインターチェンジの設置に向けて調査測量を実施した。

事業内容

　工事等負担金（測量調査設計費（市管理区域分））

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

①基準点測量・路線測量・詳細測量

②土質調査

　避難者の早期帰還を促進するため、旧避難指示区域内の市が管理する道路等の草刈を実

施した。

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　快適で暮らしやすい生活環境を整備するとともに、主体的な市民活動を促進するため、

行政区が実施する道路除草作業に対し、支援を行った。

事業内容

　内容　　　道路除草

　対象地区　小高区の２３行政区

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

①２５路線

Ｌ＝７３，６８１ｍ Ｌ＝６６，９１５ｍ

①除草業務（原町区２０ｋｍ圏内）
②除草業務（小高区圏内）

①Ｌ＝０．９ｋｍ

②４か所

①Ｌ＝１．１ｋｍ

②４か所

道路除草（小高区行政区） ２３行政区 ２３行政区
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Ｌ＝４３，７００ｍ Ｌ＝４３，７００ｍ

②６２路線 ②６０路線

①２５路線

321

321

321



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

08 07 01 L3 20

（前年度）

09 01 02 50 20

帰還再生生活道路舗装事業 45,274 県　支出金 0

復興企画部危機管理課

女性消防隊活動支援補助金 763 県　支出金 0

地 方 債 0

（前年度）

国庫支出金

0そ の 他

重点４　一円融合のコミュニティづくり 583

0 763

建設部土木課 19,031

（繰越明許費） 13,968 地 方 債 0

国庫支出金 45,274 0

そ の 他 0

- 270 -



決算書

ページ
事      業      内      容

　市民の低線量放射線への不安を払拭し、安心して生活できる住環境を整えるため、放射

線を遮断する措置として生活道路（法定外道路）の舗装を実施した。

事業内容

　【現年】生活道路（旭町２）　　Ｌ＝１０４ｍ

　【現年】生活道路（西町）　　　Ｌ＝２１２ｍ

　【現年】生活道路（北原）　　　Ｌ＝２２０ｍ

　【現年】生活道路（原２）　　　Ｌ＝３０５ｍ

　【現年】生活道路（三島町２）　Ｌ＝７２ｍ

　【現年】生活道路（高松）　　　Ｌ＝１５０ｍ

　【現年】生活道路（小川町）　　Ｌ＝７０ｍ

　【繰越】生活道路（八重畑）　　Ｌ＝３７６ｍ　

　【繰越】生活道路（二見町）　　Ｌ＝１３７ｍ　

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

【現年】簡易舗装工事（生活道路）

【繰越】簡易舗装工事（生活道路）

　南相馬市女性消防隊の活動支援のため、小高区隊、鹿島区隊、原町区隊に対し、補助金

を交付した。

事業内容

　事業主体　南相馬市女性消防隊小高区隊・鹿島区隊・原町区隊

　補助率　　定額

　補助金額　小高区隊１９１千円、鹿島区隊１９１千円、原町区隊３８１千円

　活動内容　市防災行政無線による火災予防広報　　　　　　実績：小高区隊３回

　　　　　　消防団行事、火災予防運動行事への参加　　　　実績：各区隊２回

　　　　　　住宅用火災警報器設置啓発チラシの行政区回覧　実績：小高区隊２回

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鹿島区隊１回

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　原町区隊１回

活動指標等（アウトプット） 計画 実績
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Ｌ＝１，１６０ｍ

Ｌ＝　　５１３ｍ

Ｌ＝１，１３３ｍ

Ｌ＝　　５１３ｍ

災害予防広報及び啓発活動
（広報車による広報活動、高齢者宅への個別訪問等）

小高区隊　　２回
鹿島区隊　１２回
原町区隊　１２回

小高区隊　　１回
鹿島区隊　１１回
原町区隊　　７回

321

323



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

09 01 03 F2 25

（前年度）

09 01 03 F3 20

（前年度）

09 01 05 21 20

（前年度）

29,360 15,426

そ の 他 0

復興企画部危機管理課

消防施設等整備事業 137,795 県　支出金 0

地 方 債

2,000

55,428

16,622

県　支出金防災備蓄倉庫管理運営・備蓄物資配備事業 46,786

0

国庫支出金 5,512 15,683

国庫支出金 0

復興企画部危機管理課 90,857

地 方 債 116,600

そ の 他 0
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消火栓管理事業 60,768 県　支出金 0

60,768

地 方 債 0

そ の 他 0

復興企画部危機管理課

国庫支出金



決算書

ページ
事      業      内      容

　消防力を強化するため、消防施設及び資機材を整備した。

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

①消防ホース購入数

②鹿島区団第三分団第２部屯所実施設計業務委託

③原町区団第五分団第４部屯所建設工事

④ホース乾燥塔建設工事箇所数

⑤耐震性防火貯水槽建設工事箇所数

⑥防火水槽解体工事箇所数

⑦モーターサイレン塔解体工事箇所数

⑧消防ポンプ自動車購入台数

⑨消防積載車購入台数

⑩小型動力ポンプ購入台数

⑪角型水槽購入数

⑫投光器購入数

⑬消防操法用標的（火点）購入数

　既設消火栓の維持管理費を負担するとともに、無水利地区へ消火栓を設置した。

事業内容

　消火栓使用料（小高区１５０基、原町区７２８基）

　消火栓管理負担金（鹿島区１７１基）

　配水管布設替工事に伴う設置替負担金（原町区２基）

　消火栓標識修繕負担金（小高区１基、原町区１０基）

　消火栓修繕負担金（小高区１基）

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　災害発生時に必要となる食糧、水、毛布等の物資の備蓄及び防災備蓄倉庫の管理運営を

行った。

事業内容

　防災備蓄品の年度更新（食糧、水）

　新型コロナウイルス感染症対応として、避難所に設置する段ボールベッド等の購入

　避難所での熱中症対策として、スタンドファン、スポットエアコン等をリース対応

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

消火栓の新設

備蓄品の年度更新 １回 １回
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小高区　１基
鹿島区　２基
原町区　５基

325

①６０本

②１件

③１棟

④４か所

⑤２か所

⑥１か所

⑦１か所

⑧２台

⑨２台

⑩４台

⑪２台

⑫１台

⑬２個

①６０本

②１件

③１棟

④４か所

⑤２か所

⑥１か所

⑦１か所

⑧２台

⑨２台

⑩４台

⑪２台

⑫１台

⑬２個

小高区　１基
鹿島区　２基
原町区　５基

323

323



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

09 01 05 50 20

（前年度）

09 01 05 F1 20

09 01 05 F2 20

（前年度）

県　支出金

国庫支出金 0 0

国庫支出金

自主防災組織補助金 217 県　支出金 0

重点４　一円融合のコミュニティづくり 122

復興企画部危機管理課

推進事業） 地 方 債 21,600

そ の 他 0

地 方 債

0

―

復興企画部危機管理課

0

地 方 債 0

そ の 他 217

重点４　一円融合のコミュニティづくり ―

国庫支出金 0 49

市総合防災訓練事業 49 県　支出金 0

復興企画部危機管理課
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0 334

0

（前年度） そ の 他

防災情報発信強化事業（旧防災行政無線整備 21,934



決算書

ページ
事      業      内      容

　自主防災組織の活性化を促進するために補助金を交付した。

事業内容

　防災資機材購入補助　（上限１５０千円）

　訓練補助　　　　　　（上限　５０千円）

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

補助金交付件数

　①防災資機材購入補助

　②訓練補助

　新型コロナウイルス感染症の防止のため、職員による新型コロナウイルス感染症対策を

講じた避難所設営訓練に変更し、各区で実施した。

事業内容

　実施場所　小高区（小高中学校）、鹿島区（鹿島体育館）、原町区（石神第一小学校）

　実施内容　新型コロナウイルス感染症流行下における避難所設置・運営訓練

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　防災行政無線の機能を強化し、災害時における住民への情報伝達体制の充実を図った。

事業内容

　防災メール登録及び防災ラジオ貸出促進の広報

　デジタル波戸別受信機導入（押釜・高倉・大谷地区　計１６０台）

　デジタル波用再送信子局整備（大原・大木戸地区）※繰越明許

　緊急速報メールの導入・運用

　防災行政無線屋外子局スピーカ強化（南町・高見町地区）※繰越明許

　音達エリア調査の実施、自動応答装置の導入

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

①音達エリア調査の実施

②デジタル波戸別受信機の導入

③自動応答装置の導入 ③装置の導入

①１０件

②６０件

①２件

②１件

①調査の実施①調査の実施

②戸別受信機の導入

325

325

325

- 275 -

防災訓練の開催回数 １回 １回

②戸別受信機の導入

③装置の導入



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

09 01 05 F4 20

（前年度）

09 01 05 G4 20

（前年度）

09 02 01 F1 20

（前年度）

地 方 債 0

復興企画部危機管理課 ―

災害情報共有システム構築事業 県　支出金 0

重点４　一円融合のコミュニティづくり 482

復興企画部危機管理課

地 方 債 0

国庫支出金 0 676

防災士養成研修事業 676 県　支出金 0

そ の 他 0

4,395

そ の 他 0

国庫支出金 0 4,395

（逓次繰越） 302 地 方 債 0

そ の 他 16,229

国庫支出金 0 4,359

避難所看板等整備事業 20,588 県　支出金 0

復興企画部危機管理課 19,882

- 276 -



決算書

ページ
事      業      内      容

　災害時の情報管理等の迅速化を図り、より多くの災害情報をリアルタイムに市民と共有

できるシステム（ＬＩＮＥ）の構築を行った。

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　地域防災力を高め住民の安全・安心を確保するため、地域の防災リーダーとなる防災士

を養成した。

事業内容

　防災士養成研修旅費及び負担金

　養成実績者数　１３人

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

①防災士養成研修会の周知募集回数

②研修会開催回数

　津波災害等発生時の円滑な避難を誘導するため、津波注意喚起標識及び津波避難誘導標

識を整備した。

事業内容

　情報看板等設置業務

事業スケジュール

　平成３０年度　実施設計

　令和元年度　　実施設計、設置業務

　令和２年度　　設置業務

設置業務概要

　情報看板等設置基数　　　　３２６基

　（内訳　津波避難誘導標識　２９４基、津波注意喚起標識　３２基）

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

システムの構築
システムによる市民への災害情報の提供

設置業務

設置業務完了
令和２年度設置基数
避難誘導標識
２９４基

①２回

②１回

①３回

②１回

システムによる市民
への災害情報の提供

システムによる市民
への災害情報の提供

避難所看板設置基数　３２６基
（内訳　津波避難誘導標識　２９４基、
津波注意喚起標識　３２基）

325

325

327

- 277 -



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

10 01 02 20 03

10 01 02 20 04

10 01 02 20 05

10 01 02 20 06 国庫支出金 0

（前年度） そ の 他 0

重点１　子育て世代に選ばれるまち

教育委員会教育委員会事務局学校教育課

―

教育委員会教育委員会事務局学校教育課

国庫支出金 0 35,801

27,057

会計年度任用職員給与費　介助員 27,057 県　支出金 0

地 方 債 0

国庫支出金 0 4,857

会計年度任用職員給与費　外国語指導助手 4,857

教育委員会教育委員会事務局学校教育課

県　支出金 0

地 方 債 0

（前年度） そ の 他 0

重点１　子育て世代に選ばれるまち ―

0

重点１　子育て世代に選ばれるまち ―

教育委員会教育委員会事務局学校教育課

会計年度任用職員給与費　学校司書 35,801 県　支出金 0

地 方 債 0

（前年度） そ の 他

国庫支出金 0 0

会計年度任用職員給与費　学力向上教員 13,708 県　支出金 0

地 方 債 0

（前年度） そ の 他 13,708

重点１　子育て世代に選ばれるまち ―

- 278 -



決算書

ページ
事      業      内      容

　児童生徒の学習意欲を高めるとともに、学力の向上を図るため、市で独自に採用した学

力向上教員を小学校２校、中学校１校に配置した。

事業内容

　学力向上教員の配置　　小学校　２人(原三小、鹿島小）（算数を担当） 

　　　　　　　　　　　　中学校　１人（石神中）（数学を担当）

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　小中学校の学校図書室において、司書教諭等と連携して自由な読書活動の推進や主体的

な学習活動を支援するために学校司書を配置した。

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　令和２年度から学習指導要領の改訂により小学校で外国語が教科化されたことから、市

内小学校児童及び中学校生徒の語学力向上と国際理解教育の推進を図るとともに、コミュ

ュニケーション能力の素地及びコミュニケーションを図る基礎となる資質・能力を育成す

るため、小学校から中学校までの語学習得度に応じた継続的な英語教育を行った。

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　心身に障害のある児童生徒が市内の小中学校に就学する場合の当該児童生徒の適正な学

習環境の確保を図るため、必要に応じて介助員を配置した。

事業内容

　配置学校

　基本的生活習慣確立のための日常生活上の介助が必要な児童生徒及び学習活動や移動等

に介助が必要な児童生徒が在籍している学校

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

１０人 １０人

学力向上教員の配置
小学校　４人

中学校　１人

小学校　２人

中学校　１人

学校司書配置人数 １２人 １２人

１人

- 279 -

327

327

327

327

外国語指導助手の配置人数 １人

介助員の配置人数



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

10 01 02 20 07

10 01 02 F2 20

10 01 02 F2 21

復興１　旧避難指示区域の再生 ―

重点１　子育て世代に選ばれるまち

0

教育委員会教育委員会事務局学校教育課

そ の 他 2,277

地 方 債 0

教育委員会教育委員会事務局教育総務課 ―

（前年度）

県　支出金 0

（前年度）

0 0

国庫支出金 0 78,462

会計年度任用職員給与費　学習支援員 78,462 県　支出金 0

地 方 債 0

県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 7,968

国庫支出金 0

（前年度） そ の 他

公立学校適正化推進事業 7,968

0

重点１　子育て世代に選ばれるまち ―

教育委員会教育委員会事務局学校教育課

公立学校適正化推進事業（教育総務課） 2,277

国庫支出金

- 280 -



決算書

ページ
事      業      内      容

　きめ細やかな指導の充実を図るため、小中学校に学習支援員を配置した。

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　教育機会の均衡と教育水準の維持向上を図るため、小高区学校統合準備協議会を開催し、

小高区４小学校の再編を行ったほか、市内小規模校が特色と魅力のある学校となるよう、

高等教育機関である新潟大学との連携授業を実施した。

事業内容

　学校統合準備協議会の開催（小高区）

　高等教育機関連携事業（小高中２回、原三中２回）

　閉校記念事業実行委員会への補助金交付

事業主体　　小高区４小学校合同閉校記念事業実行委員会

　 補助率　　　定額

補助金　　　７，７６９千円

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　小高区４小学校の再編により、令和３年４月に小高小学校が新たに開校するにあたり必

要な準備を行った。

　また、保護者の経済的負担の軽減及び児童の一体感醸成を図るため、小高・福浦・金房

・鳩原小学校父母と教師の会に対し、小高小学校運動着購入のための補助金を交付した。

事業内容

　開校準備

　　開校記念品（クリアファイル）作成、開校記念モニュメント設置、昇降口校章撤去

　　小高小学校校旗作製

　小高小学校運動着購入事業補助金交付

　　事業主体　 小高・福浦・金房・鳩原小学校父母と教師の会

　　補助率 定額

　　補助金 ７５４千円

①学校統合準備協議
会　６回（小高区）
②地区懇談会４回
（原町区・鹿島区）
③高等教育機関
連携事業

集中講義　２回
通常授業　６回

①学校統合準備協議
会　６回（小高区）
③高等教育機関
連携事業

オンライン授業
４回

①統合準備協議会及び専門部会の開催
②地区懇談会等の開催
③高等教育機関連携事業
④小中一貫校等先進事例研究
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327

327

327

学習支援員の配置人数 ２５人 ２５人



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

10 01 03 50 20

（前年度）

10 01 03 51 20

（前年度）

10 01 03 F1 20

（前年度）

0

国庫支出金 0 4,551

基礎学力向上対策事業 4,551 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

重点１　子育て世代に選ばれるまち 7,534

教育委員会教育委員会事務局学校教育課

国庫支出金 0 3,896

特色ある学校づくり事業補助金 3,896 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

重点１　子育て世代に選ばれるまち 4,435

教育委員会教育委員会事務局学校教育課

地 方 債 0

そ の 他

重点１　子育て世代に選ばれるまち 2,980

教育委員会教育委員会事務局学校教育課

国庫支出金 0 2,980

小中学校教育研究事業補助金 2,980 県　支出金 0

- 282 -



決算書

ページ
事      業      内      容

　教員の資質の向上及び学校教育の推進を図るため、学校経営、教科指導の研修及び小中

学校音楽祭等の事業を行う南相馬市教育研究会に対し、補助金を交付した。

事業内容

　事業主体　南相馬市教育研究会

　補助率　　定額

　補助金　　２，９８０千円

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　児童生徒の「生きる力」を育むため、特色ある教育活動を推進する各学校に対し、小学

校長会及び中学校長会を通して補助金を交付した。

事業内容

　事業主体　市小学校長会、市中学校長会

　事業費　　３，８９６千円

　補助率　　１０／１０

　　１校あたりの補助上限額

　　　児童生徒数２００人未満　２００千円

　　　児童生徒数２００人以上　４００千円

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　児童生徒の基礎学力を向上させるため、学力の実態及び変容状況を的確に把握するとと

もに、指導法の改善を図った。

事業内容

　知能検査の実施

　標準学力テストの実施と結果分析

　ＡＡＩ（学習適応性検査）の実施

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

補助金交付件数 １件 １件

補助事業実施学校数 １８校 １５校

①知能検査の実施
　（小学校２・４・６年、中学校１・３年）
②標準学力テストの実施と結果分析（全児童生徒）
③ＡＡＩ（学習適応性検査）の実施
　（小学校３・５年、中学校２年）

①１回
②１回
③１回

①１回
②１回
③１回
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令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

10 01 03 F2 20

（前年度）

10 01 03 F3 20

（前年度）

10 01 03 F4 20

（前年度） そ の 他 0

重点１　子育て世代に選ばれるまち 9,012

教育委員会教育委員会事務局学校教育課

国庫支出金 0 2,663

学校教育支援センター事業 2,663 県　支出金 0

地 方 債 0

国庫支出金 0 1,013

就学指導アドバイザー配置事業 1,013 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

重点１　子育て世代に選ばれるまち 1,067

教育委員会教育委員会事務局学校教育課

国庫支出金 0 591

学校不適応対策事業 591 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

重点１　子育て世代に選ばれるまち 7,994

教育委員会教育委員会事務局学校教育課
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決算書

ページ
事      業      内      容

　不登校状態にある児童生徒に生活及び学習指導等を行い、生活リズムの改善と自立心・

社会性を養い、学校生活に復帰できるように支援した。

事業内容

　適応指導教室（やすらぎ広場、紅梅教室、さくら教室）の運営

　臨床心理士による児童生徒、教員及び保護者への面接指導

　教育指導員の配置　４人

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　特別な支援を要する児童生徒及びその疑いのある児童生徒の就学又は指導について、特

別支援教育に関して専門的な知識と経験を有する者を委嘱し、助言等を行った。

事業内容

　配置場所　学校教育支援センター

　配置人数　２人

　内　　容　特別な支援を要する児童生徒、教職員及び保護者に対し、就学指導や特別

　　　　　　支援教育に関する指導・助言

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　学校教育の充実を図るため、教育に関する相談、学校適応指導、教育関係職員の支援事

業を行った。

事業内容

　教育指導員　３人

　　各種研修会の実施

　　適応指導教室の支援、相談活動

　　調査・研究（広報の発行）

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

①教育指導員の配置 

②各種研修会の実施 

③適応指導教室の支援、相談活動 

④調査・研究（広報の発行） 

①運営
②面接指導
③４人

①運営
②面接指導
③４人

就学指導アドバイザーの配置

①適応指導教室（やすらぎ広場、紅梅教室、さくら
　教室）の運営
②臨床心理士による児童生徒、教員及び保護者への
　面接指導
③教育指導員の配置

２人

①　３人

②１７回

２人
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③１０回

④　３回

①　３人

②１７回

③１０回

④　３回



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

10 01 03 F8 20

（前年度）

10 01 03 G2 20

（前年度）

重点１　子育て世代に選ばれるまち

10 01 03 G3 20

（前年度）

重点１　子育て世代に選ばれるまち ―

教育委員会教育委員会事務局学校教育課

そ の 他 24,376

44,393

教育委員会教育委員会事務局学校教育課

国庫支出金 0 0

学習塾等と連携した学力強化推進事業 10,250 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 10,250

そ の 他 0

重点１　子育て世代に選ばれるまち 453

教育委員会教育委員会事務局学校教育課

国庫支出金 0 33,721

外国語教育推進事業 58,097 県　支出金 0

地 方 債 0

国庫支出金 0 450

開かれた学校づくり事業 450 県　支出金 0

地 方 債 0
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決算書

ページ
事      業      内      容

　保護者や地域住民の意向を反映するとともに、ふくしま教育週間を活用するなどして開

かれた学校づくりを進めるため、各小中学校に学校評議員を配置した。

事業内容

　学校評議員に対する謝礼

　「ふくしま教育週間」行事案内作成

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　令和２年度から学習指導要領の改訂により小学校で外国語が教科化されたことから、市

内児童生徒の語学力向上と国際理解教育の推進を図るとともに、コミュニケーション能力

の素地を養うため、中学１年生のブリティッシュヒルズ研修の実施、中学３年生の英検検

定料の支援、モデル事業として小規模小学校１校で５・６年生のブリティッシュヒルズ研

修を実施したほか、小中学校へのＡＬＴ配置を行った。

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　学習塾と連携し夏季休業中や冬季・春季における集中講座等を実施し、学習意欲や

生徒の学力向上を図った。

事業内容

　実施教科　国語・数学・英語

　実施期間　３年夏季集中講座　　令和２年７月１日～１０月３０日

　　　　　　２年冬・春集中講座　令和２年１１月～１２月・令和３年２月～３月

　　　　　　学習状況確認テストの実施

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

オンデマンド方式で
の集中講座

３年生　４１３人
２年生　３５６人

株式会社文理ラーニングによる集中講座 対面での集中講義

①－１
中学１年生及び

小規模校（大甕小）
小学５･６年生
①－２

小高中３年生
②中学３年生の
受験希望者
１回／年支援
③中学校６人、
小学校４人

④小学校教員８人、
中学校英語教員４人

①－１
中学１年生
３６６人参加
大甕小

３３人参加
②１６２人支援
③中学校６人

小学校４人(１人分は
会計年度任用職員給
与費で支出）

①外国語研修施設での研修
　①－１　ブリティッシュヒルズ研修
　①－２　英語村（ＴＧＧ）研修
②外国語検定料支援
③外国語指導助手配置
④英語教員等指導力向上研修
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学校評議員会の開催 各校３回程度 各校３回



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

10 01 03 G4 20

（前年度）

10 01 03 G4 21

（前年度）

10 01 03 G7 20

（前年度）

0

地 方 債 0

地 方 債 0

そ の 他 2,408

重点１　子育て世代に選ばれるまち 10,770

そ の 他 0

教育委員会教育委員会事務局学校教育課 ―

国庫支出金 0 0

学校司書活用事業 2,408 県　支出金

地 方 債 0

そ の 他 0

重点１　子育て世代に選ばれるまち ―

教育委員会教育委員会事務局学校教育課

国庫支出金 43,886 0

ＩＣＴ教育推進事業（ＧＩＧＡスクール） 43,886 県　支出金 0

国庫支出金 0 24,530

ＩＣＴ教育推進事業 24,530 県　支出金 0
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教育委員会教育委員会事務局学校教育課



決算書

ページ
事      業      内      容

　分かりやすい授業が展開できるＩＣＴ教育環境を整備し、児童生徒の学習意欲や学力向

上を図るため、市内小中学校にＩＣＴ支援員を配置するとともに、各学校に設置したＩＣ

Ｔ機器の維持管理を行った。

事業内容

　ＩＣＴ利活用支援業務委託（支援員派遣）

　　支援員５人常駐（各校週１～２回派遣）

　電子黒板修繕

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　ＧＩＧＡスクール構想に基づき整備されたタブレット端末の活用環境を整えるため、市

内小中学校へ配置するＩＣＴ支援員を増員するとともに、児童生徒のＩＣＴを活用したオ

ンラインによる家庭学習を推進するため、家庭学習等支援金を給付した。

事業内容

　ＩＣＴ利活用支援業務委託（支援員派遣）

　　支援員５人常駐（各校週１～２回派遣）

　家庭学習支援金

　　対象世帯　市内小中学校に在籍する児童生徒がいる全世帯

　　支援金額　２１，４１０千円（一世帯当たり１０千円×２，１４１世帯）

　通信環境整備支援金

　　対象世帯　市内小中学校に在籍する児童生徒がおり、かつ家庭の通信環境

　　　　　　　（Ｗｉ－Ｆｉ）を新規で整備する世帯

　　支援金額　新規契約：１，１００千円（一世帯当たり１０千円×１１０世帯）

　　　　　　　ルーターのみ購入：３５５千円（一世帯当たり５千円×７１世帯）

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　小中学校の学校図書館において、司書教諭等と連携して自由な読書活動の推進や主体的

な学習活動を支援するため、学校司書を配置した。

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

支援員配置人数 ５人常駐 ５人常駐

支援員配置人数 ５人常駐 ５人常駐

学校司書配置人数 １２人 １２人
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令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

10 01 03 G8 20

10 01 03 H1 20

10 01 03 H2 20

（前年度） 0

重点１　子育て世代に選ばれるまち 3,359

教育委員会教育委員会事務局学校教育課

地 方 債 0

0

（前年度） そ の 他 980

復興２ロボットテストフィールドを核とした 456

新産業創出と人材誘導

教育委員会教育委員会事務局学校教育課

国庫支出金 0 3,299

いじめ問題対策事業 3,299 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他

国庫支出金 0 1,105

統合型校務支援システム導入事業 1,105 県　支出金 0

地 方 債 0

（前年度） そ の 他 0

教育委員会教育委員会事務局学校教育課 ―

国庫支出金 0 0

プログラミング教育推進事業 980 県　支出金
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決算書

ページ
事      業      内      容

　県推奨の統合型校務支援システムを導入することで、業務の標準化を推進することによ

り、さらなる教職員の多忙解消を図り、児童生徒への指導の充実を目指した。

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　児童生徒の論理的思考力の向上を図るため、ソフトバンクグループと連携し、Ｐｅｐｐ

ｅｒ（人型ロボット）を市内全小中学校に配置し、児童生徒のプログラミング学習を実施

したほか、全国大会出場校の選考会として市独自大会を映像審査により実施した。

事業内容

　プログラミング授業の実施

　全国大会出場校選考会（市大会）

　　発表内容を記録した映像で審査を実施

選考会結果

　　八沢小学校が「ネクストチャレンジ賞」を受賞

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

①全国大会出場校選考会（市大会）の開催回数

②教員向けフォローアップ研修の開催回数

　次世代を担う子どもたちが健やかに成長することができる環境を構築するため、保護者

や関係機関等と連携し、いじめの未然防止と早期解決に向けて取り組んだ。

事業内容

　市いじめ問題対策連絡協議会の開催

　学校いじめ問題対策連絡協議会の開催

　ｈｙｐｅｒ－ＱＵ検査の実施（年２回）

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

①市いじめ問題対策連絡協議会の開催回数 

②学校いじめ問題対策連絡協議会の開催回数 

③ｈｙｐｅｒ－ＱＵ検査の実施回数 ③２回 

①２回

②３回

③２回

①１回

②３回

①１回

②３回

 ①２回

 ②３回程度
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導入学校数

329

331

331

項目 小学校部門 中学校部門

１８校

最優秀賞 八沢小学校 石神中学校

優秀プログラミング賞 原町第三小学校 小高中学校

優秀企画賞 原町第一小学校 原町第三中学校

優秀プレゼン賞 小高区４小学校 鹿島中学校

　　※全国大会出場校：八沢小、小高中

　全国大会結果

１８校



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

10 01 05 35 20

（前年度）

地 方 債 0

そ の 他 82,098

重点２　多様な人材が活躍するまち

みらい育成修学資金事業

77,667

教育委員会教育委員会事務局教育総務課

82,098 県　支出金 0

国庫支出金 0 0
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決算書

ページ
事      業      内      容

　本市の未来を担う者の育成を図るため、修学に必要な資金の給付及び貸付を行った。

事業内容

　修学資金給付

  　修学の機会確保と学ぶ意欲の向上のため、経済的理由により修学が困難な学生に対

　し、修学資金の給付を行った。

　修学資金の給付

　　大学に在学する者　月額４０千円

　　貸与実績

　　　令和２年度給付者数　６人（うち令和２年度給付決定者　３人）

　看護師等修学資金貸付

　　不足する看護師・准看護師等の人材確保を図るため、保健師、助産師、看護師及び准

　看護師等を養成する学校等に在学する学生で、将来市内の医療機関又は福祉事業所で看

　護業務等に従事することを予定する者に、修学に必要な資金を貸与した。

　修学資金の貸与

　　授業料相当の資金

　保健師、助産師、看護師等を養成する施設に通う学生　月額４５千円以内

　准看護師を養成する施設に通う学生　　　　　　　　　月額３４千円以内

生活費相当の資金　月額５５千円以内

入学資金　入学金として納める額（４００千円以内）

貸与実績

　令和２年度貸与者数　　　　　６１人（うち令和２年度貸与決定者　２３人）

　うち令和３年３月貸与終了者　２７人（うち市内就職者　２１人）

　保育士等修学資金貸付

　　不足する保育士・幼稚園教諭の人材確保を図るため、保育士、幼稚園教諭を養成する

　学校に在学する学生で、将来市内の私立保育園、幼稚園等で業務に従事することを予定

　する者に、修学に必要な資金を貸与した。

　修学資金の貸与

授業料相当の資金　月額５０千円以内

入学資金　入学金として納める額（４００千円以内）

就職準備資金　４００千円以内

貸与実績

　令和２年度貸与者数　　　　　２０人（うち令和２年度貸与決定者　１２人）

　うち令和３年３月貸与終了者　１２人（うち市内就職者　　９人）

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

給付・貸付人数

　①修学資金給付 ①　６人 ①　６人

　②看護師等修学資金貸付 ②６９人 ②６１人

　③保育士等修学資金貸付 ③２８人 ③２０人
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令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

10 01 05 F1 20

10 02 01 21 21

10 02 01 22 20

（前年度）

617

0地 方 債

教育委員会教育委員会事務局教育総務課 118,445

小学校管理運営事業（新型コロナウイルス感 17,266 県　支出金 0

（前年度） そ の 他

地 方 債 0

（前年度） そ の 他 0

45,569国庫支出金

染症対策）

0

101

学生生活緊急支援給付金事業 45,670 県　支出金 0

国庫支出金 16,649
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そ の 他 23,565

小学校施設営繕事業 52,571 県　支出金 0

（繰越明許費） 17,590 地 方 債 5,000

国庫支出金 0 24,006

教育委員会教育委員会事務局教育総務課 ―

―

教育委員会教育委員会事務局教育総務課



決算書

ページ
事      業      内      容

　新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受け、生活に経済的な影響を受けた本市出身の

学生の学業継続及び生活支援のため給付金を交付した。

事業内容

南相馬市学生生活緊急支援給付金　５０千円（学生１人／１回）

　対象者（以下の全てに該当した学生）

令和２年１０月１日時点において大学等に在学していた者

本人又は生計維持者が令和２年１０月１日時点において南相馬市民であった者

ふるさと学生応援制度に登録していた者

　交付実績　５０千円×９１２人＝４５，６００千円

　新型コロナウイルス感染症対策を徹底しながら、円滑に教育活動を再開・継続し、児童

の学習を保障するための経費を支出した。

事業内容

　各小学校への携帯電話配置

臨時休業・自由登校に伴う保護者と学校間の連絡用電話回線不足等への対応

　学校再開に伴う感染症対策・学習保障等に係る支援事業負担金

　　児童・教職員等の感染症対策に必要となる物品の購入及び感染状況等に応じた学校で

　の教育活動・家庭学習を実施する際の経費等を各小学校に交付

　　　１３，５１２千円

　感染症対策等の学校教育活動継続支援事業負担金

　　児童・教職員等の感染症対策に必要となる物品の購入及び感染状況等に応じた学校で

　の教育活動・家庭学習を実施する際の経費等を追加的に各小学校に交付

　　　１，２０９千円

　小学校の教育環境の改善と安全性を確保するため、教育施設の維持修繕を行った。

事業内容

　小高小屋内運動場照明設備改修工事

　高平小プールサイド改修工事

　原三小プールサイド改修工事

　石二小体育館ライン修繕工事　外

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

修繕等工事件数 ６件 ８件（繰越工事含む）

331

333

333
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令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

10 02 02 50 20

（前年度）

10 02 02 51 20

（前年度）

10 02 02 F9 20

（前年度）

10 02 02 R5 20

（前年度）

そ の 他 0

国庫支出金

地 方 債

教育委員会教育委員会事務局学校教育課

2,322 県　支出金 0

国庫支出金 0

240

重点３　健康づくりが盛んなまち

教育委員会教育委員会事務局学校教育課

重点１　子育て世代に選ばれるまち 1,514

遠距離通学費補助金 1,632 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

小学校音楽・スポーツ大会等補助金 240 県　支出金 0

地 方 債 0

重点１　子育て世代に選ばれるまち 1,284

0

1,632

重点１　子育て世代に選ばれるまち 10,247

教育委員会教育委員会事務局学校教育課

地 方 債 0

そ の 他 0

国庫支出金 0 13,189

スクールバス運行事業 13,189 県　支出金 0

国庫支出金 0 2,322

小学校部活動支援事業

そ の 他 0

重点１　子育て世代に選ばれるまち 2,204

教育委員会教育委員会事務局学校教育課

0
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決算書

ページ
事      業      内      容

　情操教育及び体育教育の充実を図るため、音楽コンクールやスポーツ大会等における県

大会以上への参加に対し、補助金を交付した。

事業内容

　事業主体　南相馬市小学校長会

　補助率　　定額

　補助金　　２４０千円

　内　容　　音楽コンクール・スポーツ大会における県大会以上に参加する児童に対する

　　　　　　交通費等の補助

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　保護者の負担軽減を図るため、遠距離通学児童の保護者に対し、補助金を交付した。

事業内容

　対象児童　小学校１年から６年までの通学距離が片道４ｋｍ以上の児童

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　児童の芸術的感性の育成と演奏技術の向上を図るため、小学校の音楽部活動を側面から

支援する事業を実施した。

事業内容

　外部講師の招へい、技術指導会の開催

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　遠距離からの通学となる児童の通学手段を確保するため、スクールバスを運行した。

事業内容

　八沢小学校スクールバス運行業務委託

　　対象者　　鹿島区の旧南柚木分校地域等の児童

　　対象人数　２４人

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

外部講師の招へい、技術指導会の開催

年間運行日数 １９９～２０９日

333

333

333

335

２１８日

６０回程度 ８５回

補助金交付件数 ２５件 ５件

補助金交付件数 １４０件 ８７件
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令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

10 03 01 21 21

10 03 01 22 20

（前年度）

10 03 02 50 20

（前年度）

国庫支出金 0

0

20,179

中学校施設営繕事業

教育委員会教育委員会事務局教育総務課

―

国庫支出金 7,754 1,245

中学校管理運営事業（新型コロナウイルス感 8,999

重点１　子育て世代に選ばれるまち 14,082

県　支出金 0

54,936 県　支出金 0

地 方 債 21,300

そ の 他 13,457

教育委員会教育委員会事務局教育総務課 163,552

そ の 他 0

2,435 県　支出金

重点３　健康づくりが盛んなまち

教育委員会教育委員会事務局学校教育課

染症対策） 地 方 債 0

国庫支出金 0 2,435

中学校音楽・スポーツ大会等補助金

（前年度） そ の 他 0

地 方 債 0
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決算書

ページ
事      業      内      容

　新型コロナウイルス感染症対策を徹底しながら、円滑に教育活動を再開・継続し、生徒

の学習を保障するための経費を支出した。

事業内容

　各中学校への携帯電話配置

臨時休業・自由登校に伴う保護者と学校間の連絡用電話回線不足等への対応

　学校再開に伴う感染症対策・学習保障等に係る支援事業負担金

　　生徒・教職員等の感染症対策に必要となる物品の購入及び感染状況等に応じた学校で

　の教育活動・家庭学習を実施する際の経費等を各中学校に交付

　　　６，５０６千円

　感染症対策等の学校教育活動継続支援事業負担金

　　生徒・教職員等の感染症対策に必要となる物品の購入及び感染状況等に応じた学校で

　の教育活動・家庭学習を実施する際の経費等を追加的に各中学校に交付

　　　４６８千円

　中学校の教育環境の改善と安全性を確保するため、教育施設の維持修繕を行った。

事業内容

　石神中屋内運動場照明設備改修工事

　原三中屋内運動場照明設備改修工事

　鹿島中グラウンド防砂ネット設置工事

　原三中駐輪場改修工事

　原二中エキスパンション改修工事

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　情操教育及び体育教育の充実を図るため、音楽コンクールやスポーツ大会等における県

大会以上への参加に対し、補助金を交付した。

事業内容

　事業主体　南相馬市中学校長会

　補助率　　定額

　補助金　　２，４３５千円

　内　容　　音楽コンクール・スポーツ大会における県大会以上に参加する生徒に対する

　　　　　　交通費等の補助

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

修繕等工事件数 ５件 ５件

４７件
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335

335

337

補助金交付件数 ５１件



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

10 03 02 54 20

（前年度）

10 03 02 F1 20

10 03 02 F9 20

（前年度）

10 04 01 54 20

（前年度）

地 方 債 0

（前年度） そ の 他 0

教育委員会教育委員会事務局学校教育課 ―

国庫支出金 0 6,759

私立幼稚園給食費保護者助成金 6,759 県　支出金 0

教育委員会教育委員会事務局学校教育課

重点１　子育て世代に選ばれるまち 6,188

地 方 債 0

修学旅行キャンセル料等支援事業 535 県　支出金 0

国庫支出金 535 0

地 方 債 0

国庫支出金 0 3,747

中学校部活動外部講師活用事業補助金 3,747 県　支出金 0

重点３　健康づくりが盛んなまち

そ の 他 0

重点１　子育て世代に選ばれるまち 5,069

重点３　健康づくりが盛んなまち

教育委員会教育委員会事務局学校教育課

そ の 他 0

0 301

中学校部活動支援事業 301 県　支出金 0

国庫支出金

地 方 債 0

そ の 他 0

重点１　子育て世代に選ばれるまち 3,681

こども未来部こども育成課
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決算書

ページ
事      業      内      容

　生徒の演奏技術及び競技力等の向上を図るため、中学校の部活動を側面から支援した。

事業内容

　事業主体　　市内各中学校

　補助率　１０／１０

　内　容　中学校部活動外部講師活用に要する事業費への補助

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　保護者の負担軽減を図るため、新型コロナウイルス感染症の影響による修学旅行の中止

や行程変更等に伴い発生したキャンセル料等の追加的費用について、市が負担した。

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　生徒の技能の向上を図るため、中学校の運動部活動を側面から支援する事業を実施する

とともに、講師やアスリート等による指導の機会を設けた。

事業内容

　講師等を招へいし、スポーツ教室や講演会の開催

　部活動地区大会送迎用バスの借上

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　教育環境の充実を図るため、私立幼稚園在園児の保護者が負担する給食費に対し、助成

金を交付した。

事業内容

　対象施設　　青葉幼稚園、原町みなみ幼稚園、さゆり幼稚園  

　補助上限額　満３歳児～５歳児　一人４，５００円（月額）

　補助額 及び対象児数                                   

　　青葉幼稚園　　　　４，４２１千円 （１２３人） 

　　原町みなみ幼稚園　　　６１６千円 （　４７人）

　　さゆり幼稚園　　　１，７２２千円 （　６２人）

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

対象学校数、対象人数
１８校
４１３人

６校 ６校

スポーツ教室や講演会の開催回数 ６校×２回 ９回

５校
１５８人

補助金交付学校数
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助成金交付回数 ２回 ２回

337

337

337

339



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

10 04 01 F4 20

（前年度）

10 04 01 F5 20

（前年度）

10 04 01 L2 20

10 05 01 50 20

（前年度）

重点１　子育て世代に選ばれるまち 16,087

こども未来部こども育成課

地 方 債 0

そ の 他 0

そ の 他 0

3,052 8,666

一時預かり事業（幼稚園型） 14,770 県　支出金 3,052

国庫支出金

国庫支出金 2,400 3

国庫支出金 0 74

元気あふれる幼児育成推進事業 74

教育委員会教育委員会事務局生涯学習課 90

地 方 債

国庫支出金 0 90

女性団体活動支援補助金 90 県　支出金 0

県　支出金 0

こども未来部こども育成課

（前年度） そ の 他 0

―

新型コロナウイルス感染症対策事業 2,403

0

そ の 他 0

県　支出金 0

（幼稚園） 地 方 債 0

こども未来部こども育成課 532

地 方 債 0
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決算書

ページ
事      業      内      容

　子ども・子育て支援新制度において実施する一時預かり事業（幼稚園型）を同制度に移

行した私立幼稚園等に委託し、在園児等の預かり保育を実施した。

事業内容

　委託先

　　青葉幼稚園、原町みなみ幼稚園、さゆり幼稚園

　委託料及び延べ利用者数

　　青葉幼稚園　　　　６，０５０千円（９，３８１人）

　　原町みなみ幼稚園　４，７９１千円（８，２６４人）

　　さゆり幼稚園　　　３，９２９千円（５，２５４人）

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　子どもの可能性や特性を引き出すような情操教育と体力増進を中心とした幼児教育を充

実させるため、幼児育成プログラムや指導者向けの研修等を実施した。

事業内容

　幼児教育プログラム実施

　指導者等向けの研修会実施及び外部研修への参加

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　公立幼稚園における新型コロナウイルス感染症対策を行った。

事業内容

　対象施設　　大甕幼稚園、高平幼稚園、鹿島幼稚園、八沢幼稚園

　主な購入品　マスク、手袋、消毒液ほか

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　女性の資質や能力を向上させるとともに、生涯学習の視点に立った学習の機会を提供し

会員相互の交流や女性団体の自主事業の活性化を促すため、補助金を交付した。

事業内容

　事業主体　原町区婦人団体連合会

　補助金額　９０千円

　補助率　　定額

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

補助金交付件数 １件 １件

対象施設 ４施設

- 303 -

実施施設数 ４施設 ３施設

幼児教育プログラムの実施 実施 実施

４施設

339

339

339

341



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

10 05 01 F3 20

（前年度）

教育委員会教育委員会事務局生涯学習課

報徳精神がいきづくまちづくり事業 1,113 県　支出金 0

地 方 債 0

国庫支出金 0 1,110

そ の 他 3

重点４　一円融合のコミュニティづくり 2,396

- 304 -



決算書

ページ
事      業      内      容

　報徳仕法のいきづく本市において、その教えを時代を超えて継承し、現代的視点で見つ

め直して心豊かなまちづくり・ひとづくりを進めるため、報徳仕法に関する講演会の開催

や学習機会を提供した。

事業内容

報徳のまちづくり講演会の開催

　一般向け

　　開催日　令和２年１０月２日（金）

　　会　場　原町生涯学習センター（サンライフ南相馬）

　　講　師　身体表現教育者　オーハシヨースケ氏

　　演　題　「二宮尊徳から学ぶ『耐える力』～明日に繋ぐ『時機』を待つ！～」

　　聴講者　５９人

　職員向け

　　開催日　令和２年１０月１日（木）

　　会　場　原町生涯学習センター（サンライフ南相馬）

　　講　師　身体表現教育者　オーハシヨースケ氏

　　演　題　「報徳の教えと地域コミュニティ」

　　聴講者　４１人

学校教育との連携による郷土学習「ふるさと教育」の推進

　副読本「報徳仕法－南相馬市版」を市内の小学校新４年生の児童及び転入職員に配付

　配付数　５０１部

ふるさと教育（報徳仕法学習）の実施

　実施校　２１校（市内小・中学校全校で副読本を使用し実施）

　児童・生徒数　１，９６２人

各生涯学習センターにおける報徳仕法に関する学級・講座等の開催

　報徳講座　２センター（石神、ひがし）　　　受講者　６２人

　高齢者・女性学級等による実施　７センター　受講者１１４人　　計　１７６人

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

講演会・学校教育における「ふるさと教育」等の

実施時間
３００時間 ２８６時間
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令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

10 05 01 F7 20

（前年度）

10 05 01 L1 20

（前年度）

1,3060

そ の 他 0

教育委員会教育委員会事務局生涯学習課

地 方 債 0

1,709

国庫支出金

地 方 債 0

教育委員会教育委員会事務局生涯学習課 294

国庫支出金 0 121

高等学校開放講座事業 121 県　支出金 0

成人式事業 1,306 県　支出金 0

そ の 他 0
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決算書

ページ
事      業      内      容

　趣味や知識を深め技術の習得を図るため、市内高等学校の専門的な教育機能を市民に開

放し、各種講座を実施した。

事業内容

　市内の県立高等学校との連携による各種講座の実施

　　相馬農業高等学校（参加者６２人）

　　　第１回目　令和２年　９月１９日（土）（園芸）　　　参加者　２０人

　　　第２回目　令和２年　９月２６日（土）（食品加工）　参加者　２０人

　　　第３回目　令和２年１２月１９日（土）（農業土木）　参加者　２２人

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　成人に達した青年の自覚を促すとともに、新成人を祝い励ますために、成人式を開催す

るものであるが、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響により開催を延期し、令和

３年度に開催する。

事業内容

成人式対象者　６１６人（平成１２年４月２日～平成１３年４月１日までに生まれた方）

　第１回成人式運営委員会　

　　開催日　令和２年８月１５日（土）

　　会　場　市役所東庁舎２階第三会議室

　第２回成人式運営委員会　

　　開催日　令和３年１月　９日（土）

　　会　場　市役所東庁舎２階第一会議室

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

成人式の開催回数 １回 令和３年度へ延期

講座実施回数 ７件 ３件
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令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

10 05 01 R2 20

（前年度）

10 05 01 R3 20

（前年度）

地 方 債 0

そ の 他 0

重点１　子育て世代に選ばれるまち 276

教育委員会教育委員会事務局生涯学習課

国庫支出金 0 0

303

地 方 債 0

そ の 他 303

重点１　子育て世代に選ばれるまち 419

教育委員会教育委員会事務局生涯学習課

県　支出金

国庫支出金 0 203

中学生職場体験等支援事業 203 県　支出金 0

家庭教育支援総合推進事業 0
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決算書

ページ
事      業      内      容

　子供の基本的な生活習慣や生活能力等を身につける家庭教育について学ぶ機会の提供や

地域環境づくりを推進するため、学校・社会・家庭との連携協力を図り、家庭教育に関す

る学習機会の提供や支援を行った。

事業内容

　子育て学習講座　　　　１件（ＮＰＯ団体）

　家庭教育講座　　　　　４件（幼稚園・保育園）

　就学児童子育て講座　　５件（市内小学校）

　家庭教育大学公開講座　１件

　　開催日　令和２年１２月１日（火）

　　会　場　原町生涯学習センター（サンライフ南相馬）

　　講　師　福島大学教授　五十嵐　敦氏

　　演　題　「家庭で考える　子どものやる気と自信の引き出し方」

　　参加者　６６人

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　生徒自らが体験することで働くことの意義や目的を理解し社会人としての自立促進を図

るため、市内中学校が授業の一環として実施する職場体験・福祉体験活動等を支援した。

事業内容

　中学生職場体験説明会の開催

　　開催日　令和２年５月２８日（木）

　　対象者　市内中学校職場体験・福祉体験担当教諭

　職場体験活動実施期間　令和２年９月９日（水）～１７日（木）

　職場体験活動情報誌「体験！　Ｗｏｒｋｉｎｇ！」の発行

　　発行日　　令和２年１２月１５日

　　発行部数　４，５００部

　　配布先　　市内小中学校、受入事業所、公共施設等

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

受入可能事業所数 ２２０件 ２４０件

子育て・家庭教育講座等実施回数 １８回 １１回
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令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

10 05 02 F1 20

（前年度）

地 方 債 0

そ の 他 1

国庫支出金 0 2,170

生涯学習講座事業 2,171 県　支出金 0

重点４　一円融合のコミュニティづくり 2,971

教育委員会教育委員会事務局生涯学習課
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決算書

ページ
事      業      内      容

　自ら学ぶ楽しさを実感してもらうため、生涯学習事業及び社会教育事業を推進するとと

もに、市民ボランティア及び行政職員等による出前講座を実施した。また、コロナ禍にあ

っても自宅で生涯学習が実施できるよう、南相馬チャンネルとタイアップして動画配信事

業を行った。

事業内容

　各生涯学習センターにおける学級・講座等の開催

　　成人大学（原町）市内共通事業　６回　　参加者　　　４７０人

　　ほか４５事業　　　　　　　１８５回　　参加者　２，２７３人

　　　　　　　　　　　　合計　１９１回　　参加者　２，７４３人

　生涯学習チャンネル動画配信事業　年９回（令和２年度から実施）

　生涯学習まちづくり出前講座の実施

　　実施件数　１１２件（うち市民ボランティア６１件）

　　受講者　２，９５２人

　　市民ボランティア講師登録者数　５３人

　　出前講座メニュー表

　　　発行月　令和２年６月

　　　発行部数　３，０００部

　　　配布先　幼稚園、保育園、小・中学校、市内公共施設、講師及び受講団体等

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

学級・講座等実施回数  ５４０回  ３１２回
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令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

10 05 02 F3 20

（前年度）

10 05 03 23 20

（前年度）

10 05 03 F1 20

（前年度）

0

0

地 方 債

国庫支出金 0

教育委員会教育委員会事務局中央図書館

重点１　子育て世代に選ばれるまち

教育委員会教育委員会事務局生涯学習課

483

国庫支出金 0 3,922

国庫支出金 0 0

子ども自然体験学習事業 90 県　支出金 0

地 方 債 0

移動図書館管理運営事業

0

427

0

そ の 他 0

重点１　子育て世代に選ばれるまち 6,779

そ の 他

地 方 債

図書館ブックスタート事業 427 県　支出金

重点１　子育て世代に選ばれるまち 393

3,922 県　支出金

90

教育委員会教育委員会事務局中央図書館

そ の 他
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決算書

ページ
事      業      内      容

　子どもに社会性や知識を身に付けてもらうため、自然の大切さや地域の文化芸術を学ぶ

機会を提供した。

事業内容

　親子による自然科学体験（会場：南相馬市内）

　　目　的　　親子のふれあいを通して子どもに社会性や知識を身に付ける

　　対　象　　小学生とその家族

　　第１回　令和２年　８月　１日（土）水辺のいきもの観察会２０２０　参加者２５人

　　第２回　令和２年　９月　６日（日）野菜収穫体験～農家に学ぶ野菜のこと～　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　参加者２１人

　　第３回　令和２年１１月　８日（日）みなみそうまの古代史探検隊　　参加者３４人

　　第４回（１２月）、第５回（２月）は新型コロナウイルス感染症の影響により中止

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計　３回開催　　　　　　　参加者８０人

　自治体等からの招待

　　※新型コロナウイルス感染症の影響により全て中止

　　目　的　　招待都市の子ども達との交流等により地域の自然や文化にふれあう

　　対　象　　小学４年生から中学２年生の児童・生徒

　　招待先　　３団体（定員１５人～３０人／団体）

　　　　　　　東京都青梅市、長崎県長崎市、長野県信濃町

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

①親子による自然科学体験

②自治体等からの招待事業開催回数

　市民の誰もが身近なところで等しく図書館を利用できるようにするため、移動図書館車

を運行した。

事業内容

　運行場所　幼稚園・保育園・子ども園　１７か所、災害公営住宅　６か所

　　　　　　集会所や公共施設（生涯学習センターほか）　１１か所

　　　運行日　　週４日※毎週火曜日から金曜日まで

　　　貸出点数　２４，８２７点

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　赤ちゃんと保護者が絵本を通して、心がふれあう時間を持つきっかけをつくるため、１

０か月児健診の機会に絵本の配布等を実施した。

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

①５回

②３回

①３回

②０回

運行日数 週４日 週４日

絵本の配布件数　 ４００件 ２９３件
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令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

10 05 03 R2 70

（前年度）

10 05 04 51 20

（前年度）

10 05 04 58 20

（前年度）

0

155

地 方 債 0

国庫支出金

重点４　一円融合のコミュニティづくり 1,310

教育委員会教育委員会事務局生涯学習課

地域文化振興助成事業補助金 155 県　支出金 0

重点１　子育て世代に選ばれるまち 21,993

国庫支出金 0 96

芸術文化協会等事業補助金 96 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

0

そ の 他

0

0

そ の 他

国庫支出金

1,119

教育委員会教育委員会事務局生涯学習課

重点４　一円融合のコミュニティづくり

教育委員会教育委員会事務局中央図書館

地 方 債 0

0 22,018

図書整備事業（原町区） 22,018 県　支出金
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決算書

ページ
事      業      内      容

　市民の多様な資料要求に応えるとともに、学習・文化・教養・調査研究等に寄与するた

め、図書館資料の整備を図った。

事業内容

　図書館蔵書用図書等購入

　購入ＣＤ・ＤＶＤマーク作成業務委託

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　市民の自主的な芸術文化活動の活性化を図るため、芸術文化の普及を行う団体に対し、

補助金を交付した。

事業内容

　事業主体　　南相馬市芸術文化協会

　補助金額　　９６千円／定額

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　市民の芸術文化活動の振興及び育成を図るため、成果発表等を行う団体等に対し、補助

金を交付した。

事業内容

　事業主体　　市内の個人又は団体

　補助率　　　補助対象経費の１／２以内（上限あり）

　対象事業　　成果発表、大会出場・出品・派遣、地区文化祭、文化財保護等

　 　実　績　　　地区文化祭１件、成果発表３件

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

１件

４件補助金交付件数 ３５件

補助金交付件数 １件

図書等購入冊数 １５，０００冊 １５，０４５冊
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令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

10 05 04 61 20

（前年度）

10 05 04 F3 20

（前年度）

10 05 04 F8 20

（前年度） そ の 他 0

国庫支出金 0 0

学校等市民文化会館利用支援補助金

国庫支出金 0 1,104

文化芸術ふれあい事業

重点４　一円融合のコミュニティづくり 1,437

地 方 債 0

教育委員会教育委員会事務局生涯学習課

1,037 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

国庫支出金

1,104 県　支出金

地 方 債 0

0 45

ふるさと民俗芸能伝承事業 45 県　支出金 0

教育委員会教育委員会事務局生涯学習課

0

そ の 他 1,037

重点１　子育て世代に選ばれるまち 1,492

重点４　一円融合のコミュニティづくり 48

教育委員会教育委員会事務局生涯学習課
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決算書

ページ
事      業      内      容

　学校等の芸術文化及び教育活動の振興を図るため、行事等で市民文化会館を利用する学

校等に対し、補助金を交付した。

事業内容

　事業主体　　市内の幼稚園、保育園、小中学校及び高等学校等

　補助率　　　対象経費全額又は１／２（回数制限あり）

　対象経費　　学校行事、部活動で市民文化会館を利用した際の施設利用料金及び

　　　　　　　附属設備利用料金

　実　　績　　学校行事１件、部活動１件、幼稚園行事２件

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　伝統芸能の保存伝承と後継者育成を図るため、伝承活動を支援した。

事業内容

　市内小中学校等におけるふるさと民俗芸能指導に対する支援

　実施学校　小高中学校

　延べ参加人数　１０８人

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　市民が芸術文化にふれる機会の充実と芸術文化による新たなまちづくりの契機とするた

め、本市を活動拠点とする民間団体等と協力しながら創造的な芸術文化活動を実施し、市

内の芸術文化の振興を図った。

事業内容

　南相馬の記憶をアートするｉｎ浦尻貝塚

　～遺跡のアート展覧会「浦尻　時の間めぐり」～

　　 開催日　令和３年３月２７日（土）

　　 会　場　国指定史跡「浦尻貝塚」　

　 　講　師　安芸早穂子氏（アートと考古学実行委員会）ほか３人

　　 申込者　８２人（オンラインによる配信）

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

４件補助金交付件数 １１件
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個人・団体講師による講習会 １８回 ９回

文化芸術交流事業開催 １回 １回
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令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

10 05 04 L3 20

（前年度）

10 05 05 F5 20

（前年度）

10 05 05 G4 20

（前年度）

国庫支出金 20,117 5,458

市内遺跡発掘調査事業

0

地 方 債 0

40,452 県　支出金

そ の 他 14,877

教育委員会教育委員会事務局文化財課 27,035

国庫支出金 0 1,468

0

そ の 他 0

地 方 債

2,131

教育委員会教育委員会事務局生涯学習課

市総合美術展覧会事業

重点４　一円融合のコミュニティづくり

1,468 県　支出金

0

国庫支出金 1,086 1,759

復興１　旧避難指示区域の再生 12,612

そ の 他 0

教育委員会教育委員会事務局文化財課

浦尻貝塚史跡公園整備事業 2,845 県　支出金 0

地 方 債 0
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決算書

ページ
事      業      内      容

　美術・芸術への理解と関心を高めるとともに、創作活動を促し、美術・芸術の振興と情

操の育成を図るため、小学生から大人までの作品を集め、展覧会を開催した。

事業内容

　第１４回南相馬市総合美術展覧会

　　開催期間　令和２年１１月１３日（金）～１５日（日）

　　開催場所　小川町体育館

　　出品点数　３４７点（一般の部　２２１点、小中学校の部　１２６点）

　　入場者数　８５６人

　　表　　彰　市長賞・教育長賞１２人　市美展賞５人　優秀賞８人　

　　　　　　　奨励賞１９人　特別賞１人

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　埋蔵文化財の適切な保護を図るため、市内各種開発に係る発掘調査、保存活用方針を定

めるための発掘調査を実施した。

　また、調査成果をまとめた調査報告書を刊行した。

事業内容

　保存目的

　　真野古墳群Ｂ地区地形図作成

    羽山岳の木戸跡（野馬土手）三次元測量

　緊急開発目的

　  南柚木地区外２０遺跡

　　（個人住宅、太陽光発電施設建設、土砂採取事業等）

　　梨木下西館跡（５次）　出土遺物整理作業

　調査面積　１，８０９㎡

　発掘調査報告書印刷製本　３００部

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

①調査報告書の刊行部数

②調査面積

　国指定史跡である浦尻貝塚の保存と活用を図るため、史跡整備事業を実施した。

事業内容

　浦尻貝塚史跡公園整備事業実施設計（繰越）

　浦尻貝塚整備検討委員会の開催 １回

　浦尻貝塚史跡公園づくり市民検討会の開催 １回

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

①市民検討会開催回数

②実施設計

①１回

②未完了

１回

①３回

②完了

①３００部

②３，５００㎡

①３００部
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②１，８０９㎡

市総合美術展覧会の開催回数 １回

345

345

345



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

10 05 05 G8 20

（前年度）

10 05 05 H3 20

（前年度）

10 05 05 L1 20

（前年度）

民俗芸能等保存伝承事業 1,652

教育委員会教育委員会事務局文化財課

教育委員会教育委員会事務局文化財課 78,471

地 方 債 0

そ の 他 0

重点４　一円融合のコミュニティづくり 2,281

1,319 1,374

大悲山石仏保存修理事業 2,693 県　支出金 0

国庫支出金

0

国庫支出金 0 1,652

復興１　旧避難指示区域の再生 24,057

そ の 他 0

県　支出金

国庫支出金

県　支出金 0

地 方 債 0

教育委員会教育委員会事務局文化財課

地 方 債 0

そ の 他 0

12,791 11,995

泉官衙遺跡史跡公園整備事業 24,786

- 320 -



決算書

ページ
事      業      内      容

　国指定史跡である泉官衙遺跡の保存と活用を図るため、史跡整備事業を実施した。

事業内容

　史跡用地の取得　取得面積　１，７８５㎡

　泉官衙遺跡保存整備指導委員会の開催　２回

　整備基本設計作成のための資料を得るための発掘調査

　整備基本設計作成のための地形測量

　整備基本設計の作成

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

①指導委員会開催回数

②基本設計

　国指定史跡である薬師堂石仏附阿弥陀堂石仏・観音堂石仏の保存と活用を図るため、保

存環境の改善を行った。

事業内容

  薬師堂石仏覆屋屋根修繕工事

　薬師堂石仏・阿弥陀堂石仏環境測定調査

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

①指導委員会開催回数

②復旧工事

　民俗芸能等の伝統行事を保存伝承するため、相馬野馬追にかかわる相馬流山踊等の支援

を行った。

　また、郷土愛の醸成を図るため、民俗芸能発表会を開催した。

事業内容

　第１５回南相馬市民俗芸能発表会の開催（４団体　無観客開催）

　相馬野馬追保存会負担金　１，２６５千円

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

①２回

②完了

①２回

②完了

①１回

発表会開催回数 １回

①０回

②完了

１回

②完了

- 321 -

345

345

345



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

10 05 06 R2 20

（前年度）

10 05 06 R3 20

（前年度）

520

教育委員会教育委員会事務局文化財課 1,395

そ の 他 474

地 方 債 0

0

994博物館企画展示事業 0県　支出金

1,168 県　支出金 0

国庫支出金 0 1,168

地 方 債 0

国庫支出金 0

博物館学芸調査事業

そ の 他

1,525

- 322 -

教育委員会教育委員会事務局文化財課



決算書

ページ
事      業      内      容

　自然・考古・歴史・民俗・野馬追の各分野に関する調査研究の成果を公開展示するとと

もに展示資料の理解を深めるため、講座・解説会等を開催した。

事業内容

　企画展等開催　３回

　「相馬野馬追収蔵資料」展　　　　　　

　令和２年７月１日～８月２３日　　観覧者数　７２４人

　「冥界へようこそ」展　　　

　令和２年１０月１日～１１月２９日　　観覧者数　１，４１２人

　「南相馬の震災１０年」展　　

　令和３年３月６日～５月５日　　観覧者数　６１７人（３月３１日まで）

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　企画展の開催や講座・体験学習等教育普及に資するため、自然・考古・歴史・民俗・野

馬追の各分野に関する調査研究及び資料整理等を実施した。

事業内容

　東日本大震災と野馬追調査、野馬追を題材にした絵画等美術作品調査

　希少生物生息地調査、日本人や地域の死生観・他界観調査、小高の自然調査

　「浜下り」の映像記録制作、相双地方の焼き物調査、歴史資料の整理と調査

　戦争体験者からの聴き取り調査、郷土食・郷土料理調査　

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

８件

企画展の開催回数 ３回

１０件

５回

調査テーマの件数

- 323 -

347

347



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

10 05 06 R4 20

（前年度）

10 06 01 50 20

（前年度）

10 06 01 51 20

（前年度）

県縦断駅伝競走大会補助金 1,200 県　支出金 0

国庫支出金

教育委員会教育委員会事務局文化財課 591

0

市民生活部スポーツ推進課

重点３　健康づくりが盛んなまち 500

市民生活部スポーツ推進課

地 方 債 0

そ の 他 0

国庫支出金 0 180

スポーツ少年団育成補助金 180 県　支出金 0

1,200

地 方 債 0

そ の 他 0

- 324 -

1,200

国庫支出金 0 244

地 方 債 0

そ の 他 0

博物館体験学習・講座開催事業 244 県　支出金 0



決算書

ページ
事      業      内      容

　市民へ多様な学習機会の場を提供するため、自然・考古・歴史・民俗・野馬追の各分野

に関する体験学習、講座、出前講座等を開催した。

事業内容

　体験学習の開催　１０回　　参加者数　１１９人

　　葉っぱのノート作り、化石採集（２回）、勾玉作り、植物観察会

　　樹脂封入標本作り、消しゴムスタンプ作り、正月飾り作り

　　化石レプリカ作り、樹脂封入ペンダント作り

　講座の開催　７回　　参加者数　１２１人

　　市史を読む（野馬追、歴史、民俗、地学、考古）、バスツアー、木の実講座

　出前講座　４１回　　参加者数　１，１９８人

　　幼稚園　４回、学校　１９回、一般　１８回

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

①体験学習の開催回数

②講座の開催回数

③出前講座の回数

　長距離選手の強化育成を図るため、第３２回市町村対抗福島県縦断駅伝競走大会の参加

に必要な経費に対し、補助金を交付した。

事業内容

　事業主体　南相馬市陸上競技協会

　補助率　　定額

　補助金額　１，２００千円

　開催日　　令和２年１１月１５日（日）

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　スポーツ少年団の団員及び指導者の育成と活性化を図るため、スポーツ少年団本部の事

業に係る経費に対し、補助金を交付した。

事業内容

　事業主体　南相馬市スポーツ少年団本部

　補助率　　定額

　補助金額　１８０千円

　実施事業　スポーツ少年団登録、スポーツ少年団団員募集チラシの配布

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

①１０回①１７回

②１３回

③５５回

②　７回

③４１回

補助金交付件数

補助金交付件数 １件 １件

347

349

349

- 325 -

１件 １件



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

10 06 01 52 20

（前年度）

10 06 01 54 20

（前年度）

10 06 01 57 20

（前年度）

0

0

国庫支出金 0 2,121

3,094 県　支出金 0

国庫支出金

市民生活部スポーツ推進課

そ の 他 0

重点３　健康づくりが盛んなまち 3,690

体育協会事業補助金 2,121 県　支出金 0

地 方 債 0

重点３　健康づくりが盛んなまち 1,075

地 方 債 0

そ の 他 0

国庫支出金 0 822

レクリエーション協会事業補助金 822 県　支出金 0

0 3,094

健康マラソン大会補助金

そ の 他

重点３　健康づくりが盛んなまち 5,136

市民生活部スポーツ推進課

地 方 債

市民生活部スポーツ推進課

- 326 -



決算書

ページ
事      業      内      容

　競技スポーツの育成と活性化を図るため、体育協会が実施する事業に対し、補助金を交

付した。

事業内容

　事業主体　南相馬市体育協会

　補助率　　定額

　補助金額　２，１２１千円

　開催事業　市総合体育大会、スポーツ振興各種事業等、競技力向上対策事業

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　市民の健康増進を図るため、第３３回健康マラソン大会を実施する実行委員会に対し、

補助金を交付した。

事業内容

　事業主体　野馬追の里健康マラソン大会実行委員会

　大会名　　第３３回野馬追の里健康マラソン大会・第１５回ウオーキング大会

　　　　　　ＯＮＬＩＮＥ

　補助率　　定額

　補助金額　３，０９４千円

　開催期間　令和２年１２月６日（日）～　令和２年１２月１９日（土）

　部　門　　ハーフ、５ｋｍ、ウオーキングの計３部門

　参加者数　１，３８６人

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　加盟団体会員や参加市民の育成と活性化を図るため、レクリエーション協会が実施する

事業に対し、補助金を交付した。

事業内容

　事業主体　南相馬市レクリエーション協会

　補助率　　定額

　補助金額　８２２千円

　開催事業　スポーツレクリエーション祭、生涯スポーツ教室の開催、研修事業等

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

補助金交付件数 １件

補助金交付件数 １件 １件

補助金交付件数 １件 １件
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１件

349

349

349



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

10 06 01 59 20

（前年度）

10 06 01 61 20

（前年度）

10 06 01 65 20

（前年度）

国庫支出金 0

市民生活部スポーツ推進課

そ の 他 0

重点３　健康づくりが盛んなまち 604

スポーツ少年団選手派遣事業補助金 387 県　支出金 0

地 方 債 0

387

国庫支出金 0 1,000

重点３　健康づくりが盛んなまち 469

市民生活部スポーツ推進課

地 方 債 0

そ の 他 0

国庫支出金 0 335

地域スポーツ振興助成事業補助金 335 県　支出金 0

そ の 他 0

重点３　健康づくりが盛んなまち 800

交流・滞在型スポーツ事業補助金 1,000 県　支出金 0

地 方 債 0

市民生活部スポーツ推進課

- 328 -



決算書

ページ
事      業      内      容

　スポーツ少年団活動を通した少年少女の健全育成と競技力向上に資するため、県大会以

上の大会に参加するスポーツ少年団に対し、補助金を交付した。

事業内容

　補助率　　８／１０

　件　数　　５件

　種　目　　野球（１件）、サッカー（２件）、バスケットボール（２件）

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　市民のスポーツ活動事業の振興育成を図るため、市内の各地域で開催されるスポーツ大

会に対し、補助金を交付した。

事業内容

　補助対象事業　地域スポーツ大会

　補助率　　定額

　補助金額　３３５千円

　　原町区　高平地区ふれあいオリンピック

　　鹿島区　グラウンドゴルフ大会、パークゴルフ大会

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　本市の子どもたちの卓球の競技力向上や指導者の指導力向上を図るため、卓球大会を

開催する実行委員会に対し、補助金を交付した。

事業内容

　補助率　　１／２

　補助金額　１，０００千円

　事業主体　野馬追の里浮舟杯卓球大会実行委員会

　事業名　　野馬追の里第４６回浮舟杯卓球大会「第７回トップアスリート卓球教室」

　開催日　　令和３年２月１３日（土）

　参加者数　２０１人

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

６件 ３件

補助金交付件数 １件

補助金交付件数 １９件 ５件

補助金交付件数

- 329 -

１件

351

351

351



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

10 06 01 F2 20

（前年度）

10 06 01 F4 20

（前年度）

10 06 01 F5 20

（前年度）

市民生活部スポーツ推進課 2,993

市民生活部スポーツ推進課

地 方 債 0

国庫支出金 0

スポーツ大会等出場激励金

1,500

健康スポーツ推進事業 1,500

地 方 債 0

そ の 他 410

580 県　支出金 0

そ の 他

0 580

0

復興「ありがとう」ホストタウン推進事業 410 県　支出金 0

地 方 債 0

5,973

そ の 他 0

国庫支出金

重点３　健康づくりが盛んなまち 1,500

市民生活部スポーツ推進課

国庫支出金 0 0

県　支出金 0

- 330 -



決算書

ページ
事      業      内      容

　市民のスポーツの普及・振興と技術の向上を図るため、東北大会以上の上位大会に参

加する選手に対し、激励金を交付した。

事業内容

  国際大会　                          　１件（１３人）

　全国大会（高校総体・高校選抜大会）　　２件（　２人）

　全国大会（高校生以下が参加するもの）　３件（　５人）

　全国大会（大学生以上が参加するもの）　１件（　１人）

　東北大会（東北６県以上）　　　　　　　４件（　４人）

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　２０２０東京オリンピック・パラリンピックを見据え、交流人口を拡大するため、震災

後の支援に対する感謝と復興状況の発信をするとともに様々な交流事業を実施した。

事業内容

　交流相手国　ジブチ共和国、台湾、アメリカ合衆国、大韓民国

　　　　　　　（震災後、特に支援をいただいた４か国）

　交流内容　　大会事後交流、市民派遣事業等→大会延期により次年度へ繰延べ

　　　　　　　元メジャーリーガーによるワークショップ（１０月３日）※

　　　　　　　台湾と本市の中学生同士のオンライン交流（１１月２２日）※

　　　　　　　台北国際動漫節へのオンライン出展（２月４日～８日）※

　　　　　　　※印は、大会延期による代替事業として国の経費負担で実施

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　市民のスポーツ人口の拡充や健康増進を図るため、市民の誰もが気軽に楽しめるスポー

ツ教室を開催した。

事業内容　

　高齢者や障がい者を含め市民の誰もが気軽に参加できるスポーツ教室

　実施種目　スカットボール、輪投げ、カーリンコン、体力測定会、木球、

　　ウオーキング、ピンポン大会、室内ペタンク、フロアホッケー

　　計　９回開催

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

事業実施
ホストタウン出展、相手国選手団との事後交流、相手
国への市民派遣、市主催式典等への招待

激励金交付人数
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１９０人 ２５人

次年度繰延べ

負担金交付件数 １件 １件

351

351

351



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

10 06 01 F6 20

（前年度）

10 06 03 F1 20

（前年度）

10 06 03 R3 20

（前年度）

0

―

スポーツセンター大規模改修事業 17,860 県　支出金 0

そ の 他 17,860

市民生活部スポーツ推進課

そ の 他 6,909

重点３　健康づくりが盛んなまち 51,303

体育施設整備事業 12,003 県　支出金 0

地 方 債 0

国庫支出金 0 5,094

地 方 債 0

国庫支出金 0

市民生活部スポーツ推進課

0

市民生活部スポーツ推進課 5,927

東京２０２０関連市民参画推進事業 9,120 県　支出金 1,038

地 方 債 0

国庫支出金 0 8,082

そ の 他
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決算書

ページ
事      業      内      容

　東京２０２０オリンピック・パラリンピックを盛り上げるため、市内での聖火リレーに

おいて市民ボランティア等の参画や野馬追騎馬武者による演出を実施した。

事業内容

　２０２０年の東京オリンピック・パラリンピック競技大会に関連する事業

　令和２年度実施事業

　　市民参画観戦事業（市民観戦チケット抽選配付）、ＮＩＰＰＯＮフェスティバル等

　　令和２年７月２２日（水）～９月５日（土）（開会・閉会式は対象外）※大会延期に伴い次年度に延期

　　聖火リレー、セレブレーションでの市独自ＰＲ事業

　　令和３年３月２５日（木）南相馬市役所～雲雀ヶ原祭場地

騎馬武者による聖火リレーコース御先乗り

セレブレーションステージでの礼螺の披露

騎馬武者による聖火ランナーお出迎え

セレブレーション会場での観光案内、甲冑着付け、乗馬体験コーナー等

市民ボランティア等１３５人による運営協力

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　市民の健康増進と利用者の利便性の向上を図るため、スポーツセンターの大規模改修

のための実施設計を実施した。

事業内容

　スポーツセンター大規模改修設計業務委託

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　市民の健康増進・競技力向上並びに利用者の利便性を図るため、体育施設の整備等を

実施した。

事業内容

　千倉体育館高圧気中開閉器更新工事

　前川原体育館トイレ改修工事

　千倉テニスコート照明操作盤交換

　鹿島多目的グラウンド予定地側溝堆砂除去作業

　小川町体育館照明ＬＥＤ化工事

　栄町柔剣道場和室漏水修繕

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

スポーツセンター大規模改修 設計業務委託

施設整備件数 ８件

市民観戦参画事業、ＮＩＰＰＯＮフェスティバル
パブリックビューイング

設計業務完了

６件

次年度繰延べ事業実施

- 333 -

351

353

351



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

10 06 05 17 20

（前年度）

10 07 01 F2 20

10 07 01 F3 20

10 07 01 F4 20

（前年度）

教育委員会教育委員会事務局教育総務課

そ の 他

（繰越明許費） 110,288 地 方 債 0

教育委員会教育委員会事務局学校教育課 343,071

（繰越明許費） 91,409 地 方 債

そ の 他 0

（前年度）

教育委員会教育委員会事務局教育総務課 96,478

国庫支出金 73,524 36,764

石一小・高平小校舎外壁等改修事業 110,288 県　支出金 0

国庫支出金 47,047 114,343

学校給食事業 338,375 県　支出金 0

0

81,691 40,848

小中学校トイレ洋式化事業 122,539 県　支出金 0

国庫支出金

地 方 債 0

そ の 他 176,985

そ の 他 0

―

0

国庫支出金

県　支出金 0

地 方 債 0

（前年度）

7,257

石二小校庭表土改良事業 21,771

教育委員会教育委員会事務局教育総務課

14,514

- 334 -

重点１　子育て世代に選ばれるまち 35,550



決算書

ページ
事      業      内      容

　バランスの取れた食事を提供することにより正しい食習慣の形成を図るとともに、教師

と食事を共にすることにより、好ましい人間関係の育成に資した。

事業内容

　学校給食運営経費　賄材料費、中学校給食業務委託

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　安全で快適な教育環境を整備するため、著しく老朽化した校舎の外壁及び内部改修工事

を行った。

事業内容

　石一小校舎外壁等改修工事

　高平小校舎外壁等改修工事

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　石神第二小学校校庭の表土を改良し、校庭の機能を回復させるため、グラウンドの砂利

撤去、不陸整正及び表層処理を行った。

事業内容

　石二小グラウンド改良工事

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　快適な教育環境の充実を図るため、トイレ施設の改修を実施した。

事業内容

　改修工事　原三小北校舎トイレ改修工事

　　　　　　原一中トイレ改修工事（建築主体工事・設備工事）（繰越）

　実施設計　太田小・石二小体育館トイレ改修工事設計業務委託

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

表土改良工事実施校数 １校

学校給食を適切に提供できるよう自校給食の運営及び
３社への運営委託を行った。

１校

小学校　１８３回
中学校１・２年生

１７４回
中学校３年生
１６９回

小学校　１８０回
中学校１・２年生

１７２回
中学校３年生
１６６回

改修工事実施校数 ２校 ２校

１件 ２件（繰越工事含む）トイレ洋式化工事実施件数
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353

355

355

355



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

10 07 02 F3 20

10 07 02 F7 20

（前年度）

10 07 02 F8 20

（前年度）

0

重点１　子育て世代に選ばれるまち 15,872

教育委員会教育委員会事務局学校教育課

国庫支出金

（前年度）

地 方 債 0

県　支出金 0

そ の 他 0

そ の 他 0

（事故繰越し） 18,304 地 方 債 0

ＩＣＴ利活用教育推進事業 18,304 県　支出金 0

（繰越明許費） 108,061 地 方 債

教育委員会教育委員会事務局教育総務課 89,173

0

0 18,304

国庫支出金 16,853 1

スクールカウンセラー等派遣事業 16,854

37,358

石神第二小学校プール改築事業（原町区）

そ の 他

教育委員会教育委員会事務局学校教育課 ―

108,061 県　支出金 0

国庫支出金 70,703

- 336 -



決算書

ページ
事      業      内      容

　児童に安心・安全な施設環境を提供するため、老朽化が著しい石神第二小学校プールの

改築を実施した。

事業内容

　石二小プール改築工事（建築主体工事・設備工事）

　石二小プール改築工事監理業務委託

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　子どもたちが健やかに成長できるよう、専門的な支援や対応ができる教育相談体制を整

備するため、スクールカウンセラー等を定期的に小中学校へ派遣し、カウンセリングを通

して児童生徒の心のケアを行った。

　また、教職員や保護者に対し、指導助言等のメンタルケアを行った。

事業内容

　カウンセラー等の派遣（小学校５校、中学校６校）

　学校長や養護教諭との情報交換

　派遣カウンセラー及び養護教諭との事例検討会

　専門研修会（特別支援教育コーディネーター研修、生徒指導研修）

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

①カウンセラー等の派遣回数

②専門研修会の開催回数

　分かりやすい授業が展開できるＩＣＴ教育環境を整備し、児童生徒の学習意欲や学力向

上を図るため、市内小学校にデジタル教科書を導入した。

また、IＣＴ機器の維持管理を行った。

事業内容

　小学校デジタル教科書指導用資料購入（原町第一小学校　外１１校）

　（国語、算数、理科、社会）

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

①２２６回

工事完了

②　　２回

中学校６校

小学校１２校
中学校６校

改築工事及び工事監理業務委託 工事完了

①２２９回

②　　３回

デジタル教科書の整備
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355

355

355



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

10 07 03 51 20

（前年度）

10 07 03 F1 20

（前年度）

10 07 03 F2 20

（前年度）

国庫支出金 0 1,431

県　支出金 0

地 方 債 0

教育委員会教育委員会事務局文化財課 7,201

国庫支出金 0 1,575

復興事業推進埋蔵文化財発掘調査事業 6,299 県　支出金 0

重点１　子育て世代に選ばれるまち 1,836

教育委員会教育委員会事務局生涯学習課

地 方 債 0

国庫支出金

そ の 他 4,724

教育委員会教育委員会事務局文化財課 9,821

そ の 他 1,385

そ の 他 10,294

市史編さん事業（震災記録） 11,725

0 0

こども交流支援事業補助金 1,385 県　支出金 0

地 方 債 0

- 338 -



決算書

ページ
事      業      内      容

　全国各地において、子ども同士や地域住民との交流の拡大を図るため、南相馬こどもの

つばさが実施する事業に対し、補助金を交付した。

事業内容

　事業主体　　ＮＰＯ法人南相馬こどものつばさ

　補助率　　　定額

　補助金額　　１，３８５千円

　内　容　　　夏休みのオンライン学習サポート教室の実施等

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　東日本大震災及び原子力災害の関係資料を収集し、発災状況から応急対応、復旧・復興

の取り組みなどについて、市の記録として残すため編さんし、東日本大震災記録誌を刊行

した。

事業内容

　東日本大震災及び原子力災害の関係資料の収集、原稿の整理、編集および印刷製本

　　事業スケジュール

　　　平成３０年度～令和元年度　編さん作業

　　　令和２年度　印刷製本　３，０００冊

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　防災集団移転促進事業等に関連した発掘調査成果を広く周知するため、整理作業を実施

し、発掘調査報告書を刊行した。

事業内容

　東町遺跡の整理作業および発掘調査報告書印刷製本３００部

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

３，０００冊

補助金交付件数 １件 １件

調査報告書の刊行部数 ３００部

『東日本大震災記録誌』の刊行

３００部

３，０００冊
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357

357



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

10 07 03 F5 20

（前年度）

10 07 04 F1 20

（前年度）

10 07 04 F2 20

（前年度）

―

市民生活部スポーツ推進課

民間土砂採取事業関連発掘調査事業（東迫遺 65,547 県　支出金 0

そ の 他 351

市民生活部スポーツ推進課

地 方 債 21,300

そ の 他 7,451

重点３　健康づくりが盛んなまち ―

教育委員会教育委員会事務局文化財課

跡） 地 方 債 0

そ の 他 65,547

地 方 債 0

国庫支出金 0 0

国庫支出金

国庫支出金 0 43

市民プール更新事業 28,794 県　支出金 0

- 340 -

0 0

重点３　健康づくりが盛んなまち 13

みらい元気挑戦　スポーツ招致事業 351 県　支出金 0



決算書

ページ
事      業      内      容

　埋蔵文化財の適切な保護を図るため、民間事業者の土砂採取事業に係る発掘調査を実施

した。

　また、調査成果をまとめた調査報告書を刊行した。

事業内容

　調査遺跡名　東迫遺跡（小高区）

　調査面積　２，０００㎡

　発掘調査報告書印刷製本　３００部

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

①調査報告書の刊行部数

②調査面積

　市民の健康増進と利用者の利便性の向上を図るため、屋内温水プール整備のための設計

業務等を実施した。

施設概要

　整備予定場所　原町区桜井町

　建築面積　約１，６００㎡（２５ｍプール（８レーン）、子どものプールほか）

事業内容

　南相馬市民プール改築基本設計業務委託・解体実施業務委託

　南相馬市民プール改築実施設計業務委託

　南相馬市民プール地質調査業務委託

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　市内スポーツ施設にスポーツイベントを招致し、プロスポーツ選手等のプレイを身近　

に観戦できる機会を提供するとともに、スポーツの重要性についての意識高揚を図った。

事業内容

　ＢＣリーグ・福島レッドホープス公式戦

　　開催日　令和２年１０月３日（土）

　　場　所　みちのく鹿島球場

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

基本設計及び解体実
施設計業務委託完了
実施設計業務委託

継続中
地質調査業務委託

完了

屋内温水プールの整備

基本設計及び解体実
施設計業務委託
実施設計業務委託
地質調査業務委託

- 341 -

①３００部 ①３００部

②２，０００㎡ ②２，０００㎡

プロスポーツ等試合観戦回数 １回 １回

357

357

357



令和2年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

10 08 01 F8 20

（前年度）

10 08 02 F3 20

（前年度）

10 08 02 F5 20

（前年度）

国庫支出金 92,643 16

国庫支出金 0 15,665

学校給食検査体制整備事業 15,953 県　支出金 0

国庫支出金

教育委員会教育委員会事務局学校教育課

そ の 他 85

復興１　旧避難指示区域の再生 84,549

臨時スクールバス等運行事業 92,744 県　支出金 0

地 方 債 0

地 方 債 0

そ の 他 288

教育委員会教育委員会事務局学校教育課 13,454

子どもスポーツ活動促進事業 1,537 県　支出金 0

0 1,537

- 342 -

0

重点３　健康づくりが盛んなまち 2,037

市民生活部スポーツ推進課

地 方 債 0

そ の 他



決算書

ページ
事      業      内      容

　東日本大震災及び原子力災害により避難を余儀なくされた児童生徒の通学のための送迎

用バス等を運行した。

事業内容

　スクールバス等運行業務委託

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　学校給食のより一層の安全安心を確保するため、使用する給食食材を対象に事前検査及

び提供した給食の事後検査（丸ごと検査）を実施した。

事業内容

　給食食材検査員（事前検査）の雇用　６人

　学校給食用食材の試料代

　放射能検査機器点検校正　１０台

　事後検査（丸ごと検査）回数　１９２回

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

 ①給食食材検査員

②事後検査回数

　子どもたちのスポーツ意欲の増進を図り、運動不足を解消するため、子どものスポーツ

施設利用料等を免除した指定管理者に対し、免除相当額を交付した。

事業内容

　子どもたちがスポーツ施設を使用する場合の使用料又は利用料金を免除したスポーツ施

設を管理する指定管理者に対する免除減収分の補填

　対象指定管理者　５団体

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

小高区外便　２ルート

小高区内便　４ルート

小高区外便　２ルート

小高区内便　４ルート
臨時スクールバス運行

①　　６人

②１９２回

①　　６人

②１９２回

対象指定管理者団体数 ５団体 ５団体
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359

359

359









 

 

 

 

 

 

 

第 ３  特 別 会 計 

 

 

 

 

 

 

 

 
 



令和2年度

会計 02 国民健康保険特別会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

04 01 01 L1 20

（前年度）

04 01 01 L2 20

（前年度）

特定財源 一般財源

国庫支出金 0 21,566

決算額

財源内訳

健康診査事業（特定健康診査） 40,884 県　支出金 19,318

地 方 債 0

そ の 他 0

重点３　健康づくりが盛んなまち 58,024

健康福祉部健康づくり課

国庫支出金 0 1,296

地 方 債 0

特定保健指導事業 1,296 県　支出金 0

そ の 他 0

重点３　健康づくりが盛んなまち 1,234

健康福祉部健康づくり課

- 348 -



　生活習慣病を予防するため、メタボリックシンドロームに着目した特定健康診査を実施

した。

　また、特定健診受診率を向上させるため、健診に係る個人負担の無料化や受診勧奨を行

った。

事業内容

　特定健康診査

　　基本的な健診項目

　　　問診、身体計測、腹囲測定、血液検査（脂質、血糖、肝機能）等

　　詳細な健診項目（医師の判断による追加項目）

　　　付加健診項目（心電図検査、眼底検査、貧血検査、腎機能検査）

　　対象者　４０歳～７４歳の国保被保険者　

　受診勧奨の実施

　受診者数　３，１４４人（受診率２７.４％　暫定値）

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　健康的な生活を維持するとともに生活習慣病を予防するため、メタボリックシンドロー

ムに着目した保健指導を行った。

事業内容

　対象者　　国保特定健診受診者のうち、特定保健指導対象に該当する者

　実施方法　保健師や栄養士による生活習慣改善のための保健指導

　　　　　　健診データ分析支援ソフトを使用した個別性の高い保健指導　

　実施者数　１２９人（実施率３３.９％　暫定値）

　

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

395

395

事      業      内      容
決算書

ページ

約１３，５００人 １１，４５５人対象者数

- 349 -

対象者数 ５５０人 ３８０人



令和2年度

会計 04 介護保険特別会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

04 01 01 F3 20

（前年度）

04 01 01 F3 21

（前年度）

04 01 01 F4 20

（前年度）

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

国庫支出金 34 50

介護予防普及啓発事業 138 県　支出金 17

健康福祉部長寿福祉課

地 方 債 0

そ の 他 37

重点３　健康づくりが盛んなまち 197

国庫支出金 4,728 2,364

高齢者家庭生活応援事業 7,092 県　支出金 0

649 917

地域介護予防活動支援事業 2,587 県　支出金 323

国庫支出金

重点３　健康づくりが盛んなまち 1,987

健康福祉部長寿福祉課

地 方 債 0

そ の 他 698

- 350 -

健康福祉部長寿福祉課 ―

地 方 債 0

そ の 他 0



　高齢者が住み慣れた地域で、いきいきと生活できるようにするため、介護予防に関する

正しい知識の普及啓発を行うとともに、介護予防に資する運動教室を実施した。

事業内容

　健康教育

　　実施回数　２回

参加者数　延べ２０人

　元気高齢者運動教室

　　実施回数　１１６回

　　参加者数　実８８人　延べ６１８人

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

元気高齢者運動教室の開催

　新型コロナウイルス感染症対策のため、自宅で過ごしている高齢者の健康維持等を目的

に、家庭での過ごし方の周知（パンフレット等の配布）を行った。

事業内容

　６５歳以上の高齢者がいる世帯へ、パンフレット、チラシを郵送した。

　配布数　１３，６１５世帯　　２０，６１１人

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　高齢者が地域で交流を持ち、要介護状態や認知症とならないようにするため、介護予防

に関する地域の自主活動を支援するとともに、主体的に介護予防の活動ができるよう支援

者の養成及び育成を行った。

事業内容

　高齢者の通いの場（週一サロン）活動支援事業　

　　支援回数　１１８回

　　参加者数　実３６４人　　延べ１，３８８人

　通いの場リーダー養成及び育成支援

　　養成講座の開催　実施回数　１回　　参加者数　実５人

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

427

427

427
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７～８人×１グ
ループ×３コース
（週１回）

事      業      内      容
決算書

ページ

概ね２０人×１グ
ループ×４コース
（週１回）

６５歳以上の高齢者 ２１，０５３人 ２０，６１１人

①週一サロン実施箇所数

②週一サロンサポーター数

①２６か所

②１４２人

①２６か所

②１５０人



令和2年度

会計 04 介護保険特別会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

04 02 01 F1 20

（前年度）

04 02 01 F1 21

04 02 01 F2 20

（前年度）

国庫支出金

地 方 債 0

そ の 他 0

35,539 39,003

包括的支援事業 92,311 県　支出金 17,769

国庫支出金 2,298 720

高齢者見守り・相談支援事業 3,737 県　支出金 719

地 方 債 0

（前年度） そ の 他 0

健康福祉部長寿福祉課 ―

409 451

認知症総合支援事業 1,064 県　支出金 204

国庫支出金

健康福祉部長寿福祉課 1,244

地 方 債 0

そ の 他 0

- 352 -

健康福祉部長寿福祉課 94,872



事      業      内      容
決算書

ページ

　地域住民の保健医療の向上及び福祉の増進を包括的に図るため、地域包括支援センター

等を設置し、地域住民の心身の健康の保持及び生活の安定のために必要な援助を行った。

事業内容

　地域包括支援センター業務委託

　　業務内容　第一号介護予防支援業務、総合相談支援事業、権利擁護事業、

　　　　　　　包括的・継続的ケアマネジメント事業等

　　委託先　　社会福祉法人　南相馬市社会福祉協議会

　　　　　　　社会福祉法人　南相馬福祉会

　地域包括ケアシステム推進にかかる各種会議の開催

　　協議内容　市の高齢者全般にわたる課題解決に向けた協議

　　　　　　　医療・介護・福祉のネットワーク構築に向けた協議

　　　　　　　地域課題の顕在化・資源開発に向けた協議　等

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　新型コロナウイルス感染症対策のため、外出を控え自宅で過ごしている一人暮らしの高

齢者及び高齢者のみ世帯に対し、健康状態を把握し適切な支援につなげることを目的に地

域包括支援センター職員が電話や訪問等を実施した。

事業内容

　委託先　南相馬市地域包括支援センター、原町東地域包括支援センター

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　認知症高齢者の早期発見・早期対応など認知症への対応の充実を図るため、各地域包括

支援センターに認知症地域支援推進員を配置するとともに、認知症初期集中支援チームを

構成し、総合的な支援を行った。

事業内容

　認知症の普及啓発事業の実施

　もの忘れ相談会の開催

　　実施回数　７回　　参加者数　実１５人　延べ２７人

　認知症初期集中支援チーム及び認知症地域支援・ケア向上事業の実施

　　委託先　南相馬市地域包括支援センター

　　　認知症初期集中支援チームの設置　（設置数　１チーム）

　　　認知症地域支援推進員の配置　（配置数　４人）

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

427

427

427
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③２１回

①５，７６２人

②１１，０６９回

③各種会議開催回数

①２，５００人

②９，５００回

③２６回

認知症地域支援推進員配置数 ４人 ４人

電話、訪問実施世帯数 ６,０３３世帯 ３，７３７世帯

①相談人数

②家庭訪問回数



令和2年度

会計 04 介護保険特別会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

04 02 02 F3 20

（前年度）

04 02 02 F5 20

（前年度）

04 03 01 F2 20

（前年度）

国庫支出金 74 83

家族介護者交流事業 194 県　支出金 37

健康福祉部長寿福祉課 576

地 方 債 0

そ の 他 0

4,551 4,996

配食サービス事業 11,822 県　支出金 2,275

国庫支出金

地 方 債 0

そ の 他 0

健康福祉部長寿福祉課 8,142

地 方 債 0

国庫支出金 2,868 4,046

健康福祉部長寿福祉課

そ の 他 3,100

重点３　健康づくりが盛んなまち 9,474

筋力向上トレーニング事業 11,442 県　支出金 1,428

- 354 -



事      業      内      容
決算書

ページ

　家族介護者を日常の介護から開放し、リフレッシュと介護の負担軽減、在宅介護の向上

を図るため、地域包括支援センター担当区域内の家族介護者が一堂に会し、介護の関する

相談・情報交換等を行った。

事業内容

　家族介護者交流会の開催

　　開催地区　４地区

　　委託先　　南相馬市地域包括支援センター（原町西地域、小高地域、鹿島地域）

　　　　　　　原町東地域包括支援センター

　　事業内容　交流会及び保健師等による健康チェック、相談、指導等

　　開催回数　地域包括支援センターごとに２回

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　調理が困難なひとり暮らし高齢者等の健康保持への支援と安否の確認のため、配食サー

ビスを行った。

事業内容

　対象者　　概ね６５歳以上のひとり暮らし高齢者等で、心身の障がい、傷病等の理由に

　　　　　　より食事の調理が困難な者

　内　容　　弁当の配達及び当該高齢者の安否の確認

　委託先　　原町区：ＮＰＯ法人ほっと悠

　　　　　　鹿島区：ＮＰＯ法人あさがお

　　　　　　小高区：まごころ弁当南相馬店

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

　高齢者の加齢に伴う運動機能低下を予防し、機能向上を目指すためにトレーニング機器

を使用した短期集中型の介護予防運動教室を実施した。

事業内容

　実施回数　１１６回

　参加者数　延べ７３８人

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

427

427

429

２６，２６９食延べ配食数 ２２，６８１食

１グループ１５人×
２コース×４期＝１
２０人

１グループ７～８人
×２コース×３期＝
４２人

- 355 -

筋力向上トレーニング事業の年間参加者数

交流事業実施回数 ８回 ７回



令和2年度

会計 05 育英資金貸付特別会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

02 01 01 35 10

（前年度）

地 方 債 0

そ の 他 30,132

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

国庫支出金 0 0

育英資金貸付金 30,132 県　支出金 0

教育委員会教育委員会事務局教育総務課 30,108

- 356 -



　教育の機会均等を図るため、経済的理由により修学困難と認められる学生・生徒に

対し、無利子で育英資金の貸付を行った。

事業内容

　育英資金の貸付

　　貸付実績

　　　学校種別　　　　　　　継続　　　新規　　　　計

　　大学（医師・獣医師）　　０人　　　０人　　　０人

　　大学・短大　　　　　　３９人　　　９人　　４８人

　　高専・専修学校　　　　　４人　　　１人　　　５人

　　高校　　　　　　　　　　１人　　　１人　　　２人

　　　　　計　　　　　　　４４人　　１１人　　５５人

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

443

①大学（医師・獣医師）

②大学・短大

③高専・専修学校

④高校

①　２人

②５７人

③　７人

④　２人 ④　２人

①　０人

②４８人

③　５人

事      業      内      容
決算書

ページ

- 357 -



令和2年度

会計 11 工場用地等整備事業特別会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

03 01 01 F1 21

0

新産業創出と人材誘導

経済部商工労政課

（前年度）

復興２ロボットテストフィールドを核とした 1,930,433

（逓次繰越） 31,570 地 方 債 0

- 358 -

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

そ の 他 0

国庫支出金 0 127,359

渋佐・萱浜工業用地造成事業（第２期） 127,359 県　支出金



　既存企業の規模拡大や新たな企業誘致に対応するため、渋佐・萱浜地区に工業団地

を整備した。

事業内容

　【現年】工業用水バイパス管布設工事　　　　　３２，１３３千円

　【現年】確定測量業務委託　　　　　　　　　　５７，０２６千円

　【繰越】工業用水バイパス管関連舗装復旧工事　３１，５７０千円

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

復興工業団地整備
復興工業団地
整備完了

復興工業団地
整備一部未完了

- 359 -

事      業      内      容
決算書

ページ

471



令和2年度

会計 14 後期高齢者医療特別会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

03 01 01 F1 20

（前年度）

国庫支出金 0 3,070

13,172 県　支出金 0

14,014

地 方 債 0

そ の 他 10,102

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

健康診査等事業費

重点３　健康づくりが盛んなまち

- 360 -

市民生活部市民課



　福島県後期高齢者医療広域連合から委託を受け、後期高齢者医療被保険者に対する

健康管理の保持、疾病の早期発見・早期予防を目的に保健事業として健康診査を実施

した。

　また、近くに健康診査委託契約医療機関がない市外避難者に対し、契約医療機関以

外で受診した健康診査に係る費用の助成を行った。

　なお、平成２９年度より、基本的な健康診査以外の心電図検査及び眼底検査につい

て、希望する者は、自己負担が無料で受診できるように検診項目に追加して実施して

いる。

事業内容

　健康診査

　　単価　　　：７，０４０円

　　事務手数料：　　１１０円

　助成事業（市外避難者）

　　単価　　　：７，１５０円（上限）

　自己負担無料化

　　心電図検査単価：１，６４５円

　　眼底検査単価　：１，２１４円

活動指標等（アウトプット） 計画 実績

受診者数

　①健康診査

　②助成事業

　③自己負担無料化（心電図検査）

　　自己負担無料化（眼底検査）

①１，９９４人 ①１，３３２人

②　　　　６人 ②　　　　３人

③２，０００人 ③　　８０１人

　２，０００人 　　　６４１人

493

事      業      内      容
決算書

ページ
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第 ４  基金の運用状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



400,000,000 円

（１）当初現金残高 400,000,000 円

（２）本年度支払額 8,350,144 円

（３）本年度振替額 0 円

（４）期末現金残高 391,649,856 円

（１） （２） （３） （４）

400,000,000 － 8,350,144 ＋ 0 ＝ 391,649,856 円

（５）月別運用状況

（単位：円）

差   引 備   考

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

391,649,856

0

391,649,856

（６）当期運用益金

南相馬市一般会計の財産収入に繰り入れ処分とした。

令和２年度南相馬市土地開発基金運用状況調書

１．基本原資額

２．運 用 状 況

月   別 収   入 支   出

1 0 0

2 0 0

差引（Ａ）－（Ｂ） 400,000,000 8,350,144

3 0 8,350,144

計   （Ａ） 400,000,000 8,350,144

　運用益金３，９９０円については、南相馬市土地開発基金条例第５条の規定により、令和２年度

（Ａ）のうち預金利子（Ｂ） 0 0

8

9

10

11

4

5

6

7

12

400,000,000 0

0 0

0 0

0 0

0

0 0

0 0

0

0 0

0 0
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（単位：円）
元年度末 ２年度 ２年度末 ２ 年 度 ２年度末

未振替額 契約額 元年度以前分 ２年度分 未  払  額 振  替  額 未振替額

用   地 0 0 0 0 0 0

補   償 0 0 0 0 0 0

計 0 0 0 0 0 0

用   地 8,350,144 8,350,144 0 0 8,350,144

補   償 0 0 0 0 0

計 8,350,144 8,350,144 0 0 8,350,144

用   地 0 8,350,144 0 8,350,144 0 0 8,350,144

補   償 0 0 0 0 0 0 0

計 0 8,350,144 0 8,350,144 0 0 8,350,144

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｄ） （Ｅ） （Ｆ） （Ｇ）

原　資 － 支払済額 ＋ 振替額 ＝ 収支差引残額
（Ｈ） （ （Ａ）＋（Ｄ） ） （F）

400,000,000円 － 8,350,144円 ＋ 0円 ＝ 391,649,856円

原資（H) 400,000,000円

支   払   額
区   分

計

本年度中の異動状況及び本年度末現在の状況

契　約
年  度

2

元以前

（単位：㎡）

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

増 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

減 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

計 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

増 0.00 2,584.06 209.74 184.17 376.74 3,354.71

減 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

計 0.00 2,584.06 209.74 184.17 376.74 3,354.71

0.00 2,584.06 209.74 184.17 376.74 3,354.71

保 有 地 の 状 況

地目別
山林・原野 田 畑

契約年度別
宅    地 そ の 他 計 備    考

2
２　年　度

２年度末現在

元
以
前

30年度末現在

元年度末現在

元　年　度
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8,500,000 円

（１）繰越資金額 8,500,000 円

（２）本年度積立金 0 円

（１）期末現金残高 8,500,000 円

（２）期末未償還残高 0 円

（３）月別運用状況

（単位：円）

収　入 償還件数 支　出 貸付件数 月別基金残高 備　考

8,500,000 0 0 0 8,500,000

0 0 0 0 8,500,000

0 0 0 0 8,500,000

0 0 0 0 8,500,000

0 0 0 0 8,500,000

0 0 0 0 8,500,000

0 0 0 0 8,500,000

0 0 0 0 8,500,000

0 0 0 0 8,500,000

0 0 0 0 8,500,000

0 0 0 0 8,500,000

0 0 0 0 8,500,000

8,500,000 0 0 0 8,500,000

（４）当期運用益金

7

　運用益金８４円については、南相馬市国民健康保険出産費資金等貸付基金条例第４条の規

定により、令和２年度南相馬市一般会計の財産収入に繰り入れ処分とした。

   令和２年度南相馬市国民健康保険出産費資金等貸付基金運用状況調書

１．基本原資額

２．運 用 状 況

月　別

4

5

6

1

2

3

計

8

9

10

11

12
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2,500,000 円

（１）繰越資金額 2,500,000 円

（２）本年度積立金 0 円

（１）期末現金残高 2,500,000 円

（２）期末未償還残高 0 円

（３）月別運用状況

（単位：円）

収　入 償還件数 支　出 貸付件数 月別基金残高 備　考

2,500,000 0 0 0 2,500,000

0 0 0 0 2,500,000

0 0 0 0 2,500,000

0 0 0 0 2,500,000

0 0 0 0 2,500,000

0 0 0 0 2,500,000

0 0 0 0 2,500,000

0 0 0 0 2,500,000

0 0 0 0 2,500,000

0 0 0 0 2,500,000

0 0 0 0 2,500,000

0 0 0 0 2,500,000

2,500,000 0 0 0 2,500,000

（４）当期運用益金

　運用益金２４円については、南相馬市高額介護サービス費等貸付基金条例第５条の規定によ

り、令和２年度南相馬市介護保険特別会計の諸収入に繰り入れ処分とした。

12

1

2

3

計

6

7

8

9

10

11

令和２年度南相馬市高額介護サービス費等貸付基金運用状況調書

１．基本原資額

２．運 用 状 況

月　別

4

5
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（単位：千円）

№ 基金名 元年度末残高 積立額 取崩額 ２年度末残高

1 財政調整基金 3,794,835 658,065 1,061,099 3,391,801

2 減債基金 3,429,249 662 56,676 3,373,235

3 公共用施設維持基金 270,411 27 17,028 253,410

4 社会福祉基金 36,554 4 2,729 33,829

5 亜炭鉱害復旧施設維持管理基金 715,267 3,053 16,488 701,832

6 市有建物等維持補修基金 2,175,184 351,324 331,515 2,194,993

7 職員退職手当基金 278,511 3 6,027 272,487

8 介護保険給付準備基金 823,480 36,633 127,650 732,463

9 地域振興基金 95,494 85 5,537 90,042

10 小高区自治振興基金 237,233 9,673 7,135 239,771

11 鹿島区自治振興基金 273,252 6,039 0 279,291

12 原町区自治振興基金 693,269 693 8,710 685,252

13 ふるさと応援基金 291,626 138,088 167,000 262,714

14 子育て応援基金 122,296 1 8,454 113,843

15 東日本大震災復旧・復興基金 4,511,699 1,942,969 973,699 5,480,969

16 東日本大震災遺児等支援基金 191,385 2 14,790 176,597

17 みらい夢基金 14,146 22,397 1,599 34,944

18 東日本大震災復興交付金基金 2,822,533 20,728 2,843,261 0

19 太田財産区運営基金 31,409 802 0 32,211

20 育英資金貸付準備基金 135,023 6 0 135,029

21 帰還環境整備交付金基金 2,373,558 2,244,962 1,658,474 2,960,046

22 庁舎建設基金 1,189,215 400,355 0 1,589,570

23 市民一体化復興促進基金 809,331 834 419,934 390,231

24 国民健康保険事業調整基金 1,283,306 423,414 144,000 1,562,720

25 みらいへつなぐ復興基金 4,015,044 287,798 416,687 3,886,155

26 森林環境整備促進基金 12,055 15,718 0 27,773

合　　　計 30,625,365 6,564,335 8,288,492 28,901,208

その他の基金の運用状況
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第 ５  資   料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



            区   分

    

令和2年度
予算現額

令和2年度
収入済額

比較
令和2年度
予算現額

令和2年度
支出済額

比較 （B）-（C） （D）-（E）

会計名 （A） （B） （B）-（A） （A） （C） （A）-（C） （D） （E） （F）

一般会計 78,680,831 70,650,791 △ 8,030,040 78,680,831 64,130,639 14,550,192 6,520,152 4,715,793 1,804,359

国民健康保険 9,504,864 9,001,453 △ 503,411 9,504,864 8,988,266 516,598 13,187 0 13,187

介護保険 7,211,229 7,176,041 △ 35,188 7,211,229 6,853,041 358,188 323,000 0 323,000

育英資金貸付 40,237 43,115 2,878 40,237 39,645 592 3,470 0 3,470

介護サービス事業 44,793 44,781 △ 12 44,793 44,781 12 0 0 0

亜炭鉱害復旧施設維持
管理事業

19,541 19,540 △ 1 19,541 16,754 2,787 2,786 0 2,786

工場用地等整備事業 994,930 992,617 △ 2,313 994,930 218,250 776,680 774,367 774,367 0

太田財産区 1,165 1,163 △ 2 1,165 1,062 103 101 0 101

後期高齢者医療 417,084 405,391 △ 11,693 417,084 404,569 12,515 822 0 822

小   計 18,233,843 17,684,101 △ 549,742 18,233,843 16,566,368 1,667,475 1,117,733 774,367 343,366

96,914,674 88,334,892 △ 8,579,782 96,914,674 80,697,007 16,217,667 7,637,885 5,490,160 2,147,725

特
　
　
　
別
　
　
　
会
　
　
　
計

合   計

表－１　　会計別決算の状況

（単位：千円）

歳          入 歳          出

歳入歳出
差引額

翌年度へ繰
越すべき財

源
実質収支
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表－２　　歳入歳出決算額等の推移

（単位：千円）

H28 H29 H30 R1 R2

A 113,731,270 73,771,555 63,756,257 63,035,316 70,610,375

B 109,494,093 67,551,857 57,861,816 53,885,803 64,083,967

C 4,237,177 6,219,698 5,894,441 9,149,513 6,526,408

D 2,720,768 3,068,311 4,446,026 7,841,509 4,719,754

E 1,516,409 3,151,387 1,448,415 1,308,004 1,806,654

F ▲ 606,637 1,634,978 ▲ 1,702,972 ▲ 140,411 498,650

G 1,510,444 1,154,690 1,569,915 718,714 658,065

H 0 0 7,681 0 0

Ｉ 253,125 1,671,438 1,431,608 1,185,250 1,061,099

650,682 1,118,230 ▲ 1,556,984 ▲ 606,947 95,616

J 18,654,634 18,102,949 18,044,814 18,009,327 18,445,669

8.1% 17.4% 8.0% 7.3% 9.8%

91.3% 93.8% 90.4% 96.3% 93.4%

0.64 0.66 0.67 0.68 0.68

標準財政規模

実質収支比率（E/J×100）

経常収支比率

財政力指数

実質収支（C-D)

単年度収支

　財政調整基金積立金

　繰上償還金

　財政調整基金取崩金

実質単年度収支（F+G+H-I）

決算収支の状況（普通会計）

区　　　　　　分

歳入決算額

歳出決算額

差引（A-B)

翌年度に繰り越すべき財源

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

12.0%

14.0%

16.0%

18.0%

20.0%

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1,000

1,100

1,200

1,300

1,400

1,500

H28 H29 H30 R1 R2

決算額：億円

年度

歳入歳出決算額等の推移

歳入決算額 歳出決算額 実質収支比率
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表－３　　市税の決算の状況

現年度 滞納繰越 計 現年度
(還付未済額)

滞納繰越
(還付未済額)

計

9,652,062 449,889 10,101,951 9,556,783 63,527 9,620,310

(232) (232)

1． 市民税 3,749,054 263,570 4,012,624 3,696,934 42,821 3,739,755

(161) (161)

（１）個人市民税 3,112,201 250,936 3,363,137 3,069,068 41,754 3,110,822

(161) (161)

（２）法人市民税 636,853 12,634 649,487 627,866 1,067 628,933

2． 固定資産税 5,069,048 155,142 5,224,190 5,029,438 18,504 5,047,942

(59) (59)

（１）純固定資産税 4,992,920 155,142 5,148,062 4,953,310 18,504 4,971,814

(59) (59)

（２）交付金 76,128 0 76,128 76,128 0 76,128

3． 軽自動車税 217,245 14,766 232,011 213,696 2,202 215,898

(12) (12)

（1）軽自動車税 206,360 14,766 221,126 202,811 2,202 205,013

    （種別割） (12) (12)

（2）環境性能割 10,885 0 10,885 10,885 0 10,885

4． 市たばこ税 616,705 0 616,705 616,705 0 616,705

5． 鉱産税 10 0 10 10 0 10

6． 特別土地保有税 0 16,411 16,411 0 0 0

0 1,081 1,081 0 74 74

1． 都市計画税 0 1,081 1,081 0 74 74

9,652,062 450,970 10,103,032 9,556,783 63,601 9,620,384

 （ Ⅰ ＋ Ⅱ ） (232) (232)

315,586 317,692 633,278 288,000 36,756 324,756

(266) (136) (402)

※端数処理の影響で、合計が一致しない場合があります。

Ⅰ 法定普通税

Ⅱ 目   的   税

Ⅲ　 合         計

  国民健康保険税

　　　　　　　区　分

　税　目

調    定    額 収 入 済 額
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現年度 滞納繰越 計 現年度 滞納繰越 計

5,406 95,511 380,956 476,467 99.0 14.1 95.2

3,007 52,281 217,742 270,023 98.6 16.2 93.2

3,007 43,294 206,175 249,469 98.6 16.6 92.5

0 8,987 11,567 20,554 98.6 8.4 96.8

2,237 39,669 134,401 174,070 99.2 11.9 96.6

2,237 39,669 134,401 174,070 99.2 11.9 96.6

0 0 0 0 100.0 0.0 100.0

162 3,561 12,402 15,963 98.4 14.9 93.1

162 3,561 12,402 15,963 98.3 14.9 92.7

0 0 0 0 100.0 0.0 100.0

0 0 0 0 100.0 0.0 100.0

0 0 0 0 100.0 0.0 0.0

0 0 16,411 16,411 0.0 0.0 0.0

0 0 1,007 1,007 0.0 6.8 6.8

0 0 1,007 1,007 0.0 6.8 6.8

5,406 95,511 381,963 477,474 99.0 14.1 95.2

9,049 27,852 272,023 299,875 91.3 11.6 51.3

収入未済額 収入歩合（％）

（単位：千円）

不納欠損
処分額

- 377 -



表－４　　普通会計及び公営企業会計地方債現在高の状況

（単位：千円）

14,209,666 956,600 1,557,141 116,696 1,673,837 13,609,125 2,571,584 11,037,541

うち合併特例事業債 8,903,499 67,500 732,371 67,862 800,233 8,238,628 0 8,238,628

188,453 401,700 3,723 37 3,760 586,430 586,430 0

133,330 0 26,666 1,748 28,414 106,664 0 106,664

1,300 0 808 57 865 492 0 492

581,863 0 95,628 4,787 100,415 486,235 207,719 278,516

0 80,698 0 0 0 80,698 80,698 0

144,171 0 38,260 370 38,630 105,911 105,911 0

13,066,612 916,628 1,177,588 40,358 1,217,946 12,805,652 12,009,704 795,948

54,829 0 8,155 128 8,283 46,674 0 46,674

28,380,224 2,355,626 2,907,969 164,181 3,072,150 27,827,881 15,562,046 12,265,835

15,313,612 1,438,998 1,730,381 123,823 1,854,204 15,022,229 3,552,342 11,469,887

584,978 0 7,550 1,317 8,867 577,428 0 577,428

43,958 0 43,958 824 44,782 0 0 0

1,433,743 5,600 162,956 29,545 192,501 1,276,387 932,920 343,467

3,255,810 200,900 475,027 23,833 498,860 2,981,683 2,940,608 41,075

2,804 0 2,804 69 2,873 0 0 0

10,955,191 669,550 955,988 126,904 1,082,892 10,668,753 5,953,644 4,715,109

16,276,484 876,050 1,648,283 182,492 1,830,775 15,504,251 9,827,172 5,677,079

44,656,708 3,231,676 4,556,252 346,673 4,902,925 43,332,132 25,389,218 17,942,914

31,590,096 2,315,048 3,378,664 306,315 3,684,979 30,526,480 13,379,514 17,146,966

表－５　　地方債現在高の推移

工業用水道事業債

　　 ※端数処理の影響で、残高合計が一致しない場合があります。

公営企業会計　計

市債　　　　合計

実市債残高（臨財債除く）計　Ａ

 ※ 工場用地等整備事業特別会計は、平成23年度まで普通会計に含まれております。

工場用地等整備事業

介護サービス施設整備事業債

水道事業債

病院事業債

下水道事業債

臨時財政対策債（臨財債）

福島県貸付金

普通会計　　　　　　　計

普通会計実市債残高　　計
（臨財債除く）

退職手当債

公有林整備事業債

財源対策債

減税補てん債

減収補てん債

災害復旧事業債

計
財政融資資金・
旧郵政公社資金 その他

普通債

令和２年度
発行額

令和２年度償還額
令和２年度
末現在高

左の借入先別内訳

元金 利子区   分
令和元年度
末発行額

308.8 300.1 291.9 283.8 278.3

187.5 180.7 171.3 162.8 155.0

496.4
480.8

463.2
446.6 433.3

0.0

100.0

200.0

300.0

400.0

500.0

600.0

H28 H29 H30 R1 R2

億円 地方債残高の推移

公営企業債残高

普通会計債残高
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表－６　　基金残高の推移（普通会計）
（単位：千円）

H28 H29 H30 R1 R2

4,639,811 4,123,063 4,261,371 3,794,835 3,391,801

3,108,917 3,509,857 3,464,690 3,429,249 3,373,235

33,643,589 29,632,016 25,088,639 21,263,086 19,808,778

公共用施設維持基金 382,126 372,691 307,683 270,411 253,410

社会福祉基金 48,154 45,430 42,706 36,554 33,829

教育振興基金 90,400 88,086 50,097 0

亜炭鉱害復旧施設維持管理基金 763,784 741,343 731,563 715,267 701,832

市有建物等維持補修基金 959,298 1,234,367 1,434,380 2,175,184 2,194,993

職員退職手当基金 238,803 269,880 383,518 278,511 272,487

地域振興基金 818,026 451,071 92,390 95,494 90,042

小高区自治振興基金 216,328 226,281 235,100 237,233 239,771

鹿島区自治振興基金 257,546 257,750 265,601 273,252 279,291

原町区自治振興基金 693,061 693,130 693,200 693,269 685,252

ふるさと応援基金 74,311 290,442 243,284 291,626 262,714

子育て応援基金 159,178 148,137 133,342 122,296 113,843

東日本大震災復旧・復興基金 11,985,115 11,257,659 9,623,300 4,511,699 5,480,969

東日本大震災遺児等支援基金 253,718 232,792 209,851 191,385 176,597

みらい夢基金 44,257 32,590 21,690 14,146 34,944

東日本大震災復興交付金基金 8,606,805 7,732,827 5,736,951 2,822,533 0

育英資金貸付準備基金 25,017 25,020 135,022 135,023 135,029

帰還環境整備交付金基金 7,827,662 5,132,518 2,984,008 2,373,558 2,960,046

庁舎建設基金 200,000 400,002 789,210 1,189,215 1,589,570

市民一体化復興促進基金 - - 975,743 809,331 390,231

みらいへつなぐ復興基金 - - - 4,015,044 3,886,155

森林環境整備促進基金 - - - 12,055 27,773

41,392,317 37,264,936 32,814,700 28,487,170 26,573,814計

財政調整基金

減債基金

その他特定目的基金

積
立
基
金

財政調整基金 減債基金 その他の特定目的基金億円

- 379 -



（歳　入）・地方消費税交付金（社会保障財源化分） 746,801 千円

（歳　出）・社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費 7,558,837 千円

【社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費】 （単位：千円）

国県支出金 市債 その他
社会保障財源
化分の地方消
費税交付金

その他

障がい者福祉事業 1,168,885 806,584 0 2,431 70,192 289,678

高齢者福祉事業 380,687 39,287 0 48,493 57,131 235,776

児童福祉事業 2,537,134 1,725,588 0 56,543 147,262 607,741

母子福祉事業 9,676 6,803 0 0 560 2,313

生活保護扶助事業 482,509 386,367 0 0 18,752 77,390

小　　計 4,578,891 2,964,629 0 107,467 293,897 1,212,898

国民健康保険事業
（一般会計繰出金）

442,616 272,475 0 0 33,186 136,955

介護保険事業
（一般会計繰出金）

859,800 57,420 0 0 156,502 645,878

後期高齢者医療事業
（一般会計繰出金）

164,600 121,154 0 0 8,474 34,972

小　　計 1,467,016 451,049 0 0 198,162 817,805

医療提供体制確保事業 174,558 2,363 0 0 33,586 138,609

疾病予防対策事業 373,769 177,254 0 0 38,329 158,186

母子保健事業 48,435 5,941 0 167 8,256 34,071

健康増進対策事業 82,958 1,335 0 958 15,734 64,931

病院事業
（病院事業会計繰出金）

833,210 18,863 0 0 158,837 655,510

小　　計 1,512,930 205,756 0 1,125 254,742 1,051,307

7,558,837 3,621,434 0 108,592 746,801 3,082,010

　

表－７　令和２年度決算における地方消費税交付金（社会保障財源化分）が
充てられる社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費

　平成２６年４月１日からの消費税率引き上げ（５％→８％）及び令和元年１０月１日から
の引き上げ（８％→１０％）に伴い、地方消費税交付金の増収分（社会保障財源化分）につ
いては、その使途を明確化し、社会保障施策に要する経費に充てることとされています。
　令和２年度南相馬市一般会計決算における社会保障施策に要する経費への充当状況は、下
記のとおりです。
　なお、地方消費税交付金(社会保障財源化分)の各経費への充当方法は、各経費の一般財源
の割合により按分して充当しています。

事業名
令和2年度
決算額

財　　源　　内　　訳
特　定　財　源 一　般　財　源

社
会
福
祉

社
会
保
険

※事務費や人件費は経費から除外しています。（ただし、地方公務員共済組合法に基づく負担金のう
ち、基礎年金拠出金及び育児休業手当金は経費に含みます。）

保
健
衛
生

合　　計
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